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巻頭 言

シ ン ク ・タ ン ク の ア ラ イ ア ンス

(財日本エ ネルギー経済研究所

理事長 内 藤 正 久

彰

「エ ネルギー」 は,人 間生活 に不可 欠 な もので あるため,そ れ を考 える と 彰

きの関連領域 は極 めて広 い。20世 紀 以来,「 石油 ・天然 ガス」 の時代 が続いて 彰

い るが,今 や将 来の 「水 素社会」に向けて の轍 期 にある。 この よう1こまず利 ・IS

用されるエネルギーの変擁 史を脚 ナてきたように・エネル樋 別1

の分析 欲 かせ ない・ しか しなが ら・少 な くとも2060鞭 まで は既存 の炭 化
・//

水素エ ネルギーのク リー ンな活用 が現 実的であ ろう。 彰

彰

さ らに、各 エ ネルギー につい て検討 す るにあた って も、多面 的 な考察が必 要 彰

であ り、縮 要素 も多岐 に亘 る。大括 りす る と4つ の要素,す なわち,「 市 場」潮

「国際政治」・「地襯 ・ 「技術」が特に重要である・前二者は・エネルギ/

働 向 を考 えるにあ たって常 に実i青を才巴握 し・分析 す る上 で不 可欠 な視 点で 彦

あ る。他 方,後 二者 は,中 長期 に亘 る動態 的変化 を考 える際 に決定的 な意味 彰

を持 つ。 彰

彰

エ ネルギ ーの あ り方 を考 える ことを目的 と した シンク.タ ンクで もこれ ら全 彰

てを網羅的に深 く掘 り下げる人柵 究手法を翫 刷新 し続けていくに1

は限界 があ り・広 く国 の内外 での ネ ッ トワークの繍 溌 展 を考 える ことが 彰

特 に必 要 とされ る。 ち ょうど、デ ュポ ン等 の世界企業が1930年 代 に巨大 な中央 彰

研 究所 を作 り,研 究 の一元化集 中で成果 を上 げて きたのが,1970年 代未 にな 彰

って,世 界 の有力企業 や多 くの大学 とネ ッ トワー クを強化す る方向 に大転換 彰

せざるをえなかつたこと働 りあつ愈 勲 哉!

賑 雄 雄 漿 婦 麺 麺 麺 雄 麺 學 麺 學 撃 撃 撃 撃 撃 撃 撃 撃 撃 撃 謡
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私 は,「 日本 とア ジアエ ネルギー を考 える」上で 「技術」に軸 を置いてお ら

彰

彰

れ る 「エ ネルギ ー総合工 学研 究所 」 と,「 市場]1こ 軸 を置 いた 「日本 エ ネル 彰

ギ ー経済研 究所」 は,連 携すべ き車 の両輪 であ る と思 っていた。改 めて,そ

の歴史 をひ もといてみて,設 立時 の構想 もま さにその通 りであった と知 った。

是非,両 研究所が歴史の原点 に立ち帰って,研 究活動の「協働」 と 「深化」

彰

彰

彰

彰

彰

を進めることで,日 本の政策立案や企業の経営戦略決定時に必要な重要情報 彰

の提供 や提 言 を進 め てい ければ素晴 らしい と思 っている。新年度 か らその よ

うな活動 の第一歩 を踏み出 したい と願 ってい ます。

鮎 麺 雄麺 婦 麺 雄 雄 麺 雄 雄 婦 學 撃 撃 勢 勢 撃 撃 撃 勢 學 撃 謡
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一 コ ンビナー トの国際競争力強化 につ いて一
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高松信 彦

渡 邊 裕

司会

高倉 毅

東京工 業大学 フ ロンテ ィア創 造

共 同研究 セ ンター長 教授

経済産業省資源エ ネルギー庁

省エ ネルギー対策課長

日揮㈱ 技 術 ・ビジネス開発本部

副本 部長

新 日本 製鐵㈱ 技術総括部
総括 グループマネージ ャ

新エ ネルギー ・産業技術 総合開発機構

環境 技術開発部 主任研 究員
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は じめに

司会 まず 「産業 間連携 」 とは,企 業や

産業 の枠 を超 えて物 質 ・エ ネルギ ーの融

通 を図 り,物 質 ・エ ネルギ ーの生産 の最

適 化 を 目指 す,加 えてな るべ く廃 棄物 を

出 さない産 業 コ ンプ レ ックス の ような も

のの構 築 を目指 す こ とで は ないか と理 解

して い ます 。 これ は昔 か ら検 討 され てい

た よ うです が,特 に最 近 に なってそ れ を

本格 的 に取 り上 げ よ う とい う動 きが 強 ま

ってい ます。
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本 日は,新 エネルギー ・産業技術総合

開発機構(NEDO)の 「産業間連携のあ

り方に関する調査研究技術委員会」 の委

員長をされてお られます東京工業大学教

授の秋鹿先生,コ ンビナー トの省エネル

ギー調査や 「産業間連携」などの行政側

の責任者 として予算措置等でご努力 され

てお られる資源エネルギー庁省エネルギ

ー対策課の佐藤課長,「 コンビナー トルネ

ッサ ンス」の立ち上げにご尽力 された日

揮㈱ の岩井副本部長,鉄 鋼業界 を中心 に

構想が検討 されてい ます 「エココンビナ

ー ト」の推進にご尽力 をされている新 日

本 製鐵㈱ の高松 マ ネー ジャ,最 後 に,

NEDOで コプロダクシ ョンや産業 間連携

の調査やプロジェク トの立ち上げにご努

力 されてい ますNEDO環 境技術開発部の

渡邊主任研究員にご参加頂いています。

省エネルギー全般の状況と課題

達成が困難な京都議定書の削減目標

司会 初めに省エネルギー全般の現状 と

課題 ということで佐藤課長からお話 を伺

いたい と思います。

佐 藤2004年 は省エ ネルギー政策 を考 える

上 で大変 重要 な年 に なって い ます 。京都

議定 書 の 第1約 束期 間(2008～2012年)

を控 え,2004年 と2007年 に地 球温 暖化対

策大 綱 を見 直す こ とに な って い ます が,

懸

佐 藤 樹 一 郎 氏
(資源エ ネルギー庁 省エ ネルギー対策課長)

今 年 が1回 目の見直 しの年 に当た り,環

境 省,国 土 交通省 で もそ のた めの検討 に

入 ってい ます 。経 済産業省 では,「 エ ネル

ギー 政策基 本法」 に基 づ く 「エ ネルギ ー

基 本計画」(2003年10月 に閣議 決定)を 受

け,2003年12月 か ら総合 エ ネルギ ー調査

会需給 部会 と省 エ ネル ギー部 会で検 討 を

行 ってい ます。

2001年 時点で,日 本全体のエ ネルギー消

費量 は原油換算 で4億800万 々4です。京都

議 定書 の 目標 を達成するには,2010年 時点

で4億lleで なければな らない とい う数字が

あ ります 。既 に800万leeオ ーバー してい ま

す。省 エ ネルギーが進 んだ中で800万klの

削減 とい うのは,非 常 に厳 しいのではない

か思い ます。そ うい う意味で,供 給 面で も

さ らなる省エ ネル ギ ーが 求 め らるので す

が,そ の余地 は限 られているので はないか

と思 い ます。ただ,800万le4と い うのは4

億lleの2%で すか ら,こ れか らの努 力 によ

っては決 して達成で きない数字で はないの

ではないか とも思 ってい ます。
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民生,運 輸部門の省エネルギー対策を強化

佐 藤 政 策 につい て言 い ます と,特 に民

生,運 輸部 門で伸 びて い る需 要 を中心 に

対 策 強化 を図 って き ま した。2003年4月

の改 正省 エ ネルギ ー法 の施行 で,民 生業

務 部門,例 えばオ フィス ビル とかホテル,

病 院 な どで大規模 な消 費 をす る ところ に

つい て は工 場 と同 じよ うに省 エ ネルギ ー

の中長期 計 画 を出 してい ただ き,そ れか

ら中規模 の消費量 の ところ につ い て もご

報 告 をい ただ ける よ うにな りま した。 ま

た,ト ップラ ンナー方式 による規制 では,

石 油 ・ガス機 器,LP自 動 車 の追 加 な ど,

さまざまな対象 の拡大 に努 めてい ます。

産業部 門は省エ ネルギ ーが進 んで い ま

す が,現 時点で も4億800万 々4の47%を 使

って お り,省 エ ネル ギー効 果が大 きい部

門です 。そ こで,事 業所 個 々の省 エ ネル

ギー に加 えて,省 エ ネル ギーの余 地が あ

る複 数事 業者 に よる連携 に よる省 エ ネル

ギーの促進 に取 り組 んでいるわけです。

一法 制定 の ための省 エ ネル ギー基準 部会

に携 って きてい ます。 それ を通 じて省 エ

ネルギ ー対 策課 の 政策,あ るい は省 エ ネ

ル ギー セ ンターの解析 や 分析 を勉 強 させ

て いた だい たのです が,官 民挙 げ て省 エ

ネルギ ー にず いぶ ん一生 懸命取 り組 ん で

い るな とい う実感 が い た します 。省 エ ネ

ルギ ーセ ンターの資料 に よ ります と,日

本 は国内総 生産(GDP)当 た りのエ ネ ル

ギ ー消 費量 が 世界 で一番 少 ない 国 です 。

に もか か わ らず,2010年 に1990年 比 で

6%削 減す る とい う非 常 に厳 しい削減 義

務 を京都 議定 書 で課 され てい るわけ です

が,そ れ に対 す る取 り組み は本 当 に頭 の

下が る思 いがいた します。

まず,500人 以上規模 の大 きな工場 には

省 エ ネルギ ー診断士 をつ け,既 存 施設 で

の省 エ ネル ギー を図 ってい く。 それ か ら

民生 運輸 部 門 につ いて は トップラ ンナー

方式 で業 界 の方 々 と一緒 に 目標 値 を作 り

省エ ネルギー法 を制定 し,実 行 してい く。

業界 は大 変 な中で よ く高 い 目標 値 を認 め

てお られるな と感心 しています。

省 エネルギー技術 の動 向 「産業間連携」は革新的省エネルギー技術

熱心な省エネルギーへの取 り組み

司会 それ で は,省 エ ネルギ ーに関 わ る

技術 の動 向 につ いて,秋 鹿先 生か らお話

を伺 いたい と思 います。

秋鹿 実 は私,こ の10年 近 く省エ ネルギ

秋鹿NEDO,あ る いは省 エ ネル ギー対

策課 の施 策 として省 エ ネル ギー にはい く

つ かの柱 が あ ります 。1つ は既 存 の省エ

ネルギ ー(既 存 設備,あ るいは シス テム

の 中で の省エ ネル ギー)で す。 恐 ら く省

エ ネル ギー法 が求 め る施 策 は この部 分 で

あ り ま して,そ れ を実 現 す る だ け で も

COP3(第3回 国連気 候変 動枠 組条 約締
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約 国 会議)の 目標 値 に近 い値 を ク リアで

きると伺 ってい ます。

次が革新 的省 エ ネル ギー技術,例 えば,

本 日の議題 の 「産業 間連携 」 もそ の1つ

です 。省 エ ネルギ ー法 で定 め られ てい る

省 エ ネルギ ー策 はや り尽 くしてい る,も

う これ以 上 の省 エ ネ ルギー は大変 だ とい

うところまで きて いるわけです。 しか し,

NEDOの 先導研 究 等 々で,ど うい うと こ

ろが具 体的革 新 的技術 か を議論 して きた

結 果,理 屈 の上 で は まだ相 当 な省 エ ネル

ギ ーが で きる気が します。 これ か らは 日

本 が世 界 に冠 た る革新 的省 エ ネル ギー技

術 を もって省 エ ネルギー を推進 してい く

段 階 にきてい るのでは ないか と思い ます。

例 え ば,ガ ス を燃 して お湯 を沸 か し,

手 を洗 った り,お 風 呂 に使 った りす るの

は,エ クセ ルギー 的 に考 え る と実 に数%

ぐらい の有 効性 で しか ない。以 前見 学 し

たあ る化学 会社 で は重油 をが んが ん焚 い

て,ス チー ム を作 った り してい ます。果

た して このエ ネルギー の使 い方 はいい か

とい う ことが 多 々あ るわけ です。物 質 や

エ ネルギー を産業 間で融 通 し合 えば非常

に大 きな省 エ ネルギ ーに なる はず だ とい

う具体例が沢 山あ ります。

「産業間連携」実現への技術的課題

秋鹿 しか し,「 産業 間連携 」 を具体 的に

提 案 した ときに,そ れ をサ ポ ー トす る技

術 とい うのが完成 されてい るのか。特 に,

ガス化 の技術 とか,分 離 濃縮 の技 術,ヒ

秋 鹿 研 一 氏

(鍋 隷 裳タ憂 演 ア創造)

一 トポ ンプ
,吸 熱 反応 の技 術,蓄 熱材 の

技術,ソ フ トの方 で は ピンチテ ク ノロジ

ーか ら物 質 ピンチ に至 る までの コプロ ダ

クシ ョンの技 術 な どで す。学 会 レベ ルで

こ うい うこ とが か な り研 究 され始 め てい

るの は,時 代 の要 請 に応 えた ものだ と思

い ます 。 ヨー ロ ッパ等 で はバ イオマ スの

ガ ス化 等が新 しい研 究 課題 になっ てい ま

す。 ア ジア地 区での 国際会議 で も蓄熱材

の発表 も多 いです し,日 本 で は触 媒 関係

で の吸 熱反応 や膜 反応 器 の研 究 もず いぶ

ん進 んで きて い ます 。そ うい うもの を何

とか早 く実用 レベル に もってい き,「 産業

間連携 」 での新技 術 と して提 案 で きる よ

うに したい とい う気 はい た します。

本 当 に省 エ ネ ルギー にな るには既 存 の

体 制 や施 設 の 中で の省 エ ネル ギ ーか ら,

さ らに革新 的 な省エ ネルギ ー技 術 を もっ

て,特 に 日本 のエ ネル ギー多消 費型 産業

で の省 エ ネルギ ー を図 れれ ば効 果 は非常

に大 きい と思 っています。
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ア ジア諸国の コン ビナ ー ト事情

国際競争力確保に欠かせないアジアの動向

司会 日本の産業の競争力強化 という観

点か ら,最 近のわが国装置産業の置かれ

た状況 も含め,海 外の状況について産業

界か らの出席者 にお話 を伺いたい と思い

ます。まず,岩 井副本部長か らアジアの

動 きも含めて伺えればと思います。

岩 井 本 日の座談 会 の副題 に もあ ります

ように,「 国際競争 力の強化」が現在 日本

の製造 産業 に とっ て大 変 な課題 です 。そ

れ を見 る上 で,や は り海外 の,特 にア ジ

ア地域 での コン ビナ ー トの動 きをよ く理

解 す る必 要 があ ります の で,そ の辺 の動

きを少 しご説 明で きれば と思 ってい ます。

対 比 す る必 要上,日 本 の コン ビナ ー ト

の現状,そ れか ら東南 ア ジア,東 アジ ア

を含 めた コ ンビナー トの現状 に分 け てお

話 しします。

影響大きい中国経済の動き

岩井 日本 の,特 に大型の石油化学 コンビ

ナー トは,鉄 鋼 を含め,一 息つ いているの

か なと見 てい ます。製油所 で言 えば重油特

需があ りました。化学 ・製鐵 では中国特需

があ りま した。将来 に向けて少 し安心感 が

出て きた とい う感 じがいた します。 ただ,

アジア全般 につ いては昨年来,非 常 に経 済

活動が活発化 してい ます。中で も中国経 済

が2003年 に9%を 超える異常 なス ピー ドで

成長 していますが,ど うもこれは,バ ブル

状態 に入 りつつあるのではないか と思 いま

す。 このままでい きます と,い ずれ また中

国経済が停滞 し,そ れがその まま日本 のコ

ンビナー トにはね返 ってきそ うだ とい う気

が します。その辺 を今後注意深 く見守 る必

要があ ると思 います。

現在 は 中国 にお ける船舶用 ・発 電用 重

質 燃料 油,石 油化 学原料,特 に製 鉄 関連

では建設 用鉄 骨資材,自 動車 用 の鋼 板等

が不 足 し,日 本 か ら大量 に供給 され てい

る とい う状 況が続 いてい ます。近 い将来,

中国経 済の成 長が ス ロー ダウ ン して きた

ときに 日本 の コ ンビナー トが これ に対応

で き体制 を確 立 してお くこ とが重 要 な課

題 だ と思 います。

中東諸国のコンビナー トとの競争

岩井 中東産 油国 で今後5年 以 内 に,年

産300万 ～500万 トン級 のエ チ レ ンを製造

す る コ ンビナー トが い くつか 出現 して き

ます。彼 らは当然 なが ら安 い価 格 の天然

　

ガスや コンデ ンセー ト を原料 に して運転

す るわ けです か ら,こ れが アジ ア市場 に

登場 して きた ときに,日 本 の コン ビナ ー

トが ど うい う影 響 を受 け るのか も十 分 に

考 え る必 要が あ るので はない か と思 い ま

*地 下 にある暖かい天然 ガスを地上で採取 し精製す る工程 で凝縮 ・液化 された炭化水素 のこ と。
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す。 日本 の コ ンビナー トは以前 よ りも海

外 の影響 を大 き く受 けや すい状 況 に なっ

て きてい る とい うのが非常 に大 きな特徴

です 。 これ も一種 の 「グ ローバ リゼー シ

ョン」 で しょう。

省エネルギーが国際競争力強化につながる

岩井 炭酸 ガスの排 出削減 は,日 本 の コ

ン ビナ ー トに とって も非常 に大 きなテ ー

マ に なって きてい ます。 実 はそれ に加 え

て,省 エ ネ ルギー が コ ンビナー トの国際

競 争 力強化 につ なが るであ ろ うとい うこ

とで,私 も省 エ ネルギ ーは,最 優先 課題

であ る とい う見方 を しています。

海外 の製造業 が最新 の省 エ ネル ギー技

術 をどん どん取 り入 れ て最 新鋭 工場 を建

設 してい ます 。 そ うい う もの を よ く調

査 ・解析 して,日 本 の コ ンビナ ー トがそ

れ に対処 してい く必 要が あ る と考 えて い

ます 。 日本 の コ ンビナー トは1960年 代 に

完成 し,設 備 も相 当古 くな って きてい ま

す 。 中 国,韓 国,台 湾,シ ンガ ポー ル,

タ イ,マ レー シア等 の コ ンビナ ー トはそ

の後 に登場 して きた もの で,そ れ らを 日

本の競争相手 と見 る必要があ ります。

一 番大 きな変 化 を挙 げ ます と
,各 国の

コ ン ビナ ー トが グロ ーバ リゼ ー シ ョン,

即 ち国際分 業化 の時代 に入 って きてい る

こ とです。 製造 品 目か らい きます と,石

油 製 品か ら石油化 学製 品 の方 に,そ れ も

よ り下流 の石油化 学 製品 に軸足 が移 って

いる とい うことです。

岩 井 龍 太 郎 氏

(騰 餐術'ビジネス騨 部)

検討すべき自由貿易協定

岩井 今,国 際化 の中で 日本の コンビナー

トが十分検討する必 要が あるのが,や は り

自由貿易協定(FrA:FreeTradeAgreement)

問題 です。 これが今後 日本の コンビナー ト

にとって非常 に大 きな検討課題 になる と思

い ます。韓 国 との 間にFTAが 締結 され関税

撤廃が完全 に行われた場合,韓 国か らフェ

リーで韓国人運転手が,韓 国製のガソ リン

タンクロー リー を運転 して きて,そ のまま

日本 のガソリンス タン ドまで物 を運ぶ とい

うこ とが起 きるで しょう。その時,日 本の

製油所 の競争力は どうなのか とい うこ とに

な ります。 これは石油製品だけでな く,石

油化学製品 について も同 じことが言 えると

思 います。

そ う します と,日 本 で はな く,ア ジ ア

全体 を1つ のマ ー ケ ッ トとして見 て,い

か に物 を効率 的 に,特 に省資 源,省 エネ

ルギ ーで作 って い くか とい うこ とが今後

非常 に重要 になるだろ うと見 てい ます 。
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韓国,中 国,シ ンガポールの動 き

[韓国]

韓 国の石油 化学 コ ンビナー トも最初 は

石 油化 学製 品専用 の コン ビナ ー トで,そ

のた め に製油 所が 石油 化学原 料 を作 る と

い うこ とで,ガ ソ リ ンの製造 はほ とん ど

行 ってお りませ んで した。

そ の後,モ ー タ リゼ ー シ ョンが 進 み,

現在 は石 油製 品 も製造す る ようにな って

い ますが,コ ン ビナー ト全体 の流 れ とし

ては石油 化学 製品 で大部 分 は中 国 に輸 出

されてい ます。 そ れか ら非常 に特徴 的 な

の は,ガ ソ リンが 中東産油 国 に輸 出 され

て い るこ とで す。 です か ら,韓 国は現時

点で か な りの 国際化 を達成 してい る と言

えます。

もう1つ,外 国資本が どんどん コンビナ

ー トに入 って きています。今4つ ある大型

製油所 のうち,少 な くとも2つ は中東産油

国の資本が50%以 上 を占めてい ます し,も

う1つ の製油所 も中国の石油会社が買収 し

ようとしてい ます。資本の国際化が進 んで

いる というのが もう1つ の特徴です。

[中国]

中国の石 油化 学 コ ンビナー トも 日本 と

か な り違 い ます 。 中国の石 油化学 コ ンビ

ナー トは殆 どが 国営 の同一 会社 の下 に形

成 されて い ます 。大型 の もの は中 国天 然

気集 団公 司(CNPC)と 中国石油化工 集団

公 司(SINOPEC)に よって経 営 されてお

り,地 域別 に分 割 されて い ます 。原則 競

合 はあ りませ ん。依然 と して,石 油化 学

製品 の製造 が主 目的 で,製 油所 は付属 的

な意味合 いが強い ようです。

但 し,中 国 もモ ー タリゼー シ ョンが猛

烈 な勢 いで進 む ようで す ので,輸 送用燃

料 と石油 化学 製 品併 産 型 に変 化 して行 く

と見 てい ます。最 新大 型 コ ンビナー トは

欧米 の ケ ミカル メ ジャー との合弁 で建設

中です ので,最 新技 術 を取 り入 れた高効

率型 で,コ ンビナー ト全 体 の用役供 給 も

一体 化 され てお り
,強 い競 争力 を持 ち ま

す 。 中国 が この ま ま動 いて い きます と,

「世界 で最 も省 エ ネルギーが進 んだ大型 コ

ン ビナー トは中国 にあ る」 とい うこ とに

なるか も知れ ません。

[シ ンガポール]

イメー ジか らい きます と,シ ンガポー

ルの 石油化 学 コ ンビナ ー トが ジ ュロ ン島

に代 表 され ます ように,最 も省 エ ネルギ

ー を含 め た技 術進 歩が 進 んで いる よ うに

見 え ます。 しか し,ア ジア全 体 か ら見 ま

す と,シ ンガポ ール の石油化 学 コン ビナ

ー トとい うの は非 常 に微 妙 な立場 にある

ようです。今 まで シ ンガポー ルは,非 常

に 自由 な 立 場 を利 用 し,製 油 所 です と

「ス ィング リフ ァイナ リー」(ア ジ アで需

給 バ ラ ンスが崩 れた ときに常 にシ ンガポ

ール の製油所 が調整 す る)と い う役 割 を

担 って きたわ けですが,最 近 は周 辺諸 国

に大型 の製油 所が どん どん建 ち,そ うい

う役 割 は な くなって きてい ます。 シ ンガ

ポ ール は,特 に イ ン ド,イ ン ドネ シ ア,

マ レー シアあた りに製 品供給 してい たの

で すが,今 はち ょうど中東 の石油化 学 コ
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ン ビナ ー トと中国 の石油化 学 コ ンビナ ー

トの間 に挟 ま って,将 来 の動 きが い ま1

つ見 えない状 況 にな りつつ あ り,一 部 オ

イルメジャーは撤退 し始め ています。

日本 の石油化 学 コ ンビナ ー トか ら見 ま

す と,や は り台湾 も含 む東 ア ジア を今後

とも見 てい く必 要 があ るの では ないか と

いう気が いた します。

司会 今,FTAの 話 が 出 ま したが,佐 藤

課長,何 か コメ ン トはご ざい ます か。

佐 藤FTAは 活性化 を進 め る上で 重要 で

す。いつ も足 かせ になる農業分野 との調整

もしなが ら,備 蓄 もかな り進 んで い ます。

FrAに ついては,極 力,進 めてい く方向で

調整 してい くこ とになる と思い ます。

べ ても相当大都市に近い ところに大型の

最新鋭製鉄所があるとい うのが日本の製

鉄業の特徴だろうと思っています。

現在,鉄 鋼生産の一番の牽引力は中国

です。ついこの間 まで世界最大 といわれ

た新 日鐵の年間生産量分だけ需要が毎年

増えてい ます。世界全体の需要が7億 ト

ンから8億 トンになるのに20年 かか りま

したが,中 国の需要の伸びの影響で世界

的には8億 トンに到達 してわずか数年の

今年には9億6,000万 トンぐらいになるの

ではないか という勢いです。重油特需 も

そ うですが,鉄 鉱石 も石炭,ス クラ ップ

も調達が極 めて難 しい状況で,原 料がな

いために操業 を一時停止 したヨーロ ッパ

の高炉 もい くつか出始めました。

中国と日本 との競争

鉄鋼業関連の状況

需要 を リー ドす る中国

司会 次 に,鉄 鋼関係の状況 につ きまし

て高松 さんからご紹介いただけますで し

ょうか。

高松 日本 の鉄 鋼業 は,世 界 的 には最 も

近代 的 な鉄鋼業 です 。 臨海 に立地 し,さ

らに極 めて大都 市 に近 い立地 となって い

ます。大都 市 に遠 い と言 わ れる ところで

もIOOkm圏 内です か ら,ヨ ー ロ ッパ に比

高松 では,中 国 と日本 は どう競争 す る

の か。 中国 の鉄鋼 需要 は年3,000万 トンず

つ増 えてい くと言 い ま したが,労 働 生産

性 で は 日本 の方 が何 十 倍 も高 い訳 で す。

人件 費 の差 を穴 埋 めす る ところ まで来 た

と言 って恥ず か しくない レベ ル だ と思 い

ます 。 中国 と同 じ価 格,あ るい は中国 よ

り少 し安 い価格 で利益 が 出せ る よ うにな

って きたのが 日本の鉄鋼業です。

これ は,中 国の人件 費 も上 が って くる

とい う事情 だけで な く,日 本 の鉄鋼 業 の

立 地が 大都 市 に近 い とか,他 の工 業界,

ユ ーザ と共 同開発 をす る ,生 産 の効率 化

を図る とい う ことが あ って こそ,な し得

ている ことでは ないか と思い ます。
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さらなる競争力強化は 「産業間連携」で

高松 しか し,例 えば,こ のパ ッケージが

上海の近 くでで きて しまうと,日 本が優位

性 を出 してい くのは難 しいだろ うと思い ま

す。ですか ら,日 本の国際競争力 を維持 し

てい くには,一 企業,一 産業 の努力だけで

は限度 があ ります。少 し幅広 い視野で考え

て効率化 を図ってい き,同 時 にその効率化

を妨 げるこ とが起 きない ように国 として考

えていかない と,な かなか優位差 を保 って

い くのは難 しい と思 います。そ うします と,

今 日の テーマの ように 「産業 間連 携」,も

しくは民生 まで含めた連携 を今後 しっか り

考えていかない といけない と思い ます。 よ

その国ではまだその視点があ りませ ん。そ

うい う条件が整っていないわけです。原料

が輸入 し易い,物 を供給 しやすい,都 市の

近 くに最先端技術が ある とい う日本 の利点

を生 か しきるのは これか らだ ろうと思 って

い ます。

もう1つ の背 景 を考 えてみ たい と思 い

ます 。 日本 の省 エ ネルギ ーは オ イル シ ョ

ック を契機 に ものす ご く進 み ま した。 鉄

鋼 業 で もそ うで す。 オ イル シ ョックの頃

に,当 時 の最 新技術 で一斉 に廃熱 回収 設

備 を導 入 しま した。 第1次 オ イル シ ョ ッ

クか ら25年 強が経 とうと して い ます。 こ

れが30年 前 後 にな れば,今 の設備 を作 り

替 える必 要 が出 て くるで し ょう。そ うす

る と,今 か ら秋鹿 先生 が言 われ た よ うな

技術 や制度 を用意 してお いて,更 新時 に

備 える とい うの が現時 点 で非常 に大切 な

ことではないか と思 い ます 。

高 松 信 彦 氏

螺 欝 ル墜 轡ジヤ)

コンビナー トの可能性

「産業間連携」を研究 し始めた背景

司 会 コ ンビナ ー トにつ いて今NEDOで

ご尽力 されてい る渡邊 さんか ら,そ の可

能 性 を含 めてお話 しいた だけ れば と思 い

ます。

渡邊 基本的 に鉄 を含 む日本 の生産は,中

国での設備投資 にか な りの部分 を支え られ

ていると思い ます。 また,海 外 で大型 コン

ビナー ト建設 とい う流 れがあ ります。ただ,

今 はかつて 日本がそ うだった ように,ス ケ

ールメリッ トの追求が行 われてい ます。

日本 は今後 ど うす るか。 これ まで 日本

で は,電 力会社 は電 気 を作 る,製 鉄 会社

は鉄 を作 る とい うこ とで,そ の製 品 目的

に対 して徹 底 した努 力が な され て きま し

た。増産,効 率化 の努力 が な され,省 工
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ネル ギー もな され,な るべ くゴ ミを出 さ

ない とい う努 力 も相 当 な され て,そ れ な

りの効果 は上が って きま した。

今 回,NEDOで 「産業 間連 携」 とい う

こ とを考 えた理 由 の1つ は,こ の ま ま大

きさを頼 りに優位性 を稼い でい くよ りも,

産業 間で連携 す るこ とで,省 エ ネルギ ー,

省資 源 を達 成 しエ ネル ギー コス トを下 げ

る こ とで 稼 いで い こ う とい う こ とで す。

日本 の よ うにい くつか の業種 が非常 に密

に存在す る コンビナー ト,な おかつ民生,

業務が その周辺 に広が ってい る状況 だ と,

連携 に よって相 当 な こ とが で きるので は

ないか とい うのが,NEDOで 「産業 間連

携」 の勉強 を開始 した最大 の理 由です 。

例 えば,製 鉄 所 か ら出て くる副 製品 や

廃棄 物 に近 い よ うな もの を隣の産業 に渡

す,渡 され た産業 の方 はそ れ を上手 に使

って生 産活動 を し,自 分 の ところの副 製

品 をまた別 の産業 に渡 す,な い しはそ う

い う形 で コンビナー トの中で循環 させ る。

そ うい う こ とに よっ て,省 エ ネル ギ ー,

省資源 が達成 され ます。

関心 を集めてきた 「産業間連携」

渡邊 数 年 ぐ らい前 に この話 を して も,

それ ほ ど大 きな同意 は なか った よ うに思

い ます。 ところが最 近,コ ンビナー トに

い らっ しゃる方 々 に危 機感 が あ って,積

極的 に企業 の垣根 を越 えて い きたい とい

うご意見が多 くなってい ます。

3月8日 に出 されたNEDOの 「産業 間連

携の あ り方 に関す る調査研 究技 術委員会」

の報告書案 に書かれている提案 も,省 エネ

ルギー型は勿論,次 のステ ップ として,ベ

ス ト転換 をす ることによってさ らなる省 エ

ネルギー を目指す とい う提案 もか な り具体

的 に出ています。その中に,資 本の垣根 を

越 えた提 案 も結構 出てい ます。そ の辺 り,

今後 こうい う考 え方 を進める上で素地がで

きつつある とい う感 じがいた します。一
、、ンビナーIFk体 ⑳懸 適iin:よ る総繕環境黛祷低 減i

==

i趨 業簡遮携 産票簡溝携を滋体とした
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r

〕
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課題が多 々あ ります。 そうい うところに,

皆 の 目が向 き始めれば しめたものだ と私 自

身は考 えてい ます。

「産業間連携」から競争力強化へ

渡 邊 裕 氏

(新 エネルギー ・産業技術総合開発機構環境技術開発部 主任研究員)

NEDOに は,省 エ ネル ギー部 署,新 エ

ネル ギー部 署,そ れ か ら3R(Reduce,

Reuse,Recycle)部 署 な ど色 ・々な部署が あ

ります。1つ の技術 を色 々 な角度 か ら捕

らえ る ことが で きます し,ま た,色 々な

分野 で流 れ てい る同 じような技 術 の調整

もで きます。そ うい う観点 か ら,「 産業 間

連携 」 を勉 強 した上で,次 世代 へ 向 けた

企業 の方 向性 を定 め るお手伝 い をあ る程

度で きるのではないか と思 うわけです。

「産業間連携」 を します と,日 本の コン

ビナー トとい うものが まった く違 う形態 を

とって くるのではないで しょうか。規模の

問題 は勿論 ですが,物 質の循環性 もまった

く変 わ って きます 。極 端 なこ とを言 うと,

電力会社の電気 を作 る工程 において,最 終

段 のタービンの ところの蒸気で まだ圧力 を

持 ってい るの を隣の工場 に回 し,そ こで凝

縮 させ て,蒸 気の持つ潜熱 を使 って もらう

とかです。 これ を民生 にまで持っていけば

素晴 ら しい省エ ネルギ ーに なるわ けです

が,残 念 なが らまだ熱 の輸送技術 といった

地域を巻き込んだ 「産業間連携」の効果

司会 そ れで は,コ ンビナ ー トの可 能性

を 「産業 間連携 」で 追求 し,最 終 的 には

国際競 争力 強化 につ なげ る とい う辺 りに

つい て,秋 鹿先 生 か ら何 か ご意見 は ご ざ

い ますで しょうか。

秋鹿 やは り国や 産業が 然 るべ く進 化 を

遂 げ ない といけ ない と感 じ ます。 これ だ

け国際化 が進 み,皆 さんの意 識が新 た に

なって い る時 です か ら,恐 ら くお手 本 の

ない時代 に入 って きた とい う気が します 。

日本 には ヨー ロ ッパ的 な社会 システ ムの

考 え方,あ るい は産業構 造が ず っ とあ っ'

たわ けですが,今 や ヨー ロ ッパ よ りも進

んだ社 会 を 目指す べ きで しょ う。や は り

日本独 自の もの を作 って いか ない といけ

ない。世 界 をリー ドす る よ うな,世 界 的

な視 野 に立 った 日本 的 な もの を作 ってい

くことが必 要ではないか と思い ます。

2004年1月 の 日本経済新聞に,ハ ーバー

ド大学名誉教授 で経済学者の ジ ョン ・ケネ

ス ・ガルブレイス さんが 『私の履歴書』 と

い う連載 を書いてい ました。彼 はアメ リカ

の資本主義 を解析 していた中で,独 占資本
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の弊害への対処 を考 えていた時,北 欧の生

協 に目が止 まった と言 うのです。生活者の

力 が独 占資本 に対抗 で きる仕掛 けになるか

も知 れない とい うことで,特 に民主党 の施

策の中で実現 しようと努力 したそ うです。

この 「産業 間連携」 も地 域 を巻 き込 ん

だ物質やエ ネルギーの循環 に絡 んで くる。

地域 も得 をす る。企 業 間で もその や りと

りで得 をす る とい う新 しい フェー ズが で

きる と,イ ンターナ シ ョナ ルな資本 の論

理 に対抗 で きる とい う気 もします。勿論,

国際化 の中 で資 本 の論理 に も従 って動 い

ていか ない とい けない部 分 もあ る と思 い

ますが,日 本 的 な新 しい産業 構造 がで き

れば,国 際競 争力 も強 い もの になる ので

はないか と思 います。

例 えば,省 エ ネル ギーの方 策 の1つ に

ESCO事 業があ ります。ESCO事 業 は,既 存

施設の 中で省 エネルギー投資 をす ることで

儲 けを出す事業 だ と思 うのですが,そ れ に

似 た考 え方で物質 とエ ネルギーを産業間で

取 りもつ ことをビジネス にする商社的 な会

社,あ るいはプラ ン トエ ンジニア リング会

社があ った らいいな と思い ます。連携す る

両方の企業 に 「こうい う投資 をした ら将来

これだけ得 をします よ」 と持 ちかけ,利 潤

の一部 を仲介 ビジネスが取る。 このシステ

ムが走 り出すためには両者,あ るいは地域

も含め た信頼 関係が非常 に大事 になって く

るので はないか と思い ます。

それ には時 間 が かか る と思 い ます し,

また それ を支 える技 術 や評価 手法 も開発

す る必 要が あ る と思 い ます が,日 本 で産

業 間連携 が で きる と,日 本独 自の生産 構

造 の新 しいパ ラ ダイムがで きてい くので

は ないか,国 際競 争力 もつ くので はない

かな と考 えてい ます。

「産業間連携」を推進するための政策

司会 それでは具体 的に 「産業 間連携」

を今後進めてい くために,政 策として ど

のようなことが考えられ,予 算要求等に

反映 されてい くか とい う観点か ら,佐 藤

課長からお話をいただきたいと思います。

佐 藤 今 までの取 り組みですが,NEDO事

業で地方 自治体が まとめる 『省エ ネルギー

ビジ ョン』,あ るい は,専 門家が コ ンビナ

ー ト内で省エ ネルギーのあ り方 について具

体的 に検討す る 「ア ドバ イザ リー事業」 な

どの活用例 が,山 口県,岡 山県水 島地 区,

神奈川県川崎地区 などで出てい ます。

も う1つ の 流 れ は 技 術 開 発 で す 。

NEDOの 「エ ネ ルギ ー使 用 合理 化技 術 戦

略 的 開発 事業」 で,特 に千葉 県 の コ ンビ

ナー トにつ いて 「ピンチ テ クノロジー*に

よる工場 地域 のエ ネルギ ー共有技術 の研

究 開発」 が行 われてい ます。 これは,今,

住 友化学 工業㈱ と富 士 石油㈱ が連 携 して

実証 段 階 に入 ってい ます。背 景 に は国際

競 争力 を もっ とつ け なけ ればい け ない と

い うニーズが あ ります。

エ ネルギ ーの持 ち合 い の議 論 は昔 か ら

*ピ ンチテクノロジー とは、設備 ご との熱需要 と排熱 供給 に係るデー タをそれぞれ解析 して、熱融通の最適状態

を調べ る手法。
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何 回 もされて きてい る と思 い ますが,操

業の 自由度 が失 われ る,本 社 と各事業 所

との 関係 な ど,色 ・々 な障害 が あ ってなか

なか で きませ んで した。勿論,ピ ンチテ

クノ ロ ジー とい う解 析 手 法 や断 熱技 術,

熱 交換技 術 が よ り進 んで きた とい う事 情

もある と思 い ますが,こ れか らは企業 を

超 えてエ ネル ギー コス トを下 げ るこ とで

国際競 争力 をつ け ていか なけ れば いけ な

い とい うニー ズが勝 って きて い るため に

具現化 して きた と思い ます。

が始 ま りま した。 そ こか ら調査の段 階へ,

さらに具体 的 な投 資へ 移 ってい た だ くこ

とを非常 に期待 してい ます。

他 方 で,本 社 の戦略 と地域 間競 争 の間

で,調 整が必 要 な とこ ろ もあ る との こと

です。本 社 に してみ る と,例 えば,あ る

地 域で は事業 を縮小 して アジ アに展 開 し

てい くとい う構想 の ところ もあ るか も知

れ ませ ん。 そ うい う調 整 もしつ つ,さ ら

に,民 生 も含 め て広 い絵 が描 け るか とい
＼＼うところが重 要ではな

いか と思 い ます。

2種 類の支援策で積極展開を

佐 藤 そ うい う動 きをさ らに後押 し して

い くこ とが 重要 だ とい うこ とで,16年 度

に新 しい スキ ーム のた めの予算 措置 を行

ってい ます。 コン ビナ ー トが一 体 となっ

て複 数事業 所 間の省 エ ネルギ ー を図 るた

め の調査 を行 う場 合,1カ 所当 た り5,000

万 円の支援 をす る10カ 所分 の予 算 を新 た

に措 置 しま した。

その後,投 資 段 階 に入 った もの につ い

て は,難 易度 が高 いた め,今 まで3分 の

1だ った省 エ ネ ルギー投 資支援 の補 助率

を2分 の1に 上 げる措 置 も16年 度 か ら講

じるこ とに しま した。

増えてきた 「産業間連携」の検討

佐 藤 並 行 して,各 コン ビナー トで こ う

い う取 り組 み につい て検討 す る場 が立 ち

上 が って きてい ます 。例 え ば,北 九 州,

大 分,茨 城 の鹿 島 コ ンビナー トは検討 会

司会 住友化学工業 と富士石油の連携が

うまくいって,他 の企業 も枠 を超 えた連

携ができる契機になれば良いですね。

「コ ン ビナ ー トル ネ ッサ ン ス」 と

省 エ ネ ル ギ ー

直前に共有 されていた危機感

司会 そ れで は,石 油 精製 中心 と して既

に 「コ ンビナ ー トルネ ッサ ンス」 とい う

言 い方で省 エ ネル ギー の動 きが 行 われ て

い ますが,こ れ につ い て岩井副 本部 長か

らご紹介い ただ きたい と思い ます。

岩井 「コンビナー トルネ ッサ ンス」 との

関わ りは,製 油所 を主体 に してどうい う展

開がで きるか とい うことで始 ま りました。

「コ ンビナー トル ネ ッサ ンス」 とい う

言葉 が初 め て登 場 した のが平成11年6月
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で,大 変新鮮 な響 きで した。

実 は前 年 の平 成10年 に,例 えば鹿 島,

水 島,千 葉等 の コ ン ビナ ー トで は,現 状

の ままでい くと国際競 争力 が どん どん下

が ってい くので は ないか との危機 感が あ

りま した。 また,中 期 的 に,例 えば10年

とい うスパ ンで見 た時 に,日 本 にお け る

石油 製品,特 にガ ソリン,デ ィーゼル油,

エチ レン等 の生 産量が どん どん減 るので

は ないか とい う危 機感 もあ りま した。そ

こで,単 に既存事 業 にお け る設備 の競 争

力 を高 め るだ けで な く,地 域へ のエ ネ ル

ギー供 給等 の新規 事業 へ の進 出要望 も 日

本 各地 か ら出 て まい りま して,そ れ が1

つ にな ったのが 「コ ン ビナ ー トル ネ ッサ

ンス」 だ とい う見方 を してい ます。

高い日本の製造コス トに驚愕

岩 井 そ れが まとまる1つ の伏線 と して,

その 大体4年 か5年 前 に資 源 エ ネルギ ー

庁 の依 頼 で行 った,日 本 の製油 所 とシ ン

ガポー ルお よび韓 国の製 油所 の競争 力比

較調査 が あ ります。 日本 の製油所 の製造

単価 が非常 に高 い とい う調 査結 果 を見 て

愕 然 と しま した。その大 きな要因 と して,

従業 員数 の多 さ,高 い人件 費,そ してユ

ー テ ィ リテ ィ単 価が シ ンガポー ルお よび

韓 国 に比べ 非常 に高 い とい うこ とが 指摘

され ま した。 その後,各 製油所 が注 力 し

たの が,主 に省 資源 を中心 に,海 外 のエ

ネルギ ー コンサ ル タン トを使 っ た,各 製

油所 のエ ネル ギー効率 の徹 底 チ ェ ックで

す。 どこ を改善 した らいいか の提案 を各

製油所 に行 い ま した。 その 中 に,ピ ンチ

テ クノロ ジー を使 っ た提 案が 沢 山あ りま

して,現 在 まで続 いてい ます。

海外 の コ ンサ ル タ ン トを使 った省エ ネ

ルギ ー検 討 と海外 の製 油所 の比較 とを合

わせ ます と,1つ の製油 所 だ けの運転効

率化 に よる コス トダウ ン,運 転員 の削 減

等 では,海 外 の製油所 には追い つかない。

やは り,近 隣の石 油化 学,つ ま りは異 業

種 と連携 を しない と生 き残 れ ない とい う

結 論 にた ど り着 きま した。 そ の時点 か ら

コン ビナ ー ト全体 で の連携 が大 きなテ ー

マになった と見 てい ます。

コンビナ ー トルネ ッサ ンスの成果

岩 井RING(石 油 コンビナー ト高度統合

運 営技術 組 合)は 具体 的 には平成12年 か

らス ター トし,第1次 コ ンビナー トル ネ

ッサ ンス事業 は平 成15年 に終 了 し,現 在,

第2次 コ ンビナー トル ネ ッサ ンス事 業が

進行 中です 。特徴 的な こ とを申 し上 げ ま

す と,一 番 良 か ったの は,異 業 種が 共通

の場 でエ ネル ギー の効 率化 につい て議 論

がで きる ようにな った こ とです 。第!次

コ ンビナー トル ネ ッサ ンスで は,具 体 的

な投資,事 業運 営 まで入 り,大 きな進展

が2つ あ りま した。1つ は共通 パ イ プラ

イ ンを引 く運営 会社 を設 立 し,原 料,製

品,ユ ーテ ィ リテ ィを異業 種 間で 自由 に

出 し入 れ で きる よ うに な った こ とです 。

も う1つ は,そ うい う共通 の運 営会 社 を

ど う効 率 的 に運 営す るか とい うこ とで高

度広域 情報 管理技 術 が新 た に開発 され た
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ことで す。例 えば,徳 山 コン ビナ ー トの

場 合,12の 石油 精製,石 油 化学,化 学 会

社 が集 まって共通 の情 報 ラ イ ンを構築 し

ています 。

具体的 な省 エネルギーの例 を申 し上 げま

す。第2次 コンビナー トルネ ッサ ンス事業

で特徴 的なのは,都 市 ガス会社 と製油所が

一体化 した とい うことです。都市 ガス会社

のLNG受 入基地 の冷熱 を2つ の製油所 と石

油化学会社 が,そ の熱 を低 温域 か ら常温域

まで三段 階に分 けてカスケー ド利用す るこ

とです。 これは今 まで議論 は されてい ま し

たが,中 々実行 までいか なかったこ とです

が,よ うや く異業種間で熱 を利用 し合 うこ

とに発展 で きた とい うのは,今 後 の省エ ネ

ルギー を進 める上で画期的な事業 になるの

で はないか と思い ます。

鉄鋼 業界の 「エココ ンビナー ト構想 」

な く,タ ー ル,軽 油,ス ラグ,ガ ス,電

力,酸 素 も作 ってい ます 。製鉄 所 とい う

のは,大 体1,000万 ㎡ ぐらいあ る都 市規模

の コン ビナ ー トです 。 もと もと,そ の 中

にい っぱい工場 が あ って,各 々が一番 の

効率 を指 向 してい ま した。 そ れが,だ ん

だん 中のパ イプ をつ な いだ り,よ そ の会

社 を呼 んで きて,酸 素 を作 らせ た り,電

力 会社,ガ ス会 社 と共 同事 業 をや った り

を,60年 代 か らやって きました。

色々な要素技術 を培 ってきた鉄鋼業

製鉄 所 は巨大 コンビナ ー ト

司会 今 度 は鉄鋼 業 の方 で す。 こ ち らの

方 も 「エ コ コン ビナ ー ト構想 」が検 討 さ

れる とい う こ とですが,高 松 さんか らお

願 いいた します。

高 松 「エ コ コ ン ビナー ト構 想」 で は,

鉄鋼 業界 の将 来 の環境技 術 展望 とい うこ

とで,タ ーゲ ッ トを定 めた ところです。

製鉄 所 とい うの は,も と もと大 コ ン ビ

ナー トです 。鉄 だ け作 ってい るわ けで は

高松 「エ コ コン ビナ ー ト」 はそれ よ り

も相 当フ レキ シブル に物 を考 えてい ます。

非常 に大 きなバ ッフ ァで全 体 の効 率 を支

えな ければ な らない ものが コ ンビナー ト

だ と考 える と,そ の 中で鉄鋼 業 が ど うい

う役割 を果 たせ るのか。 コ ンビナー トは,

ものす ご く大 きな絶対 量 を扱 う産業 です

か ら,そ うい う機能 とい うの は鉄鋼 業 の

中に もある と思 い ます。

循 環型社 会 とい う話 が10年 来続 い てい

ます が,物 質 の循 環 で はな く,エ ネルギ

ーの循環(正 確 に はカスケー ドに よる効 率

的 な使 用)と して循環 型社 会 を眺め た場

合,排 熱 回収設 備 な どは更 新 の時 に,こ

れ まで は使 って こなか った低温 の熱 を暖

房 や給湯 に使 えるように した り,300℃ で

の発 電 もで きる最新 の技術 導入 を考 え な

けれ ばいけ ない と思 うのです。 それ を可

能 にす る技術 はす で に あ るので す か ら,

次 の改修,更 新 の チ ャ ンス を視 野 に入れ

て考 えるべ きで しょう。
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そ うい う意味 で,社 会全 体 と しての カ

ス ケー ド技 術 とい うの を考 えてい か なけ

れ ばい けない と思 い ます 。エ クセルギ ー

と見 合 った もの を少 しず つや る努力 が必

要 だろう と思い ます。

そ うい う役割 を鉄 鋼業 が担 ってい くた

めの構想 が 「エ コ コ ンビナー ト」 な ので

す 。 昔 か らあ る発 電等 に加 え,最 近 は,

プ ラス チ ックの リサ イ クルは6～7割 を

鉄鋼 業 でや って い ます 。特 に コー クス炉

で処 理す る と,プ ラス チ ックを油 とガス

に まで戻 せ ます し,皆 さんお困 りの カー

ボ ン残 渣 は,我 々が一番 欲 しい コー クス

になるわけです 。

水素社会に向けた技術開発努力

高 松 鉄 鋼 業 に は,水 素,一 酸 化 炭 素

(CO)も 非常 に沢山あ ります。今 まで は廃

熱 のような非常 に低質 なエ ネルギーを,効

率 を若干犠牲 に しなが らも電力の ような質

の高いエネルギーに換 えてい ました。それ

を少 しケ ミカル ポテ ンシャル に して お く

と,エ クセルギーの有効 利用 がで きるだろ

うと思い ます。良い触媒 を見つける と,水

素,CO,二 酸化炭 素(CO2)を 比較 的 自

由に動かせる ようにな ります。数年前か ら

そ ういう要素技術 の検討 を始 め,特 にコー

クス炉 ガス(COG)を 改 質 して水 素 に し

てい くとい う要素技術の開発 を,こ こ5年

間進 めてい ます。 そ うい う技術が少 しずつ

確立 され始め,可 能性 も見 えて きました。

鉄鋼業が鉄鋼製 品だけを作 っていれ ば良い

時代で もない,地 域の 中で鉄鋼業が業 と し

てなせ るこ とを,技 術 の世界 に持ってい く

とい うのが,こ の 「エ ココ ンビナー ト」の

試みだろうと思 い ます。

我 々がユ ーザか ら受 ける 「薄 く,軽 く,

硬 く して くれ」 とい う要 求 は,鉄 鋼 業 の

中では圧倒 的 にエ ネル ギー を増 や して い

か な ければ いけ ない操作 ばか りです。 そ

の 要求 に応 えた製 品が,燃 費 向上 や ロス

低減 にな り,世 の 中で は非常 に省 エ ネル

ギー に役 立 ってい る はず なのです が,鉄

鋼業界単体 で見 る と増 エネ要求 なの です 。

そ こで全体 と しての省 エ ネルギ ー効 果 を

上 げ るため に,色 々 な産業 で シェア しな

が ら,ど うい う もの を本 当 に搾 りき らず

に使 うのが いい のか も含 め て議論 してい

くことが,こ れか ら2010年 にか けて非常

に重 要 に なるだ ろ う と思 い ます。 そ うい

う議 論が 業界 内で や りやす くなって い る

とい うのが,「 エ ココンビナー ト構想」 の

一番大 きな成果 だ と思 い ます。

それか ら,制 度がハー ドルになって コス

ト高 とな り,省 エ ネルギー 目標 を達成する

ための折角の技術が使 えなかった りも しま

す。 また,産 業で一番使 えないエ ネルギー

を民生 なら自由に使 えそ うだ とい うことが

あ ります。民生部 門が熱市場 の4分 の1～

3分 の1ぐ らいを占めているのに,産 業界

がそ こになかなか直結で きない仕組み にな

ってい ます。 この辺 はインフラが多少 ネッ

クになっています。産業界 には熱供給技術

はずいぶんある と思い ますか ら,こ のあた

りに少 し手 を差 しのべていただけれ ばと思

います。 この辺の議論が これか ら重要 にな

る と考えています。
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図2製 鉄所 と社会 との新 リンケージ

NEDO「 産業間連携」調査の意義

鉄鋼業の特色に注目 した 「産業間連携」

司会 「産 業 間連携 」 の調査 がNEDOで

行 われ てい ますが,そ れの意 義,あ るい

はその 中 でNEDOの 役 割等 につ いて,渡

邊 さんか らお話 を伺 いたい と思 い ます。

渡邊 鉄 鋼業 そ の ものが1つ の 巨大 コン

ビナ ー トで あ る とい う今 の高松 さんのお

話 で したが,ま さ しくそ の とお りだ と思

い ます 。NEDOは 今 回,鉄 鋼 業 も含 め た

形 で 「産業 間連携」 を検 討 してい ます。

鉄鋼業 とい うのは非常 に面 白い ところが

あ りま して,例 えばCOG,高 炉 ガス,転

炉 ガスなど色 々なガスをお持 ちになってい

らっ しゃる。それ らには,水 素 もかな り入

って いて,COや メ タ ンも含 まれ て い る。

COや メタ ンに水 蒸気 と熱 エ ネルギー を与

えて水素 を作 って しまうような話 もあ りま

す。 この技術 は熱 を運ぶ とい うことを物質

を運ぶ とい う形 に転化で きるとい う非常 に

面 白い省エネルギ ー技術 と言 えます。

逆 に,コ ンビナ ー トの 中 を見 ます と,

水 素 を使 ってい る企業 もい らっ しゃい ま

す 。 そ うい う ところに鉄鋼 業か らの水 素

を渡す こ とがで きる。 す る と,製 鉄所 で

の カロ リーバ ラ ンスが 狂 うので すが,そ

れ を補填 す る ため に別 の ところか ら燃 料

となる何 か を持 って くる とい う例 も実 は

委員会 の勉 強の中で出て きてい ます。

具体 的 な イ ンフラ をど うす るか とい う

課 題 はあ ります が,原 理 と して コ ンビナ

ー トは原 料 や燃料 の新 規 の追加 な しに あ

る種 の製 品,新 た な製品,特 に水 素 の一

大供給 基地 にな り得 る とい う話 に も発 展

してい くと思い ます。
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コンビナー ト内での今後の課題

渡邊 「産業 間連携」 を進 め る と,マ テ

リアル リサ イ クル とい うのが極 め て省 エ

ネルギ ーに なる とい うこ とが証 明 され て

くる と思 っ てい ます 。今後 や っ てい くべ

きこ とは,バ ッフ ァ機能 を どうす るか と

か,現 実 問題 と して,コ ン ビナ ー トの 中

で行 われ る相 対 取 引 を誰 が調 整 す るか,

誰が保証す るか とい うこ とも含 まれ ます。

そ こに資本 を投 下す るこ とが必 要 なの で

すが,そ のお金 を誰 が 出すの か とかの 問

題が 出て くるだ ろう と思 い ます。そ こで,

そ のハ ブ業 務 をや る事 業形 態 が今後 生 ま

れ る とい う気が します。 それ が恐 ら く日

本 か ら生 まれ て くる とい う感 じが して,

非常 に期待 してい ます。

今回,勉 強の 中で鉄鋼業 に着 目 していま

す。 ただ,若 干,私 が心配 してい るの は,

鉄 鋼 業が 巨大産 業 であ るの に対 して,そ

れ と連携す る周辺の石油化学,石 油製品

産業の規模がそれほど大 きくない,需 要

バランスをどう調整するかという点です。

NEDOが 公正な立場で調整

渡邊 我々が 目指すのは 「三方一両得」 の

ウィンウィン(WinWin)の 関係 です。 そ

の辺で,NEDOは 公正 な立場 か ら調整 で き

るので,産 業 間連携 の研 究 をNEDOが フ.ロ

モー トす る とい うのは非常 に意義がある こ

とだ と思 ってい ます。鉄鋼業 も含めたすべ

てのプ レーヤ ーがハ ッピーになること,そ

れがひいては省エネルギー,省 資源,地 域

の活性化や競争力強化 につ なが るとい うと

ころが一番重要だ と思 ってい ます。

平成16年 度 の1年 ぐらい をかけ ま して,

プ レーヤ ー を明確 化 した上 で,ど うい う

物 質循 環 がで きるのか,必 要 な技 術 は何

か,イ ン フラ な どの課 題 を洗 い出 して,

消火用水、プ環セス排水処理.プ獄セス廃棄物
処理、パイプライン管理、原料.製品物流管理

(出所:関 西学院大学 経済学部 講師 西村陽氏)

図3コ ン ビ ナ ー トを 巡 る 新 た な ニ ー ズ ～ 産 業 間 連 携 の 検 討 事 例 ～
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画期 的,革 新 的技術 要素 が あれ ば,そ う

い うものへ の取 り組 み を進 めてい きたい

と思ってい ます。

既 にNEDOの 中 で は関連 す る ような技

術 開発 が相 当行 われ てい ます ので,そ う

い う もの を さらに取 り込 む ,な い し,今

まで なか った ものは新 た に取 り組 む形 で

進 めたい と思 ってい ます。

司会 確 か に 「産業 間連携」 とい うコ ン

セ プ トは素 晴 ら しくて,実 現 で きれば 国

際競争 力 だけ で な く,省 エ ネルギ ーや廃

棄物 の減少 まで良 い こ とず くめの ようで

す。 しか し,実 際 に踏 み 出す には,具 体

的なスキー ムは どうす るのか とい う問題,

あ るいは企 業の経 営判 断 も含 まれて くる

とい う こ とで,な か なか難 しい とは思 い

ます 。 とにか くそち らに向 か って一歩 で

も進 めれば と期待 してい ます。

高 倉 毅 氏
((財エネルギー総合工学研 究所 研 究理事)

自由討論

製鉄所 をエネルギー供給 セ ンターに

岩 井 私 も製鉄所 を将 来エ ネルギ ー供 給

セ ンター に変 えてい くべ きだ とい う議 論

を展 開 してい ま して,い くつか具 体 的 な

提案 を行 ってい ます。

製鉄所で は少 な くとも酸素,CO,水 素,

熱 とい うエ ネルギーが大 量 に出て きます。

それ を運 ぶのが大変だ った ら,例 えば石油

化学 や化 学産業 でCOを 原料 とす る製造工

場 を製鉄所の中 に建 ててはとい う提案 を行

っています。 また,ガ ス化 に必要な酸素 も

運 んで くるのではな く,製 鉄所 の中でそ う

い う事業 をやって しまった らいいので はな

いか。 さらに,ガ ス化 か ら出 て くる水 素 ,

COの 有 効利用 も製鉄 所 の中です る。 その

ような展 開を します と,省 エ ネルギー につ

なが るとい う提案です。実現 は難 しいか も

知れ ませ んが,国 の ご支援 も得 なが ら実現

で きれば と考 えています。

それか ら,日 本 のコ ンビナー ト全体 のエ

ネルギ ー効 率化 を考 え ます と,や は りコ

ン ビナー トの 中で の原 料 お よび燃 料転 換

を考 え る必 要が あ るので は ないか と思 い

ます 。資源 産 出国側 の事情 を含 め,将 来

を展望 す る と,天 然 ガス の開発 が急速 に

進 んで きます。天然 ガスの 開発 とい うと,

我 々 は液化天然 ガス(LNG)し か頭 に浮

か ば な い の で す が,実 は液 化 石 油 ガ ス

(LPG)と コンデ ンセ ー トが大量 に随伴 し

て出 て きます 。 これが どう も5年 後 には

余剰 にな るので はな いか とい う議 論が あ

ります。 これ らの資 源 をうま く組 み合 わ
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せ て使 う ことも重要です 。RINGへ は,異

業 種提 携 とい う水 平拡 大 と,日 本 の コ ン

ビナー ト全体 が 資源 産 出国 に出 て資 源 を

確 保 す る とい う垂直 統合 の考 え方 を提案

して い ます。 「拡大RING」 と名付 けて議

論 してい ます。 水平 拡大,垂 直統合 の両

面 か ら省 エ ネルギ ー を図 る とい うこ とも

日本 の コ ンビナー トの 国際競 争強化 に と

って重要で はないか と思 います。

社会の将来 目標 を示 して技術開発推進

高松 大切なのは将来 目標だと思います。

水素 を製造する技術 は昔か らどんどん洗

練 されてきています。 ところが水素を売

る市場がないのです。企業は数十年後 に

は商業化 されるか も知れないという技術

ばか りを開発するわけにいきませんから,

市場を作ってい く努力が非常 に大切です。

例 えば,何 時頃までにどの程度の燃料転

換 をする,ど の ぐらいの水素社会 を想定

してい くという非常 にマクロな目標 を産

業界 と国とで共有 して,皆 で技術開発 を

進めていけば,こ うい うものがずいぶん

加速できると思います。

秋鹿 その議論の中に電力会社 も加わっ

ていただきたい と思います。やは り,電

力会社 も含めて分散型電源をどこまで推

進す るのか,そ の辺の仕切 りを国の方で

進めていただ くとあ りがたいです。

さらに,地 域 に根差 した連携 というこ

とでは,自 治体の意識 も大分向上 して き

て い る と思 い ます 。た だ,も う少 し自治

体 の中 に技 術屋 が いれ ば,話 が早 くなる

とず いぶ ん思 い ます。 や は り自治体 も含

め,今,地 方分 権 とい う追 い風 の中で意

思決 定 にお け る自治体 の レベ ル ア ップ も

一緒 に図 られる と好 ま しと思 い ます 。

佐 藤 水 素 エ ネルギ ーの導入 や分散 電源

推進 とい ったマ ク ロ的 な 目標 は,例 えば

総合 エ ネル ギー調査 会需給 部会 で も2010

年,2030年 とい う中長期 的なスパ ンの議

論が行 われ ています。

ただ,そ こで示 される ものは,今 の知見

を前 提 と したモ デル に よる推 計 です。多

分,具 体 的 に話 を進め てい くの は,プ ロ

ジェ ク ト個 々の ニーズ と,そ の ニーズ に

応 えて い くための 自治体 も入 った具体 的

な シナ リオ では ないか と思 い ます 。そ う

い う取 り組み を私 どもは期待 してい ます 。

京都 議 定 書 の 第1約 束期 間(2008～

2012年)に お け るCO2削 減 目標 の達 成 に

向 けて 「産業 間連携 」 を進 めて い く,設

備 の更新 時期 にさ しか か って,ど うい う

ふ うに更新 す るか,投 資 を して い くか考

えてい ただ くとい うこ とが よ り大事 にな

って くるので はないか と思 っています。

インフラ整備 に して も,規 制緩和 にして

も,具 体的 な要望,ニ ーズが出て こない と

なかなか進み ません。例 えば,熱 の民生利

用 の時 には,「 こうい うイ ンフラはあ る程

度,国 か らの支援 がない とで きませ ん」 と

い う具体的事例 が出て きた時 に,政 策面で

検討で きる可能性が高 くな ります。
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先行事例や成功事例で加速する技術開発

渡邊 今 までは 日本 で は海外 の技術 を見

て,そ の善 し悪 しを判 断す る ところが あ

りま した。今 はそ うい う時代 で はな くな

ってい ます。 目か らウロ コが 落 ちる よ う

な成功 事例 が あれ ば,そ の事例 が一挙 に

普及 し,ど ん どん改 良 されて い くだろ う

と思 い ます 。 その よ うな流 れ の中で,バ

ッフ ァ機能 を担 当す る よ うな新 産業 が出

て くる とい う気 が します。

秋 鹿 思 い起 こせ ば,排 煙 脱硝技術 につ

いて は,主 婦 を中心 とす る 「お しゃ も じ

族」 が環境 の悪化 を訴 えて,国 民 的 な コ

ンセ ンサスが 出 きた時 に,同 じような技

術が一挙 に出て きました。そのお かげで,

日本 は環 境技 術 で 世界 の トップ にい て,

自動 車 に も発 電所 に もその技術 が か な り

貢献 してい る と思 い ます 。 「産 業 間連 携」

で も,シ ナ リオが で き,そ れが必要 だ と

い うこ とになれ ば技術 開発 が 一気 に進 む

ので はないか と期待 してい ます。

高 松 技 術 とい うの も,長 所 と短 所 を

色 々評 価す る もの ですが,長 所 を長 所 と

して伸 ば して い くの も勿論 大 切 で すが,

「禍転 じて福 となす」 とい うか,短 所 だ と

思 ってい たか らそ こ に新 た な もの を加 え

て,今 までの技術 を超 えた とい う例 は い

くつか あ ります。「産業 間連携 」で,エ ネ

ル ギー を搾 り切 らない,搾 り切 れ なか っ

たか ら連携 が進 む とい う話 もそ うい った

例 では ないか と思 い ます 。 これ は 日本独

自の技術 に もなるのではないで しょうか。

そ うい う努力 こそが競争 を通 じて地域 の

活性 化 につ なが ってい くとい うの が 「産

業 間連携」 の非 常 に大 きい効 果で は ない

か と思い ます。

鉄鋼 業界 で は,こ れ まで革新 的 な省 エ

ネルギー を随分 や って きま した。 そのお

か げで,日 本 の鉄 鋼業 のエ ネルギ ーの有

効 利用率 は64～65%あ ります。 未利用 エ

ネル ギー はあ ま り残 って い ませ んが,国

際 鉄鋼 協 会(IISI:InternationalIron&

Steellnstitute)で は 「CO2ブ レークスルー

プ ログラ ム」 と称 して,50年 後 ぐらい を

目処 に要素技 術 開発 を始 めた ところです。

この よ うな長期 的視 点 にた った取 り組 み

をす るため に も,長 い 目で の将来 目標 の

設定が必要 なのだ と思 います。

コンビナー トを新技術の実証の場に

岩 井 民生 との一体化 とい う中で議論 して

い ますのは,コ ンビナー トとい うのが新 し

い技術 を実証す るのに最適 な場所 だ とい う

ことです。民生側 か ら見 て,自 分 たちの と

ころで使 うのが少 し心配 だ とい う技術が あ

った りします。いい例 が水素 だ と思い ます。

水素パ イプラインが街 中を走る と,ま だ多

くの方 々が 非常 に危 険 だ と思 われ る よう

です。 ところが,コ ンビナー トの中では水

素製造 装置 が何 十年 も前 に建 て られ て い

て,製 油所内だけで も水素パ イプ ライ ンが

数km走 ってい ます。1回 も事故 を起 こ して

ない。そ うい うことが で きますので,コ ン

ビナー トを新 しい技術 の実証 の場 に して,
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民生 にオー プンに してい けば良い と思い ま

す 。ですか ら,コ ンビナー トの中に新 しい

省 エネルギー技術 を実証す る場 を作 ってい

ただいて,こ れ を民生 にオー プンに してい

く。 コンビナー トにとって もそ うい う努力

が重要 ではないか と考 えてい ます。

お わりに

司会 「産業 間連携 」 が実現 して本当 に

機 能 を果 たす よ うに なる には,や は り10

年,20年 先 に なる と思 い ます が,将 来 展

望 とい うこ とで何 か ご意見 があ りま した

らお願 いいた します 。

秋 鹿 日本 の技術 者 の育成 につ い て若 干

心 配 して い ます 。私 自身 の問題 で もあ り

ます。 勿論,産 業 が元気 に なる こ とは一

番 大事 なのです が,技 術 者 の育 成 につい

て は,大 学 で も産業界 で も,国 際化 の波

に遅 れている ような気が します。

勿論,「 産業 間連携 」の技術 は 日本発 に

したい とは思 うのですが,そ のために国際

的に勝負で きる日本 人が多数輩出 して欲 し

い と思 います。ですか ら,そ うい う仕組 み

も大学 を中心 と して これか ら作 っていかな

い と,技 術 開発 の課題 はク リアで きて も,

それ を本 当に一流の人が実行 して くれるの

か とい う心配があ ります。機会ある ごとに

皆様 のご支援 を賜 わって私 どもも努力 して

い きたい と思 っています。

岩井RINGの 議論 を行 って きた中で,非

常 に感 心 した こ とは,違 う会社 の方 々が

集 まる場 で議 論 をす る と,皆 さん生 き生

き して くる とい うこ とで す。 や は りそ こ

で は常 に何 か新 しい こ とが 出て くるか ら

です 。限 られ た 自分 の会社 だけの世 界 か

らほん の少 し外 に出 ただ けで 自分 の考 え

方が 広が りますの で,や は りこ うい う場

を沢 山作 ってい くこ とが非常 に重 要 だ と

思 うの です。皆 さんが そ うい う意 識 に な

れば,ま た大 きな輪 の中で新 しい考 え方

が 出て きます し,実 行 しよ う とい う気持

ちに もなる と思 い ます。

佐藤 今 日,色 々お話 をお伺 い し,コ ン

ビナ ー トの将 来 の可能性 につ いて再認 識

させ てい ただ きま した。 国際的 に高効 率

で競 争 力 を有 す る 日本 の コ ン ビナ ー トが

地 域 のエ ネル ギーの源 に もな り,技 術 の

実証 フィール ドに もな ってい く。

今 まで,コ ンビナー トと言 うと,埋 立

て地の向 こ うとこっち とでは別 の世界 で,

地域 との相 互連携 や 密着性 が い ま1つ な

かった ような感 じが します。

コ ンビナー トの可 能性 を多 くの方 々 に

認 識 して いた だい て,今 日,こ こでお話

しされ た こ とが現実 になる と,本 当 に素

晴 ら しい と思 ってい ます。

司会 大体結 論が 出 た ようですの で,こ

れ で座 談会 を終 わ りに させ てい ただ きた

い と思 い ます。 ど うも長 時 間 にわた りあ

りが とうござい ま した。
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一
〔寄稿〕

*

経済産業省のバ イオマス導入促進施策

荒 木 由季子 離 難 篠 養ルギー庁)一
1.は じ め に

バ イオ マス は新 エ ネル ギ ーの 中 で も,

最 近か な りフィーバ ー して きてい る分 野

です。 政策 の立場 を中心 に多少技 術 的 な

面 も含 めて お話 を させ てい た だ きたい と

思 います。

何 で今 バ イ オマ ス につい て急 に熱心 に

や ってい るか とい うこ とです が,1つ に

環 境 面 でバ イ オマ ス か らの二 酸 化 炭 素

(CO2)の 排 出量 をゼ ロに カ ウ ン トす る

(カ ー ボ ンニュー トラル)と い うこ とで,

CO2対 策上 非常 に注 目 されて い る とい う

こ とがあ ります。

もう1つ は,未 利用資 源 を使 う,あ るい

は国内資源 とい う観点でエネルギ ー源の多

様 化が図 られる とい う点 がエネルギー政策

上 に大 きな意義があ るとい うことです。

ただ し,克 服 しなければな らない課題 が

色々あ ります。中で も特 に大 きいのは,物

理的 な賦存量 は非常 に多い ものの,非 常 に

広 く薄 く存在 しているのを どう集め るか と

い う課題 です。新エ ネルギー全般 にそ うな

のですが,特 にバイオマスの場合 は収集 コ

ス トが導入へ の非常 に大 きなネ ック となっ

ています。 どうして も小 さなエネルギー転

換施設 を作 る ことになって しまい,ス ケー

ルメ リッ トがなかなか出せ ないため非常 に

コス ト高 なエ ネルギーにな りが ちです。

2.IPCCで のバ イ オマス起 源CO2の

取扱 い

先 程述 べ ま した よ うに,バ イオマ スエ

ネルギー利 用の排 出の取 り扱い につ いて,

燃焼 時 点 で物理 的 にCO2を 発 生 して もカ

ウ ン トしない とい うことは,IPCC(気 候

変動 に関す る政府 間パ ネ ル)の 中で認 め

られて い ます が,そ の場 合,い くつか の

条件 が付 い てい ます。1つ に,森 林 が破

壊 され てエ ネルギ ー作物 を栽培 す る畑 に

変 わ る場 合 は,も と もと固定 化 され てい

たCO2が 排 出 されるので,本 来 な らCO2が

増 え る ことに なるのです が,こ れ を土地

利 用 の変化 とか,森 林 の交代 とカ ウン ト

しま しょうとい うこ とが あ ります。

*本 稿 は,昨 年12月19日 の 「第219回 月例研究会」におけるご講演 を,本 誌掲載 のためにテープ起 こししたものです。
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も う1つ に,CO2以 外 の温 暖化 効 果 ガ

ス,例 えば メ タ ン,一 酸 化二窒 素 は算入

す るこ とになっています。

取 りあ えず第1約 束期 間(2008～2012

年)に つ い ては このル ールが適 用 され て

い ます。 ただ,第 二 約束期 間,将 来 につ

い て議 論す る時 にこの辺 につ いて色 々 な

議論 が出て くる可能性 はあ ります。

3.新 エ ネル ギ ー

(1)定 義

新 エ ネルギ ーは 「新 エ ネルギ ー利用等

促進 に関す る特別措置法(新 エネ促 進法)」

(1997年 施行)に よって定義 されてい ます。

具体 的 には,供 給 サ イ ドと需 要サ イ ドで

14分 野の新 エ ネルギー を定義 してい ます。

図1に 見 る ように,例 え ば,再 生 可能

エ ネル ギーで あ って も地 熱や水 力 はあ る

程 度経 済性 が あ る とい うこ とで,新 エ ネ

ルギ ーの 中には入 ってお りませ ん。 また,

波 力 とか海 洋温度 差発 電 につ いて は,ま

だ技術 的 に実用化 段 階 にない とい うこ と

で新 エ ネルギーの中 には入 ってい ません。

実際 に雪氷 の熱利 用 は2年 前 に新 エ ネ ル

ギー の 中に入 りま した。実 はバ イオマス

も,こ の法律 の政省 令(平 成14年1月)

に よって新 し く新 エ ネル ギー と して入 っ

た分 野 です 。今後,新 た な新 エ ネル ギー

が 入 って くる こ とも当然 あ ります し,逆

に経 済性 が 出て きて新 エ ネルギ ーか ら卒

業 してい くもの もある と思 ってい ます。

{ 薪考ネルギーとは 1
「新エネルギー""」は、董997年に施行された「籍エネルギー利用等の

促進に醍する特剛携澱法」において、「新エネルギ・一一$]絹等」として
規定されており、

〈新エホルギーの{立澄づけ〉

①石油代替エネルギーを製造、発生、剰用すること等のうち、
②軽済性の薗での制約から普及が進震しておらず、かつ、

③石油代替エネルギーの促進に特に寄鯵するもの

として、我が国が積極的に導入促進を隅るべき戴策的支援対象と
位置づけられているゆ

呉体釣には以下の通り。

O供 給サイドの新!ネ ルギー

《発電分野》
・太階光発電

・風力発鷺
・廃棄物発電
・バイオマス発鷺

《熱分野》
・太陽熱利用
・廃棄物熱利用
・バイオマス熱利用
・雲氷熱利用

・温度差エネルギー

《発鷺 ・熱》
・廃棄物燃料襲逡
・バイオマス燃料製造

O鷺ewイ ドの新エネルギー一
・電気葭動藁(ハイプ塁1ッドを禽む。)、天然がス自勤東、メタノール窃動藁
・天然ガス凝一ジェネレーション
・燃料電池

〔コ新エネルギー

醸術
レへ'ル

縫済煙 普粛
レベル /1石 油 、

実用駕
段階

競争亥
あ9

十分

麗 〔二
いる

〉

匡油鰭 麟 一}

石炭 ヌ燃ガス 原亭力

再生可能エネルギー

水力発徽
地熱発電

輿用{ヒ
段●

馴約
あり

十分

欝⇔
いない

親工秘ギー1

太鶴光鵜 κイれ鳩 鷺

鳳力禽鷺 ㎡イ才マス薇利用,
κイ叡ス儀料撰遺

太●繍利用 齎棄物亮電

9蝋 糊 廃勲 鰍 用

温麿差熱剰用 廃繁物戯斜製遼

実用琵
されて
いない

＼

一 一⇔

ン

波力発鷺
海洋温度差熱発鷺

又 ノ

エネルギリ

糊

経

禦
搬

図1新 エネル ギーの定義
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表1導 入実績 と目標

1鵬 サイ5'Mttlネ騨 引 饗饗サイ鉾の薪ヱネルギー

2000年 度 2010年 度 ヨ標 2000年 度 2劔0年 度目標

発

電
分
野

太陽光発鷺 8.1万kl

(33.0万kW)

118万kI

(482万kW)

クリーンエ耕 キ㌔

自動 車 ※

8.2万 台 348万 台

風力発電 5.9万k1

(14.4万kW)

134万kl

(300万kW)

天 然 が スコジ ェ

ネレーション※

17◎ 万kW 464万kW

廃棄物発電 1璽5万kl

(103万kW)

552万kl

(417万kW)

燃料電池 1.2万kW 220万kW

パ伽 ス発電 4.7万kl

(6.9万kW)

34万kl

(33万kW) ※朱利用工耕キ㌧には雪氷冷熱を含む。

※黒液 ・礎材はバ イ才マスの1つ であ り、発電として利用される

分を一部含む。

※ク リー ンエネルギー自動取には、電気良勤箪、燃料電池自勤車 、
ハイブリッド自勤章、天然ガス自勤車、メタノール自動取、更
にデイ暉ゼル代替 しPガ ス自勤軍を含む。

※天然ガス灘ジェネには、燃料電漣によるもの を禽む。

熱

利
用
分

野

太陽熱利用 89万k1 439万kl

廃棄物熱利用 4.5万kl 14万kl

パイれス熱利用 備 67万kl

未 利用 エネルギ ー
※

4.5万kl 58万kI

黒液 ・廃材等
※

490万k1 494万kl

含 計

(対 噛次工祁キ㌧総供給比)

722万kl

(1.2%)

L910万k1

(3%程 度)

(2)新 エネルギー導 入実績 と導入 目標

表1に 示 しま したが,今,2030年 の長期

目標 を作 る見 直 しが始 まってい ます。それ

が出て くると表 中の数字 も変わるか も知れ

ませ んが,2010年 度の新 エネルギーの導入

目標 として,1次 エ ネルギ ー供給 の 中で

3%程 度(原 油換算で1910万lee)と 設定 し

てい ます 。現 在,1.2%ぐ らい です か ら,

約3倍 に増や していこうとい う計画です。

残 念 なが ら,新 エ ネルギ ーの絶対 量 自

体 は増 えて い るの です が,比 率 で は1～

1.2%と 横這 いで推 移 してい ます。 これ は

需要が伸 びているせい だ と思 うのですが,

2010年 の3%と い う目標 はか な りチ ャ レ

ンジ ングである と言 えると思い ます。

この中 でバ イオマ ス は発 電分野 と熱 利

用 の2つ が 入 ってい ます。 バ イオマ ス発

電 も7倍 強 を見込 んでい ます し,熱 利 用

は,統 計 が 整備 され てい ない とい う こ と

もあ って,2000年 度 の数字 は あ りませ ん

が,2010年 度 には67万leeと い うか な り大

きな 目標 を立 て て これ か ら導 入 を進め て

いこ うしてい ます。

4、 バ イ オ マ ス

(1)バ イオマスエネルギーに対する取 り

組み

先程バイオマスは 「新エネ促進法」で

新エネルギー として定義 されたと申しま

したが,「 総合資源エネルギー調査会新エ

ネルギー部会」の報告書(平 成13年6月)

の中で,さ らに,積 極的な技術開発 の必

要性を明確 にしてい ます。 この報告書が

バ イオマスに対 して積極的に取 り組み始

めた最初だと思います。

平成14年3月 の 「地球温暖化対策推進大

綱」では,新 エネルギーの導入目標を温暖
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化大綱 と連動 させ て位置づ けてい ますが,

この中 には当然 バ イ オマス も入 ってい ま

す。 同年5月 には,「 電気事 業者 に よる新

エ ネルギー等 の利用 に関す る特別措置法」

(RPS法)が で き,電 気事 業者 に対 して新

エネルギー電気の利用 を義務づ け られ まし

たが,バ イオマス も対象エ ネルギー として

明記 されてい ます。

とい うこ とで,バ イ オマス 自身,新 エ

ネ ルギ ー の 中で きち ん と位 置 づ け られ,

い ろん な制 度 の中 に組 み込 まれてい る と

い うのが ここ2～3年 の流れです。

もう1つ 非常 に大 きい の はやは り 「バ

イ オマス ・ニ ッポ ン総合戦略」(平 成14年

年12月)で す 。 これ は6府 省 で作 って 閣

議 決定 され ました。「バ イオマス ・ニ ッポ

ン総合 戦略 」 自身 はエ ネルギ ー利用 だ け

で は ない のです が,そ の中で バ イオマ ス

のエ ネルギ ー利 用 も大 きな柱 に なって い

ます 。 「バ イオマ ス ・ニ ッポ ン総合 戦略」

も きっか け とな りま して,バ イ オマ スに

対 す る取 り組 みが,政 府 部 内,自 治 体,

あるい は企業 でか な り活発 化 して きてい

る とい うのが最近 の状況 だ と思 い ます。

(2)バ イオマス利用 の経済性

バ イオマ ス とい うのは非常 に経 済性 に

難 があ ります。図2は1つ の試算 です。

間伐材 の例 です が,基 本 的 には伐採 し

て集 めて くるコス トが非常 にかか る とい

うこ とです し,勿 論,木 本体 の コス トも

あ ります。 さ らに,そ こか らエ ネルギ ー

利 用す る所 までの運搬 コス トもかか りま

すので,間 伐 材調 達費 を2万 円弱/ト ン と

幟 提条件)

処理簸 嘩(x装/dl5◎ α/d

燃料発熱綴(しH>) tgOOkcaレ ㎏

運転臼数 330Ei

発電患力 1,70QkW 1QβQQkW

送電出力 1β20kW 9.420kW

発電効率 185% 223%

建設費 1βQO否 万円 3,100葛 万円

還転経費翼等
(減働償却費除く) 277酉 乃円ノ犀 5窪8穏 石円ノ埠

生産施股

関伐材調達費la300re/t(旗 木価格・伐裸 ・纂材=コスト・還搬raス トA・8)出 典)r禁材生産貰等講査報告」林野庁を死に作成

木 質系 バイ オマ ス利 用の 経済 性

　ヒ　ね　とほには　ガだ　なぼや　おヤヘドなどのはははぼも　む

擁難 撫 委臓 欝 大)

20

Q◎

80

6◎

40

20

4婁賢

-

(
ぷ
奪
ミ

E

)
導

暑

鋼

献

0

＼

設備競模tOOt〆d、
〈獲漆れるか策〉 闘溝材繕遮費}8・3◎QFeft
《洛 穫劇度整爾、収集システム構築による原料賛、集約 ・輸送費の懸減
㊤プラントの大規模化や技術革新等1こよる発電朗率の向上や建設単価の低減

.③施設設漬等における政箋茎援._______.

図2木 質 バ イ オ マ ス 利 用 の 経 済 性 試 算

設鱗規模で◎o隻〆d、
醗伐材嬬遼翼◎円!t

譲榛規横5◎◎重!d、
層煤紺塒遼費Q円 ノt
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試算 してい ます。 これは原材 料費 と して

はかな り高 いです。

木質 系 バ イ オマ ス発 電 の経 済性 で は,

発 電単 価 が100円/kWhと な って い ます 。

これ間伐材 で や った場合,あ くまで も机

上 の計 算 です が,原 材 料 費 の占め る割合

が非常 に大 きい こ と,そ れか ら非常 に小

規模 であ るた めス ケー ルメ リッ トが 効 き

に くい とい うことが分か ると思、い ます。

収集 コス トの低 減 です が,単 純 に言 え

ば補助 金 を入 れて収集 す る とい う話 が 出

て きますが,実 際 の事例 は あ りませ ん。

自治体 に よっては 間伐 材 を放置 してお く

わ けに もい か ないの で補助 金 を出 して木

材事 業者 に集材 させ てい る ところ もあ り

ますが,こ れで はエ ネル ギー政 策の コア

の部 分 で は ない とい う と ころ もあ っ て,

省庁 連携 で や ってい かな けれ ばい けない

ところだ と思 ってい ます。

む しろ私 どもではプラ ン トの効率化 をど

う してい くかが大 きな課題 だ と思 い ます。

(3)木 質系バ イオマスの資源 コス ト

図3左 上 の棒 グラ フの右 端 に,建 築廃

材 を書 い てあ ります けれ ど も,こ の場 合

は,廃 棄物 処理 費 を頂 く(逆 有償)の で

事 業 性 が 出 て くる とい うのが 現状 です 。

右 下 の コス トと賦 存量 で は,量 が多 くて

も高 いチ ャ ンネルが いか に多い かお分 か

りいただける と思 い ます。

や は り木質系 のバ イオマスについては建

築廃材 を使 ったプロジェク トが圧倒的 に多

いです。大規模 な もの は大体建築廃材 を使

っている とい うこ とですが,逆 に言 うと,

4G、0◎0

30、oo◎

ミ

零 象。ρ・・

姦 購 。

暴
嵐Q

・to湿OO

木 質 系バ イオ マ スの資 源=〕ス ト

cr素材価格 屡葉材 ・運撮 醒醗処理(チ ップ鶴)rr輸 送費

策
利
期
樹

閥
鋭
材

林
地
残
越

一
森林資源

木質系バイオマスのうち、林地残材、縄伐材、

豪灘用榔等の森林資源は林地内の集獄、運搬

コストの影饗により、資源コストが高い。

饗 蒙 蔑 鴛 装}孟)慧 翻 翻 慧鑑 篤撫 材劇 醐
紛 プ 暁

柑

　
製材残耕 末 質系 バイ オマ スの エネ ル ギー 潤周 ポテ ン シ ャル/資 源 コス ト

N""一一wwtarw-v"-m'一 一一一一'n'一'''''"/PJ
諜ペタジュール(蕊10悠 の1PJ=2.6乃kl(原 趨換算)

廃棄物系資源

建築廃梅、製材残梅等の廃棄物系資源は、化石燃料
`tの競禽嘘生を有すo

なお、建築廃秘は資源コストがマイナス(逆 萄償)

となっているが、利爲の際には排ガス処理等のため

の設備費が地加する可能姓がある。

(っ
箋
、葭
)
ム
〆
〔
幾

歪9

1!↓

α9

宋利用樹
214PJ/簿

9

閲伐材
33PJ/簿

A澱 油釦鐡格
08く)陽/醗

林地残絡
34PJノ 無

α2

製樗残柑
34PJノ 球

一般炭簾λ鐡格

o壌$海/醗

◎

℃,2 建築癒材 工ネルギー利用ポテンシャル(PJ/鎌)
惇07PJ!黛

出典〉 「斬工ネルギー等導入基礎纐査 パイオマスエネルギーの籾用 ・欝及政策に
関する耀遭j{紋}8本 ユこネルニギ噺蓼き会、】弊成歪4驚5月著死に作成

注)製材残磁の価格は舶猛箪均値

図3木 質系バイオマス資源の資源コス ト
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建築廃材の取 り合いが既に起 こっているよ

うな状況があ ります。建築廃材の価格が上

がっているところもあると聞いています。

(4)バ イオマスの発生密度

木質バイオマスの発生量が多いのは,

やは り九州,中 国地方です。家畜糞尿 も

生産量が多い九州,関 東での発生量が多

いです。食品系 はあまり地域性がない と

思います。今,大 規模プロジェク トが成

り立っている主なものは木質系の建築廃

材 と家畜糞尿の利用です。

(5)バ イオマス資源とエネルギー転換技術

表2を 見ます と,実 に色々な資源 と技術

の組み合わせが試 されていることが分かり

ます。最終 的にバ イオマスの有効活用 を考

えた時,ど うい う資源 を,ど れ ぐらいの規

模で,ど うい う転換技術 で処理 してい くの

かある程度分析 して,最 もよい ものに集中

的 に投 資す る必要 があ ると思、ってい ます。

そ こで現在,新 エネルギー ・産業技術総合

開発機構(NEDO)に スタデ ィを してい た

だいているところです。

(6)利 用技術の効率 と経済性

図4を 見 てい ただ くと,国 内事例 には小

規模 なものが非常 に多い ことが分か ると思、

い ます。海外で は,傾 向 として規模が大 き

くなるほ ど設備単価で コス トが下が ってい

ます。 日本で も設備規模 が大 きくなれ ばコ

ス トも下がる し,効 率 も上が るとい う傾向

表2 バ イオマス資源 とエネル ギー転換技術 の対応 マ トリックス

バイオマス資源

本
オ質
マ系
スバ

イ

製
オ紙
マ系
スバ

イ

準本系バイオマス 蓑

墾
汚
泥

食
品
廃
棄
物

その他

葦牧
・革

海 ・
草水

農
業
残
渣

で
ん糖
ぷ ・
ん

雛
物
油

Dry/Wet D D o D W o W W W W W

偶承

製蒜
材地
残残
材材

商
伐
梅

建
築廃

材

省
紙

ネ牧
ビ攣
ア
グ
ラ
ス

撚ア
テオ
イサ
ア
オ
イ

稲 卜

藁ウ
・モ

もo
みコ
殻 シ、

菱

藁

家
奮
灘
尿

擦下
尿水
浄汚
化泥
槽
滑
罵

館食
芥品'力躊

水工
産廃
濁禦
工物
残
漬

欝
藷

バ震
1霊
ム囎

題油、

菜
種

職

転
換
技
術

燃
焼

直接燃焼ホイラ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

痘接燃焼発電 ◎ ◎ ○ ◎ △ ◎

弱形燃料化 ◎ ◎ ◎ ○ ◎
混焼発電 ◎ ◎ ◎ △ ○ ◎

熱
化
学
的
変
換

溶融ガス化 ○ ◎

團楚床ガス化 ◎ ○ ○
抵混流動謄ガス化 ○ ○

噴流床ガス化 ○ ○ ○ ○
務力0リ ーガス化 ○ ○ ○ ○

急速熱分解 ◎ ○ ○ ○ Q ○ ○ O ○

スラリー燃料化 ○ ○ Q ○ ○ ○ △ ○ Q

直接液化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○

超鎖界水ガス化 ○ ○ △ ○ ○

超臨界メタノー拠 理 ○ ○ ○

炭化 ◎ ○ ○ △ △ ○ ○ ○
エステル駕 ◎

生

耀
的

メタン発酵 △ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

エタノール発酵 ○ ○ ○ ○ ○ ◎
アセトンヴ タノ噛発酵 ○ ◎

水素発酵 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

笛種バイオマス資源蒼工ネルギーに

転換ずる妓術の対応状況蒼、マ トリ

ックスとして添すと笙表のとおり。

◎:実 用化巽績のあるもの
O:実 験的研究段階のもの

(パイ0ッ ト規模の実証獄験襲禽む)
:フィージビリティスタディ段階のもの

注)本 マトリックスは下記出黄の網査における導入事
例、研貌麗発富例のとりまとめ繕票であり、この
表で無巳P等になっていることをもって資源ノ技術の
適愈性がないという短絡的な判断は避けるべきで
ある。

出奥)r新 工ネルギー等導入藻礎調査バイオマスエネjvギー一の秘用 ・琶及政策に関する調査」{初 巳本工ネルギー学会、取成14揮5月
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木質系バイオマス発電(概 設設備)の 設驚規模/建 般単価
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規模と発電効率に二ついても強い棺関があり、

大規模化が圏られている海外事捌では発犠

効率が2(跳 を超えている事制も多い。

木質系バイオマス発電(既 設設傭)の 設備規模/発 電効率
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「斬工ネルギー等導入基礎譲査 バイオマスエネルギーの突態等

基礎講査」{財噺 工ネルギー一射団、平成12年3月
CADOE了Renewableεnergyのrs・ 一ムベージより個鍵事例の
データを抽出、=プQッ ト

図4利 用技術の効率 と経済性

が確認 されてい ます。従 って,解 決方法 と

しては,ス ケールメ リット(規 模の経 済性)

の効 くプラ ン トをプ ランニ ング してい くこ

と,ま た,小 規模 でなるべ くコス トの安 い,

かつ効率 の良い もの を開発す ることの2つ

の方 向がある と思 っています。

家畜 糞尿 の メ タ ン発 酵設 備 につ いて も

同様 で,傾 向 と しては処 理能力 が大 き く

なれ ば な るほ ど効 率 も上 が ってい ます 。

この辺 はバ イオマ ス共通 の課題 で は ない

か と思 ってい ます。

(7)バ イオマスエネルギー導入に向けた

支援

① 地域新エネルギービジョン策定等事業

ある地域でバイオマスを導入 したい と

思 った時 に,新 エ ネ導 入 ビジ ョン作 りの

お手伝 い を してい ます。 どち らか とい う

と トー タル な新 エ ネル ギーの導 入 を地域

でゃ ろ う とい う こ とです。実 は、図5に

示 します ように、今年 初 めて予算 をつ け

たの です が、バ イオマス等 未活 用エ ネル

ギー事業調査 として、バ イオマス に限 り,

経 済 産業局 を通 じて,こ の秋 に公 募 を し

て20～30件 くらい を選 ぼ う と今 審査 中で

す。概 ね1件1,000万 円の調査 費 を付 け ま

す。全 国で80～90件 の応募があ りま した。

フ.ロジェ ク トの 内容 も様 々で,か な り

大規模 な もの か ら非常 に小 さな もの まで

あ り利 用 も,ハ ウス栽 培 の熱 利 用 か ら,

廃食 用油 で大規模 にバ イオ デ ィー ゼル燃

料(BDF)を 作 るこ とまで様 々です。
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磯 一般曲な導λ=フΩ一1 童な登樫瀬隠 『-i'、

地域新工ネルギ ービジョン策建等裏業(地 宵公共圃体向け)

噺 エネルギ_導 入の地域}ズ.臼 諭
・エネルギ ー安定供絡

・地球温暖化防止等への責献

・地域振興 など
、 ノ

地域に膿っている多様なエネルギーを発癌したり、環境と調和した街づ

くりの方向を探るなどして、21世 紀に向けた地域の活力向.hに新たな息
吹を吹き込むための計画i蕊策楚するだめ、下詑事業を案施する地方公共働

体に対し、事業費を補助。(補 助:建 額)

鮒鏡 董鰻L_1鉱 」墜臓.漁.よi.烹負漁鞭窯二..憲」..a億霞

く

一

憾
為14

)
地域新工袖キ㌔猷画の策定
・地域特性の携握や分析
・魍別ア0ヅ汐卜計画の策建など

ノ

バイオマスエネルギー高効準翰換技術開発
バイオマス資源萱高効率で気体燃料、液体燃料等の奮用なエネルギーに

転換するための技術開発を新工ネルギー ・産業技術総含開発雛構
(NεDO)と 共圏で実施する民聞事業餐等に対し、技徳開発費を補鋤。
(補助:建額・要素捜術の開発については源興獅/2)

比し薮懸:烹a£ 蕪臓_鍮_上U6予 算藁;384億 隠 ノ
一易

ρ

低コス ト化、効率向上のための技衛乙剛

隠発
も 〃

ム イオマ ス箸来活電工 ネルギー・案証試験 ・事業調査

ll
I7

、

環境に対する負荷が生じないバイオマス等地域に賦蕎する未活用な資源
をエネルギーとして萄効活用するため、案証試験事業、事業可能性調董等
葎実施する地欝公共翻体、事業考に対し、事業費の一部を補勘。

ノ

事業導入及び事業化 の検討
・導入計画 ・財源の検甜

・事業方法 ・案証試験 など
、

、支援く

,し

ヒ燃5峯 算鎖"282櫨 跨 塒H16横 糞案'28。 遡
○奥証試験事業 補助:1/2以 内

譲 灘 魏嚢総 翻 灘 購奪棄譲讐罐 醸騨 乃円、件)
*実 施局によって上限頻が巽なる

ll一

事靴 の判断1
-

ll

緬 騰 エネルギ薄 入騰 毅 ㈱ 、1/、㈱ 、
地域において瓢工辛ルギーの大規模 ・集中導入等モデル的、先進的な

取り絡み等蒼行う地方公共翻体等に対し、事業費の一趨を補助。
H喋6多 算案;1斜3億 田

IF

関係機闘との調整、ii建旛計画策建、設計

設置工事塾.4 陣 く 一 ・一 …一一
縦 ン

新 工 ネ ル ギ ー 事業 董 支 援 対 策 霧業(補 財:1/3以 内)

新工ネ法に基づき認建蒼受けた計画に従 って新工ネルギー蒼導入する蛇

進的な事業毒に対 し、事業饗の一部を補助。供繭 始}
一 又 胤 癬凱.3雛2獺.紘 鼠烈 ノ

図5バ イオマスエネル ギー導入 に向 けた支援

② バ イオマスエネル ギー高効率転換技術

開発

単 純 に公募 す る と,ど うして も乾 いた

もの,木 質系 とか が多 く出 て きて しまっ

たので,15年 度 には いわ ゆる ウェ ッ ト系

の もの,若 干 効率 が悪 くて難 しい もの を

中心 に追加 公募 しま して,11件 の プロ ジ

ェク トを行 っている ところです。

バ イオマスをや ってい く中で,例 えば前

処理,後 処理,あ るいは コア技術的 なとこ

ろでブ レークス ルーが必 要 ということが分

か って きました。 この辺 につ いて公 募式 で

大学等 とも連携 して技術 開発 をす るとい う

の を来年度新 たに立ち上 げたい と思、ってい

ます。私 どもとしてはプラ ン トを作 るので

はな く,要 素技術 的 な ところ を評価 して,

最終的にバイオマスのシステム全体の高効

率化,低 コス ト化,環 境保全 に資する技術

を開発 したいと考えています。

③ バイオマス等未活用エネルギー実証試験

自治体や事業者 に対 して,ま だ実証 さ

れていない技術 でバイオマスを利用す る

案件 を2分 の1以 内で助成するとい うこ

とをやっています。地域性の非常 に強い

プロジェク トが色々出てきています。

④ 地域 新エ ネルギ ー導入促進事業

これはバ イオマス特有 の もので はあ りま

せんが,自 治体 と事業者に対 して新エ ネル

ギー を導入す るときに各々2分 の1,3分

の1で 補助 をす るものです。 ただ,こ ち ら
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は実証で終わ らずに事業化す るとい うこ と

で,ハ ー ドルが高 くなってい ます。

特 に事業者 については,重 油や軽油 を助

燃剤 として混ぜ るプロジェク トを認 めてい

ませ んので,か な り限定 されて きます。 と

い うこ とで,そ れほ ど沢 山は出て きてお り

ませ ん。建築廃材 を使 ったプロジェク トで,

非常 に特殊な条件下 で安 く集 られるネ ッ ト

ワークがあ って,設 備 を持 っている大 きな

工場 とい うケースが多いです。

自治体 につ いて も2分 の1を 負担 しな

い といけ ないの で,若 干ハ ー ドルが高 い

かな と思 い ます。

(8)RPS法 とバ イオマス発電

RPS法 が 昨年4月 か ら施行 にな りま し

た。概 要 を図6に 示 します。2010年 の段

階で 全電 力 供 給 量 の1.35%以 上(122億

kWh)と い う利 用 目標 は,こ れか ら段 階

的 に増 や してい く計 画 に なっ てい ます。

対 象 となる新 エ ネルギ ーは,太 陽光,風

力,バ イ オ マ ス,地 熱,中 小 水 力

(1,000kW以 下)で すが,ど の電源 を使 う

かは まった く市場 原理で決 ま ります。

現状 で は,風 力 とバ イオマ スが義務 履

行 の主 要電 源 にな ってい ます。 太陽 光発

電 につい て は,一 般 の需要 家が屋 根 の上

にソー ラーパ ネル を乗 せ て発電 した うち

余 剰 電力 を買 って もその まま認 め る とい

う形 になってい ます。バ イオマス発 電 は,

太 陽 や風 力 よ りも安定 して一定 の電気 が

で きて くる とい うこ と もあ って,廃 棄 物

発 電 を中心 にかな り購i入 され てい る とい

うこ とです 。電気 とク レジ ッ ト分 とを一

緒 に購 入 す るや り方 に な ってい ます が,

新 エ ネル ギー電気 だけの値段 が 一体 どれ

に エ ・ルギー一一 から れる 気 一 以上 こと づけ ことt:,St]、電力分野

における新エネルギー等の更なる導入拡大を閣サ、エネルギー安定供給確保に資するととももに、瑠境の保全 に寄与

することを鼠的 とする法律 。 ※通称;RPS(RenewablesPortfolioStan(lard)法(平成14年 制定)

○鶴象となる新エネルギー等の種類

①風力、②太階光、③地熱(熱水を箸しく減少させないもの).
④中小水力(水蹟式でIO◎OkW以下)、⑤バイオマス

・→「新工ネルギー-ny鷺気」:新Xネ'レギー一一geを電気に変換する

設備で=た臣が認定したものから鱒られる竃気

O利 用 しなければならない新エネルギー等電気の量
・礪成22隼 度(2創0年 度)に は、全ての獲 気事業者 とも、鷺気

供給量の約 葉.35%以 上(金 繭で122eSkWhと なるよう按分)。

・平成21年 度までは、これ 家での新工ネ等鷺気利用状況を勘

案し、経過措擢。

。平成15年 度は、一般鷺気事業者10社 平均で鷺気供給澱の

約O.39%(全 函で約33PtkWh)。

は 諺 の か'た ℃

① 自ら赫エネルギー等鷺気を発鷺す る。

②他 の発 鷺事業考から新 ヱネルギー等鷺気を購入する。

③糖 の発鑑事業岩等からr新 エネルギー等鷺瓢相当量捲 購

入する。
峯薪工ネルギー等搬気纈遇澱=磯務黛の達成のため、他の鷺気事雛庸が利用した新工ネ等
量気の量に応じて.事業艦闇で敢樹す蚤ことので壼番量で、いわ1ま新工ネ猪の横撹に禰崩舞
この取引に素弓、富墳搬鴛を活かしっつ、噺工事ルギーの導入が圃難な鎗域の鷺気も地
娘を越えて縫務の履行が可能。

154か ら が

○義務対象となる電気事業餐(小売事業者)計25社

ζ一般電気事業者】

北驚道鷺力翰 冤ゴビ電力制
粟京鷺力繍 中部鷺力制
北縫犠力脚 鰻酒鷺力翰
中国鑑力繍 匹厳犠力脚
九弼電力繍 沖縄鷺力脚

[特定規模電 気事 業者、特窟電気事集者ユ
ダイヤモンドパワー鵜
イーレツクス雑
諏訪工ネルギ鱒サ}ビス鱒
屈雌ユー予イリテイサービス繍 仙

計10社

計 壌5社

(軍成15年5月 現在〉

く風力.太 隈光、バイ才マス、

永ズ
▼

地膨瞬ま蓋

発
鷺事

業
者

覚鑑〉

噂
(

麟

襲
)

〈発鷺)

≡
▼

(販売)

⇒
般
消
費
巻
等

企
業
、

(消費)

鷺気の流れ

図6RPS法 の概要
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ぐ らい にな ってい るのか,実 はそ れ を決

め る市 場が 動 いて い ませ ん。東 京二 十三

区清掃 一部 事務 組合 が非常 にわず か な量

を 「新 エ ネル ギー等 電気相 当 量」 だ けで

売 りに出 した ところ,イ ー レ ックス株式

会社 が落札 しま したが,そ の1件 が ある

だけです。

私 は,地 方 自治体 か ら 「売 電価 格が も

う少 し高 い と事 業性 が 上が るだ ろ う」 と

い う話 は聞 いて い ます 。 ただ,バ イオマ

ス発 電 につ い ては比較 的高 く買 って い る

ケース もあ る とい うこ とで,バ イ オマス

の発 電 はか な りの促 進材 料 になって い る

と思 ってい ます。

5.バ イオマス燃料

(1)国 内外 の普及状 況

バ イ オマ ス燃料 は,ガ ソ リ ンや軽油 に

混ぜ る と,そ の分CO2が 削 減 で きる とい

うこ とで最 近注 目を集 めてい る燃料 です。

現在,国 内外 で実用 化 され てい る主 な 自

動車 用バ イオマス燃 料 と して は,バ イオ

エ タノール,ETBE(エ チ ル.タ ー シャリ

ー ・ブチル ・エ ーテル)
,BDFが あ ります。

例 え ば,海 外 で のエ タ ノール生 産 につい

て図7に 示 します 。 また,世 界 にお け る

エ タノール の用途 を図8に 示 します 。国

内で は京 都市 が廃 食用 油 を熱心 に公用 車

に使 って いる な ど,い くつか の事 例 が あ

るだけです 。

(2)日 本のバイオマス燃料品質規格

数年前 にアルコール,エ タノール等を

50%以 上混ぜたガソリンが市場に出回 り,

それによって火災事故が起 こりま した。

それを契機に,「総合資源エネルギー調査

会石油分科会石油部会」燃料政策小委員
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主 な 生 産 国

1位:ブ ラジル(12,218千kL>

2位:米 国(8,240峯kL)

3位:中 国(3,1501kL)

4位:イ ンド(1,9001kL)

5位 以丁:ロ シァ

フランス

イギリス 等

図7エ タノールの生産量
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世界のエタノール生産のうち、約6玉%が 燃料用、約24%
が工業用、約藍5%が飲料用となっている。(ガソホール利

用の進んでいる米国では90%以 上が燃料用)

飲 料 用

148%

工 業 用

24.壌%
燃 料 用

61.1%

出典 総合責灘エネルギー一一議査会第8園燃料敢策小委員会資料

使 える とい うわ けで はな く,エ ネル ギー

政策 との関係 も含 め て どこ まで後押 しす

るかが これ か らの 課題 の1つ です 。 今,

燃 料 政策小 委員 会 でバ イ オマス 由来 の エ

タノール をガ ソ リン燃 料 に混ぜ る こと も

含 め て,他 の代 替燃料 と比較 しなが ら評

価 して,審 議 を してい る最 中です。 来年

の春 ぐらい まで に方 向性 を出 して,バ イ

オマ ス燃料 の位 置づ け を まとめ るこ とに

なる と思 ってい ます。

図8世 界 にお けるエタノール の用途

会で 「揮発油等の品質の確保 に関する法

律」(品 確法)の 改正のための審議が行わ

れ,昨 年5月 に品確法が改正されました。

同法で3%ま では既販の車両で使 っても

大丈夫 とい う規格がで きたところです。

ただ,規 格がで きたか らといってす ぐに

(3)バ イオマス混合燃料導入実証研究

最後に、16年 度、17年 度の2力 年事業を

立ち上げましたが、16年度については5億

円の予算要求をしてお ります。図9に その

バイオマス混合燃料の導入実証研究を紹介

します。エタノールは精油所ないしは途中

にある輸送所で混合すると想定 されていま

峯業内容:

我 が国の厳 しい自勤車の環境規制 にも対応できるバイオマス燃料とガソリン等既霧の 薗動車燃料のブレンド技術

開発するとともに、バイオマス燃料の謂達か ら販売までの全体プロセスの実証研究を行うことによ》、ライフ・サイクル
アセスメントの観点からその結果を評価するとともに、燃料供給設黛や配送 ・流遜経路 、消賛者 受容 度の検証 を行い

バイオマス燃料の薗動 車燃料への混合の有効性を評儀する。

⇒
混合技術の研究開発
燃麟供給設備の実証

図9バ イオマス混合燃料導入実証研究事業の概要
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す。混合 して,輸 送 してガソリンス タン ド

で給油す るとい う一連の工程 の中で,例 え

ば水分 を含みやす い とか,今 使 ってい るガ

ソリンと若干性 質の異 なる部分 があ ります

ので,品 質確保,消 費者の受容性,LCAの

計算 な どを含めて実証 したい と思 っていま

す。 この研 究結果 を見 なが ら,バ イオマス

燃料 自身をエネルギー施策的 な観点か ら入

れてい くべ きなのか どうか決めてい きたい

と思 ってい ます。

ちなみ に,バ イオマス燃料 について は環

境 省 も非常 に熱心 に取 り組 ん でお りま し

て,今 年度か ら予算 を立 ててい ます。環境

省 は どちらか とい うとカーボ ンニュー トラ

ルの観点か ら進 めていますが,私 どもとし

ては図9に 示 した一連の システムの中で安

全 に取 り扱えるのか,海 外 か ら持 って くる

場合の供給安定性,価 格の問題等 々 も含め

て,バ イオマス燃料 を位置づける必要があ

るので はないか考 えてい ます。

取 りあ えず時 間の制 約 もござい ます の

で ここで終 わ らせ ていた だ きます。 どう

もご静聴 あ りが とうござい ま した。(拍手)
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◎⑤

〔寄稿〕

国内外 にお け るバ イオマスエ ネルギ ーの

現状 と今後 の見 通 し

井 上 貴 至 霧 撃倉獅 講 環欝 鱒
』

◎◎

1.は じ め に 2.バ イオマスエネルギー賦存量

バイオマスエネルギー利用は地球温暖化

防止の側面のみならず,循 環型社会の形

成や地域振興 といった多様な意義 を背景

に,国 内各地,途 上国を中心 とする世界

各地で導入に向けた取 り組みが進め られ

ています。

本 日は,バ イオマスエネルギー賦存量,

利用実態,海 外の現況,国 内外のプロジェ

クト化の動向についてお話しいたします。

未利用資源

生産資源

(1)バ イオマス資源 の体系

「バ イ オマス」 の定義 は国 に よって違

う場 合 があ ります が,基 本 的 には 「動植

物 に由来 す る有機 物」 の こ とで す。 これ

をエ ネル ギー利用 す る場合 に,特 に 「バ

イオマスエネルギー」 と称 してい ます。

欧米 諸 国の一部 で は,エ ネルギ ー利 用

を主 目的 と したエ ネルギ ー作 物 の栽培 が

行 われ,発 電利用 してい る ところ もあ り

　　琶難論

製紙系バイオマス 賓紙、製紙汚泥、黒液

農業残渣 稲作残渣、麦わら、バガス・その他農業残渣

ふん尿・滑泥 家畜ふん尿、下水湾泥、し尿浄化槽汚泥

食品廃棄物 「至 萎曇墾霊震萎霧

その他 埋立地ガ入 繊維廃棄物一Ellll鷹

=難 瓢
図1バ イオマス資 源の体 系図(1)

*本 稿 は、昨年12月19日 の 「第219回 月例研 究会」 におけるご講演 を本誌掲載のためにテー プ起こ しした ものです。
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ます。 しか し,日 本 の場 合,バ イ オマス

資源 とい う と,残 渣や廃 棄物 で あ る こと

が 一般 的で,土 地 利用 面で の制 約か らエ

ネル ギー作物 の栽 培 ・利用 の可 能性 は低

い と言 わ れてい ます 。従 って,日 本 で は

食 糧用 途 も含 めマ テ リアル利用 した後 の

残 渣,廃 棄 物が エ ネル ギー利用 の可 能性

を秘 めて い る とい う点が キ ーポ イ ン トに

な ります。

図1は,バ イオマス資 源 を未利 用資源

と生 産系 資源(エ ネ ルギ ー作 物)に 大 別

し示 して い ます。 未利 用 資 源 と して は,

何 かに使 った後 に出て くる色 々な廃 棄物,

残 渣 を分 類 して い ます 。 これ に対 して,

生 産系 資源 と して は,エ ネ ルギー利 用す

る こ とを 目的 に,例 え ば数 年 で成長 す る

ような樹 種(短 周期栽 培木 材)を 植 えて

発 電用 燃料 と して使 う とか,サ トウキ ビ

や テ ンサ イ とい った糖 ・デ ンプン を原料

と したバ イ オ ・エ タノール やナ タネや ヒ

マ ワ リか ら得 られる油 を原料 と したバ イ

オ ・デ ィー ゼル油(BDF)な どが該 当 し

ます。

(2)国 内のバイオマス資源の賦存量

わが国のバ イオマ ス資 源 として,木 質

系 で す と林 地残材,間 伐材,製 材廃材 に

加 え,ポ テ ン シャルの大 きな もの と して

建 築廃 材 が あ ります。 それ か ら家畜 系 の

糞 尿,食 品廃 棄 物 系 と して分 類 され る

様 々な残渣物が主 だった ところです。

ここで賦 存 量 は,国 内で発 生 す るバ イ

オマ ス資 源 を対象 にす る もので すが,未

利 用 あ るい は廃棄 物 と して発 生 した もの

を主 な対 象 と します。 これ は食糧 用途 と

い った本 来 用途 との競 合 を避 け るため で

す。従 って,賦 存 量 は,国 内 の全 てのバ

イ オマス資 源 ス トック量,あ るい は木 な

どの年 間生 長量 と して算 出可 能 なバ イオ

マス資源 フロー量 とは異 な ります。

また,利 用可 能量 は,上 記賦 存量 か ら

エ ネル ギー用 途 以 外(木 質 ボ ー ド原料,

堆肥 等 のマ テ リアル用途 な ど)に 既 に利

用 され ている ものを差 し引 いた ものです。

賦 存量,利 用可能量 を具体 的に どう算 定

す るか,そ れぞ れ表1,表2に,賦 存 量,

利用可能量の算定結果 を図2に 示 しま した。

表1既 存 量 の 算 定 方 法(2)(3)(4)

資源名 算出方法等

林地残材 ・主伐、間伐の際に発生する末木、枝条(切捨間伐含む)。
・林野庁による推計方法を参考に、立木における幹材積等を差し
引き算出。

間伐材 ・現状の間伐材積を対象く利用可能量は未利用分のみ)。

製材廃材 ・r木材需給統計」による製材所素材入荷量一製材品出荷量によ

り推計

建築廃材 ・国土交通省による建築廃材発生総量より推計

古紙 ・紙製 品生 産量 のうち 、理 論上 回収可 能 なもの(65%)を 対象 。

家畜糞尿 ・家畜種ごとの飼養頭羽数に、各々の糞尿発生原単位を乗じ推計。

下水汚泥 ・全国の下水処理場にて処理される汚泥総量。

食品加工廃棄物 ・業種別湾泥等発生量(農水省によるサンプル調査)、業種別有機
物比率を参考に推計。
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表2利 用 可能量(既 利用分)の 例(5)

バイオマス資源名 発生・利用の状況

林地残材

(間伐朱利用材等)

・約390万 トン/年の発生量に対し、利用はほとんど行われていな

い(林 地に放置)。

製材廃材 ・約6m万 トン/年の発生蓋に対し、チップ(製紙用)、たい肥 、燃料

等にほとんどが利用されている。

(ボイラー設備:約300基 、発電設備:33基)

建築廃材 ・約480万 トン/年の発生鑑に対し、約38%が エネルギーや木質ボー

ド原料として利用されている。

黒液(パ ルプ廃 液) ・約1,400万 トン/年の発生量(乾 燥婁量ベース)に対し、ほとんど
はエネルギー利用(パ ルプエ場内での自家発電、熱利用)され
ている。

食品鹿棄物 ・約1,900万 トン/年の発生量に対し、約嚢0%が肥*叡 飼料として利
用されているが、残 りの90%は 焼却、埋め立て処理されている。

畜産廃棄物 ・約9,100万 トン/年が発生す るが、約80%が たい肥等として利用さ
れていると言われている。
・ただし、畜産地帯と農 業地帯の地理的ギャップや飼料の輸入依
存度の高さを考慮すると、たい絶利用は限界 と見られる。

図2の うち林地残材か ら黒液 までが木

質系資源ですが,全 体量に占める割合が

半分以上であ り,大 きくなってい ます。

林地残材は全 く利用 されてお りませんの

で,賦 存量 と利用可能量がほぼ同 じ数字

です。間伐材や製材残材は半分程度が使

われているので賦存量 と利用可能量 にそ

の分の落差があ ります。稲 わらや もみ殻

といった農業残渣はマテリアル利用の比

率が高 く,家 畜糞尿,食 品廃棄物等 はほ

とんど利用 されていないのが現状です。

バイオマス資源の内訳 を円グラフで見

4QQ
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(250

＼200
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0

日工ネルギー購葎舞 葭コこネルギー利罵母龍駿

木質系

.バfオ マス 。綴 ・脚 礎 欝 蕊 〔鰍 棄物〕

沸 餓 鴎鍵騨細 噂縛誕簸盤緯蝶ザ

利罵可能繊の内訳は、木質系バイオマス
が約4/3と 最も多く、次いで食品廃棄物、

製紙系バイオマスの順となっている。

出典)経済産業省資源エネルギー庁資料よ秘

賦存鍛計1,757PJ/奪

利絹可能量計1,327PJ/輝

PJ=ペ タジx一ル(=1◎{5の

fPJ=2、6万kし(源油換算)

賦存鴛:資 源の総発生鍛を苅象としたもの
和用切能鍛:賦 荏擾のうち、マラ寡リアル利

罵鍛等を1除外したもの

バイオマスエネルギーの賦存澱、
利用切能■はそれぞれ劇757PJ/奪 、

1,327PJ/輝 であり、残が國の
2QOO年 の一S次工ネルギve総供総

23385PJ/無 の7.5%、5.7%に
それぞれ相遇する。

経済性に大巻な課題があるが、物理的
な賦菩■は十鎗にあると二いえる。

図2わ が国のバイオマス資源賦存量の算定結果(3)
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ます と,木 質系 が 半分強 を占め てい る こ

とは前述 の通 りで す。木 質系 の次 に多 い

の が,食 品廃 棄物,家 畜 糞尿 等 となって

お ります。

これ ら資源 を合計 します と,賦 存 量ベー

スで1,757ペ タジュール(PJ),利 用可能量

ベ ースで1 ,300PJぐ らい に な ります の で,

それぞ れ2000年 にお けるわが国の1次 エ ネ

ルギー総供給量 の7～8%、5～6%に 相

当 しています。残渣系,廃 棄物系 を対象 に

している関係上,賦 存量 はそれほ ど大 きく

ない と言 えます。

図3は 木質バ イオマス資源の フロー図で

す。 まず原木(丸 太)が あ り,そ の構成 は

外材(輸 入材)と 国産材が半 々 ぐらいにな

ってい ます。 これ らが製材用素材,合 板用

素材,チ ップ用素材の用途 に仕 向け られ ま

す。製材 用素材 に投入 され た原 木(1,100

万 トン/年)は,製 材過程 で廃材(400万 ト

ン/年)と して出 て くるわ けです。元 をた

どる と,廃 材 には外材,国 産材 が半 々 ぐら

いで混 じっているこ とにな ります。合板用

素材 につい て も同 じようなフローですが,

合板用素材のほ とん どが外材 である点が特

徴 的です。ですか ら,合 板工場の残材 は海

外起源 と言 えます。それが さらにチ ップ と

してマテリアル利用 され,製 紙用の資源 に

なった り,あ るいはボー ド用の原料 になっ

た りす るわけです。チ ップは製材時の廃材

か ら来 る もの もあ ります し,チ ップ生 産 を

目的 に入荷 され る原 木や一部で はあ ります

が林地残材 もあ ります。 この ように,色 々

原*(汽 穴)
拓 林地残材

α01外材
8

園崖材
7

嚢

ウ

「'

↓
1

ウ ↓ 壷 ↓
外材
6

陥崖材
5

外材
2

薗産材
α05

外材
1

漫度材
2

鰻材鶏嚢材

入待慧
茎1

合極需楽材
入荷澱

2

チヅブ鶏楽材

入荷鑑
2

■

豊 寺
ヨ

豊 ◎

製樗品出荷黛
7

廃材
4

含板製造澱
2

廃材

0.3

覇 』 ●
・1}

敦 ↓

木くず(懲設発生木材)
3

工場残材(礎 材)
4

その轍
2

チッヅ{ヒ
2豊 ↓ も

湾生灘用
o£

礫麹轍除
2

窟接堰立
u

冨

「rも ・

原木
2

ヱ場残材

2
林地残材

αoI

解体材・
廃材
o.6↓ 唖

木 くず

o.8
チッフ生崖量

4

製紙・ボード
工業漂聯

α6

〔α6〕

儀彰
その●
㎎

藍

蚤 ↓
製紙工薬原斜

3
木質ボード工業原麟

0.9

雲

注D二 重棲で圖んだ項 臼が木質系バイオマス資源の供給先となりうることを示す。
海2)単 位は百万トン/葬

図3木 質バ イオマ ス資源の フロー
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な ものが混 じり合 って1つ の フローを形成

してい ます。

それか ら,フ ローの下流 に目を向け ます

と,製 材用 出荷が結局,建 築物,木 造建築

物 に供給 され,30年,40年 使 われた後 に建

設発生木材,建 築廃材 として排 出 されます。

そ の うち現 在3割 ぐらいが再生利用 され,

残 りの6～7割 が単純焼却,あ るい は直接

埋立て処分 とな りエ ネルギー利用,あ るい

はマ テ リアル利用 されず に残 ってい ます。

ですか ら,木 質系バ イオマスの場合,グ レ

ーの枠 の部分がエ ネルギー利用で きる余 地

がある とい うわけです。

(3)海 外のバイオマス資源の賦存量

海外 のバイオマスエネルギー賦存量 を

図4に 示 しました。世界全体の賦存量は

廃 棄物系 で112エ クサ ジュール(EJ),エ

ネルギー作 物系が142EJで す。 ただ し,後

者 のエ ネルギ ー作 物系 は,現 在植 え られ

てい る とい うわけで は な く,土 地 にあ る

程度 余力 が あ って,そ こに植 えれ ばそれ

くらいのエ ネル ギーが 取 れる だろ う とい

う意味 です。両方 を足 して254EJの エ ネル

ギ ー賦存量 にな ります 。

一方 で
,世 界 の1次 エ ネルギ ー総供 給

量が年 間420EJで す ので,バ イオマスエネ

ル ギ ー賦 存量 は その6割 を賄 える量 にな

ってい ます。

また,地 域 的 な賦 存実 態 を見 てい きま

す と,ア ジアが相 当の賦 存量 を有 してい

ます。 その 中で は,中 国,イ ン ドが大 多

数 を占め ています。

世界 のバ イオ マスエ ネル ギー賦存 量 で

(つ
田
)

100

80

60

40

20

0

拠界の地域露彗バイオマスエネルギー賦存鷺

タつ㌦ ♂竃.・ ・、代 ぜ

謎工ネルギー作物

圏畜産系廃棄物

ロ農業系溌棄物

m林 産系廃棄物

EJ=[ク サジa-一 ル(=1び8J)

tEJ==262◎ 石k玉(練 油換算) (εJ=fQl8J)

廃棄物系 エネルギー
作物

総計
林産系 農業系 笛漢系 小齢

アジア 瓢9 27 15 49 38 87

オセアニア Q4 1ρ tで 2β 14 17

ヨーoツ パ 50 80 a8 17 24 41

北米 77 95 3.1 20 21 41

菊米 1β ◎2 a4 13 18 30

アフリカ 20 33 56 11 27 38

総齢 23 鮪 34 胴2 142 254

慰界金体のバイオマスエネルギー賦落鍛は磁界の一次工ネルギー

麟 〆 謹轡 響 岬2鱒)の 約6割(廃縣 のみでは3割)

(EJ=10t8J)近 隣 アジア諸国のバ イオマスエネルギー賦葎鷺

溌棄物系 エネルギー
作物

総翫 国内消費
実績林産系 農業系 苗産系 小計

中魍 17 10 a2 18 16 35 88

インド t1 7ρ 63 14 3β 18 a2

タイ Q唾 {◎ 03 博.5 q7 22
ヴ

q 茎

インドネシア 1ρ 18 Q8 36 1β $5 19
!

マレーシア 04 α5 α1 1ρ q1 t歪 q4

つイリピン Q4 Q5 Q2 Q9 03 t2 0.4

近隣アジア諸国で現窪朱利鎗なバイオマスエネルギーを合計すると、
我が国の一次工ネルギー総供総(紬23ε 」/年)を 上回るポチンシャ

ルが穣在する。

注)エ ネルギー作物の資源繊はエネルギー作物爾地に転用蜀能と
想建した面積等からの計算上の使であり、実在の資源懸とは異なる、
その蝕の嬢は98鎌の毅物生産実績等をi醸こ試算。

40
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0

-10

薄工ネルギー搾物

儘欝麓系暁棄物

ロ農業系廃棄物

o林 産系廃棄物

a国 内消費案績

調 逆 ㌻ 〆
ぐ!つ ズ》ジ

出典)経済産業省資源エネルギー庁資料より

図4世 界のバイオマス資源賦存量の算定結果(3)
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表3世 界のバイオマスエネルギー賦存量(計 算および推計結果)の 比較(6)

(単 位:EJ)

AuthQrs

BiQenorgy(EJ/年)

YearScenario Potentia1

(EnergyCrops)
Dessus 93

.

正5 1990

Groenpeace 91 2030

Woods,』.andHaH,D,0.β1わ θ刀ε㎎ γ 乃r謝 μalbμ ηθ〃オ ー

7bcゐ 〃々8ノ 副4θ 〃吻㎞ η捌e肛8!磁 刀θ刀甜b刀5,FAO

ε【}廠onmentandEnergyPaper13,FoodandAgr三cultura貰

Orga撤lzationoftheUnitedNations,Rome,It{盛y(1994)

93 一

Dessus 126 2020

KusumikawaandMori 140-235 2100

Johanssoneta1. 145 2025

IIASA-WEC 153 2050

Greenpeace 181 2100

Leemanseta三. 181 2050

Lasho到1),A.andTirpak,D,A.%茄q7(勿 亡め〃3伽

5ご8わ伽 力8αbル 認(澱 勿8fθ'∠)mだ 飽 ρoπ'oα)刀 脚5畠US

εnvironmentalProtectlonAgency,Washingt,D.C.(1990>

193 2100

Joha賎ssonetal. 200 128 2050

She鐘.窃 θ5μoん こわ〃o∫ 酌θ 駒 ノ盟'5励 硯ぽγ5四r朗,Shen

InternationalLiπ 鼠te({,Group聡xternalAff翫irs,S{LShell

Centre,London(1996)

207-221 2060

YamamotoH.,Yama郵,K.,andFujino,J.伽 加趨翻oηo'

ムわ磁 θ㎎ γ ρo'劒 磁!顧 め8〃2掘 オノ唱 曜 セ)〃訂8ソbか 認「融〃グ昭5θ

8〃♂一θηθ乙灘 加o鰍BiomassarldB重oenergy21(2001)

185-203

182

136

(378)*

(378)*

*Modem

血elwood

2050

2010

11ASA-WEC 315 2100

Leemanseta1. 331 2100

Thisstudy 350-450 147-207 2050

Lasho乳D。A.andTirpak,D.A.(1990)(asabove) 338-675 一

lPEC(BiomassintensiveC&se) 135 2050

229 2100

す が,計 算 の仕 方 によっ て数 字 にバ ラ ツ

キがあ ります か ら,表3で は色 々な計算

結果,推 計 結 果 を一 覧 に しま した。 シナ

リオ とい うのは,賦 存量 そ の もの で はな

く,賦 存量 の うち,あ る仮 定 を置 い た場

合 に実 際 に使 え る導 入量 です 。両方計 算

されて いる もの は賦 存量 の 中の一部 が シ

ナ リオ(導 入 量)と して顕 在 化 します 。

「エ ネルギー作物 」の欄 は賦存量 の うち ど

れ ぐらい の見積 りにな ってい るの かの内

数 を示 してい ます。

賦 存 量 を推 計 して い る文献 が 少 ないの

ですが,世 界 のバ イオマ スエ ネル ギー賦

存量 は,概 ね300～400EJと 推計 してい る

研究事例が多 い と言 え ます。

賦 存量 の どれ ぐらい が実際 に使 わ れる

か とな ります と,何 年 を対 象 年次 にす る

かで幅が出 て きます。例 えば,IIASAの 評

価 結 果 で は100年 後 に315EJ,2025年,

2050年 を対象 に してい る文献 です と,そ

の約半分 ぐらいの150EJで 結 果が一致 して

い るようです。

こ う した研 究事 例 間 の差 異 は,バ イオ

マス資 源発 生量 の見積 り方 ,あ るいはエ

ネル ギー原 単位,例 え ば木 質系 です と ど

れ ぐらい の含 水率 を仮 定す るか で もか な

り結 果 が違 って きます の で,こ れ ら試 算

の前提 が文 献 に よってバ ラ ッキがあ る こ

との原 因 と考 え られ ます。
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2・ 国内の導入実態,導 入事例

次 に,国 内でのバ イオマスエネルギー

導入の実態 として,木 質系,畜 産系,食

品系 について概観 します。

木質系バイオマスは,比 較的大きな合板

工場で,数 千kWぐ らいの自家消費 を目的

にした発電,あ るいは木の乾燥用のボイラ

ーの熱源に使 うような熱利用が中心です
。

家畜系 も比較的小規模のメタン醗酵プ

ラン トが分散 的に置かれてお り,基 本的

には家畜ふん尿の単独処理が行われてい

ます。一部で食品廃棄物系 と混合で処理

するプラントもあ ります。

それから,廃 食用油のBDF(バ イオディ

ーゼル燃料)化 ということで
,地 方自治体

が中心になって取 り組んでいるもの,あ る

いは廃油の回収業者が大規模 に回収 して

BDF化 して地域で使っているといったとこ

ろが現在の利用の中心だろうと思います。

[木質系バイオマス]

木質系の使われ方を図5に 示 しました。

森林系のバイオマス,あ るいは工場系の製

材廃材 といった比較的性状の きれいな資源

は,ペ レットなど熱利用目的で比較的小規

模 に使われていた りします。発生規模が大

きくなってくると発電利用,コ ージェネ利

用が行われてきています。さらに,建 築系

の廃材ですと集まる量がさらに増えますの

で発電利用が可能になります。

点線で大 きく枠 を囲って示 してある海外

の場合,小 規模なペ レット利用から大規模

(数百 トン/日)な 発電利用まであります。

[畜産系]

畜産系バ イオマス(家 畜糞尿)の1ケ 所

当 りの発 生量 は数十 トン/日～数 百 トン/日

程度 と考 えられます。図6に 示 した ように,

利用 となるとメタン発酵 によ り得 られ るバ

イオガス を使 って発電 までするか,熱 利用

木質バイオマスの種類

棘林バイ才 闇伐材瞥
マス

工墳端材 生産蛸材

おが粉
バーク

鷺設風材

エネルギーの
利用形態と用途

殴傭 幾棋とエネルギー利 用形態のイメージ

lt/日1〔}ヒ/HIOOt/E義300t/日
響1霧 穫

1。轡 日

小規横

ペレットストープ:住 零 、公
共施般
ペレット(チップ)ボ イラー;

公共 施設
ガス化発電 コ工場 内利用

餐線は磯内事例 磯線は満外事釧

中規穫 ～大 規模

直接燃焼 発電:工 場 内利用、売電
償接燃 焼黙利用=木 材乾燥 、工場 熱源 、暖房 、給湯、冷房

海外 での魔接燃焼 利用:亮 鷺、地域熱供給
海外でのガス化発 電、石炭 混焼発電:売 電

※ 闘伐材については、水分澱や収集費用、処環費絹の点から、闘伐材単独での処理は現状では難しいと考えられる.
出農)「バイ才マスヱネルギー導入ガイドブック」新エネルギー・魔桑技術総合開発機構より

図5木 質系バ イオマスの導入形態 イメージ(7)
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箭産バイオマスの穫類

牛

豚

鶏

特 に劇Lヰ

エネルギーの
科絹 形態と用遜

1ダ 葭

設傭 規模 とエネ ルギー利 用形態 のイメージ

10t/鷺100t/圏300t/繊
職 甕1

le(IOt/H
周闘欄「 欄 騨鱒 嘲輌一「 一 一 庸「㍉

鋤一
一 盟

破轍華x驚タ争繍釦讐

メタン発窮 発鷲 ・熱利馬=工 場 内利 翔、礁 竃
1薫撞燃 童鏡測嗣 ζコ巳場内趣1用

海外 での メタン楚醇 発鷺 禽熱科 用=発 電 、地域 熱供給

図6畜 産系バ イオマスの導入形態 イメージ(7)

にとどめてお くか とい うことにな ります。

海外 です と,も う少 し大 きな規模で,特 に

デ ンマー クで は日本 とは1桁 違い,1日 に

1,000ト ン ぐらいの資源 量 を利用 して い ま

す。家畜糞尿専用の トレーラーやパ イプラ

インを使 って,1ケ 所に集約 し処理 ・利用

す るのです。

また,メ タン発酵 とは異 な り,鶏 糞の よ

うに,比 較 的含水率の低 い資源 を利用 した

直接燃焼発電 も九州で行われてい ます。

[食品系]

図7に 示 した よ うに,食 品系 バ イ オマ

スの エ ネルギ ー利 用 方法 と して は,メ タ

ン発 酵 とBDF製 造 が導 入 され て い ます。

メ タン発酵 で は,事 業系,家 庭 系 の厨芥

の ような,比 較 的小 規模 で分散 的 に出 る

よ うな廃 棄物 を利用 す る形 と,ビ ー ル工

場 な どの食 品工場 か ら1日 に1000～2000

トン出 る排 水 を利用 す る形 に大別 で きま

す。 後者 の場 合,量 は多 くて も含水 率 が

食贔バイオマスの種類

食贔 嶺寮系厨芥
ごみ(療 臓の衷ごみ

霧柔

8◎F

食籐 鳩

エネルギーの

利用形 態と用塗

食 贔 祉/臓

BPF糺/H
藝

設備規 模とエネルギー利用形 態のイメージ

壌0し〆臼100t/臼 肇◎00t/H

10し/旧1COL/日1000し/日
艦 艦1
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図7食 品廃棄物 の導入形態 イメージ(7)

一44一
季報 エネルギー総合工学



高 く,そ のために有機物比率はそれほど

高 くないという特徴があ ります。

BDF製 造は規模により2つ のタイプに大

別できます。地方自治体が域内で発生する

ものを集め,そ れを自分の ところで小規模

に使 う地域限定的な取 り組みと,廃 油処理

事業者が食品加工や外食産業から集めてき

て大規模 に使っていく形です。規模で言う

と,BDF製 造は地方 自治体がやっている

数百 〃 日の小規模のものから,数 千認 ぐ

らいの大規模のものまであ ります。

3.海 外の導入実態および導入事例

海外,特 に欧米諸国でのバ イオマスエ

ネルギーの導入実態 を図8に まとめま し

た。棒グラフが国毎の再生可能エ ネルギ

ー利用状況です。縦軸方向はその各国の

1次 エ ネル ギ ー供給 に 占め る比 率 で す。

日本 で す と,1次 エ ネ ル ギ ー供 給 量 の

5%が 再生 可能 エ ネルギ ーで,そ の中 の

1%ぐ らいがバ イオマス エ ネルギ ー によ

る供給 量 とい うこ とにな ります 。再 生可

能 エ ネル ギーに占めるバ イオマス比 率は,

ア メ リカ,ド イッ,ス ウェー デ ンに比 べ

て非常 に低 くなってい ます。

ス ウ ェーデ ンやデ ンマ ー クとい った北

欧 諸 国は他 国 に比 し,再 生可 能 エ ネルギ

ー比率 が高 い と ともに
,そ の ほ とん どが

バ イ オマス エネ ルギ ーに よる ものだ とい

う特徴が あ ります。

バ イオマ スエ ネルギ ーの各 国 の内訳 を

さ らに右 下 の グラ フで示 してい ます。 こ

れ で見 ます とイギ リス のバ イ オガスが 目

立 って大 きい です が,イ ギ リス の場合,

生 ごみ の直接 埋 立 て を行 って きたた め,

羅2。%

書象
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図8海 外 のバ イオマスエネルギー導 入の実態(3)
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表4海 外の導入状況(3)(7)

米国 .木質系バイオマスについては鹿材、オガクズ等を燃料とした3,000～5,000kWの発電利用が数

事例ある。これらは自家消費に用いられる場合もあるが、系統電カへの売電を主§釣にしてい

るものもある。また、もみ殻発電利用亭例も存在している。

英国 ン廃材や林 地残材を燃料に発電するプラントが導 入されているが、先進的なものとして皐生樹穫

(ヤナギの一種)を プランテーション栽培し燃料とするARBRE伽ergy(8,◎00kW)の ものがある。

さらに、最大規模 のもの としてはわら、木質チップを燃料とするF重br◎wa施Thetfbrdプラント

(38,5◎OkW)も 稼働している。

ン埋立地ガス(Land負llgas)と してメタン回駁 ・利用される事例 が多く、LOOOkW級 のガスエンジン

にてコージェネレーション利用する事例 も存 在している。

ドイツ ン家畜ふん湶等をメタン発酵利用するプラントは小規模分散型のものが約2,000施設導入されて

いると言われている。買取義務化、及び買取単価の引き上げにより、同年以降、着実なプラン

ト整備が進んできている。また、小規模分散での導入形態はヂンマーク等での大規模集中型と
は対照的である。

スウェーデン 》木質系バ イオマスについては地域熱供給 事業においてチップ・ボイラー、コージェネレーション・

システム(発 電 出力:数 手kW程 度)として多数導入 されている。また、先進的な施設としてガス

化複合発 電(Vaemanαo、 発電出 力:6,000KW)の ものが実証導 入されている。

デンマーク ン木質系バイオマスはスウェーデンと岡様、木質チップやわら等の農業残渣が地域熱供給用の
コージェネレーション・システムで利用されている。発電容量は数十kWか ら数蒼、大規模なもの

では茎7,3◎OkWのものまで導入されている。

.家畜ふん尿や食晶廃業物は地域の酪農家等の協同出資で設立された事業体により、大規模

集中型のバイオガスプラント〈20施設程度)にてメタン発酵利用される。

ラ ン ドフィル ガス を回収 して発 電利 用 し

ている事例 が多 い とい う特徴 があ ります。

表4に は各 国 の導入状 況 につ いて示 し

てい ます。

4.今 後 のプロ ジェク ト化 の動 向

以上,バ イ オマスエ ネ ルギ ーの賦 存 量

に始 ま り,現 在 の利 用 実態 につ いてお話

し して きま したが,最 後 に今 後 の動 向 に

つ いて も触 れてお きたい と思 い ます 。

けられて進められるケースであ り全国で

数多 く検討,構 想 されています。 しか し,

具体的な導入 まで漕 ぎ着 けている ものは

少な く,今 後,ど こまで導入が進んでい

くか注目する必要があ ります。

具体的な事業スキーム として,図9の

ような形態が考えられ ます。例 えば資源

の発生者がお金を支出 し合って協同組合

地域の資源発生者

(1)国 内の動向

[プ ロジェク ト化の形態]

国内 にお いてバ イオマスエ ネルギ ー事

業 を行 う際 の1つ の形態 と して,地 域振

興型 の事 業 スキ ームが あ ります。 地方 自

治体 が 中心 とな った林業振 興,あ るい は

地域振 興 の観点 で プ ロジ ェク トが意 義づ

市町封・都這府県

出資 出資、支援

バイオマス資源

(船 則 発
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図9地 域振興型の事業スキーム例
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形式 で事 業体 を運営 してい く。 出て くる

エ ネル ギー はその 地域 の施設 で使 って も

い い し,安 定 した電 力 と して売 る とい う

こ とも可 能で し ょう。エ ネ ルギ ーだ けで

は な くて,マ テ リアル利用 もで きるの で

あ れば,そ れ もあ わせ て行 い,そ の部分

には市町村 や 国の支援 と事 業体 とが う ま

くかみ合 って実現化 してい くんだろう と。

一方
,地 域だ けで はなか なか安定的 な資

源の確 保 がで きない こ とも多分 にあ りま

す。 その場 合 は近隣i地域 を巻 き込 んで い

くスキーム も考 えられ ます。

もう1つ の形態が,バ イオマス処理/発

電 事業 型 です。 これ は処理 の方 策の1つ

と して発電 が な され てい く形 です。建 築

廃 材 の よ うな処理 費 が受 け取 れ る もの を

対 象 にす る こ とで,事 業採 算 性 を確保 で

きます 。 この場合,処 理費 と しての収 入

に加 え,発 電 した電力 がバ イオマス起 源

であれば 「新エネルギー等電気」 として

RPS法(電 気事業者 による新エ ネルギー

等の利用 に関する特別措置法)で 認定 さ

れますか ら売却可能な証書がもらえます。

そ ういった二重の収入に支えられた安定

的な事業運営が可能なスキームがい くつ

か実現 し始めています。事業期間にわた

り,安 定的な資源の確保が最大の成立条

件 と言えるで しょう。

[取組み動向]

国内での取組み動向として,新 エネル

ギー ・産業技術総合開発機構(NEDO)

による 「バイオマス等未活用エネルギー

実証設置事業」の採択案件 を整理 したも

のを表5に 示 します。 このように,木 質

系,畜 産系,食 品系 といった様 々なバ イ

オマス資源 を用いた事業が全国各地で推

進 されようとしています。

表5NEDO補 助事業 に見 るバ イオマスエネル ギー事業化 の動 向(8)

休 費ソΨイ勿トマレニズノ

経済魔業縄 事業名(採 択年度、提案鷺〉

東北 ● 木質へ'レツト燃料の活鯖実簸試験事業(m4,サ ンボツト㈱)

● 木質ガイオマスの熱分解により発生する木煙の改質燃料化システムによるマイ知外 ピン・コーシ、ネ

レーションシステムの実証試験IKI4、大幸テック1株})

● 木質系バイオマス・ガス講一ジェネ設備実証獄験事業(阻 §,(株)立期CSセ ンター)

関東 ● 未釈用木鷺パイオマλの水熱反応による燃料化錠証試験事薬(田4,B揮1株})

中部 ○ 超縮界温度蒸気による木質系虜楽物の燃料化シス予ム事業偲3,北 陸電力(株>>

近畿 ○ 小型木質パ材 マスがスコーヅェネレー沁ンシス予ム活用モテ冨実鉦獄験箏業(m4,姦 庫県一宮晦〉

○ 木くず炭化に儲う排熱供給事業(田§,(株>PC¢エンジニアじ∫ング〉

中国 ● 山ζ1県における森林パ材マスのガス化・改質及びがスエンヅ鴻一ゲェネレーションシステムの実荻誠験

事業(m4,中 外炉工業1株》)

は 質慕ノ寸イオマ「♪く以外`逼 蘇 、翻 藤 脅病 等リノ

経済産業局 木質系バイオマス以外(畜 産系、食品廃棄物系 等)

北海道 O家 畜糞尿及び生ゴミ処理分野におけるパイ肋 ゆスシス予ム有効性の実証設償事業(臆3,ダ 材一

エンゾニアリンゲ《株))

○ 上湧 男曝'ベィオカゆλ畜産撰潮匡モデル実覇匿フ3ント事 業 ◎n3,ラ霧水 建設(株)〉

● 寒冷地における個男1濃家のパイオマスエネルギー利用実証犠業(斑3,(株)B本 製鋼斎)

○ 普及型メタン発酵、艶ゾ癖 レーションシス予ム実簸設備事業(il13,川崎重工業(株))

● モゾユール式メタン醗酵シλ予ムによる家欝排せつ物からのパ材 ガス圓収・コー～ノェネ利用実鉦試験

犠業(}i14,ζ㈱ 業本 繊工所)

東北 ● 「食肉加工工場余剰汚泥並びに事水涛泥によるガ材マスコーシ琳 レーション事業」(薮!5,(株1ダ

スト桑原)
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表5(続 き) NEDO補 助事業 に見 るバイオマスエネル ギー事業化の動向(8)

休 質 ヌ蕗ノずイオ マ'スβζ三タメ・(麟 、食毒}鰹 勿顕再 等♪ノ

経済産業周 木質系バイオマス以外(畜 産系、食品廃棄物系 等〉

闘東 ● 生ごみ等の有機姓麗棄物を療料としたメタン発酵による自勤車燃料化事業(m3,柱 友垂機

械工業(株))

● 海産未溝用パイオマスを用いたエネルギつ ミュニティーに関する実証試験事業(班4,東 京ガス

(㈱)

● 家畜ふん尿からのバイオガスを利用した燃麟鷺池笥一ジェネレーシ箋ンシステム実疑試験

事 業(琵15、 ㈱ 明電舎)

● 鹿食料油のリサイクル技術開発と実規化のための実難試験峯業(磁5,シ ダックス(株1>

中離 ● 腕 食用 油 の改 質燃 料化 システムに よるマイ知 タービン・コーゾェネレーションシステムの 実譲 設 償事 業

(Hl3、(株 〉明電 舎〉

逝畿 ● 叢金属を含む動物性パイオマスのメタン発行を発生現場において利用する設鯖の設置事業

(m3,〈 株)水 瀬製 皮所)

● 高濃度油脂含有鹿水からの遵続的高効率パイ勃 次翻収技術実証設置事業(田3,(株)クガ

タ〉

● 廃植物油9サ イクル燃料を使用する篇ジェネレーションシステム実鉦試験事業(阻5、1株1

石橋石油)

中国 ● 魚廃 油・動櫨 物鹿 油のディーゼルエンジン燃 料化事 業(H蓋3,(株)フ 臼ンティア・ジャ'ベン)

沖縄 ● 泡盛蒸留粕処理におけるメタン発酵技徳によるエネルギー園牧システム実証設置事業(H13,(合)

比嘉酒造)

き差1)「 ノN"イオ'マス等 来利灘 工 ネルギ ー実 譲i設羅 事業 」の うち、雪 氷冷 熟利 用の も の、及 びバ イオ マス 関漣餐

の うちsk譲 鼓族業 調繍滋こ{系るも の(H三3鱒r・=i5件 、】緩14ξ罪:24件 、H15S}/1;32件)は 省絡 してい る.

注2)灘 繊15喬 曙斐二二次 公募 《実 護翁織式験 サ撃叢3件 、蘇謡証葺式験 堺簾 調二査15件)は 禽ん でい な い、

(2)海 外の動向

[プ ロジェク ト化 の形態]

京都 議定 書 にお いて地 球温 暖化対 策 の

柔軟 性 措 置 と して認 め られ てい るCDM

(ク リー ン開発 メ カニズム)/JI(共 同実

施)プ ロ ジェ ク トの ス キー ム にお い て,

バ イオマ スエ ネルギ ー事業 が行 わ れ るケ

ースが想 定 され ます。

そ れか ら,こ れ は 日本 で も注 目 され て

きて い る形 態で すが,海 外 で とれ るバ イ

オマ ス資源 を一種 の運 びやす い燃 料,例

えば,エ タ ノール燃料 や メ タノー ル燃 料

に転 換 し日本 に持 って くる とい う もので

す。特 にエ タノール系 の燃 料 につ いては,

ガ ソ リンに数%～10%程 度 混ぜ て(エ タ

ノー ル混合 ガ ソ リン,ガ ソホー ル と も呼

ばれる),二 酸化炭 素(CO2)削 減 を 目指

してい くとい う方 策 につい て,そ の有用

性,実 施上の課題が議論されています。

[CDMプ ロジェク トの動向]

CDMプ ロジェ ク トとして計画 され てい

る ものの例 を表6に 示 します。 これ は気

候 変動枠組 条約(UNFCCC)CDM理 事会

に提 出 されて い る もの の中か らバ イ オマ

ス関連 を抜 き出 した もの です。提 出案件

はバ イ オマスエ ネルギ ー以 外 に も水 力発

電 や風 力発 電 プ ロジェ ク ト,HFC等 漏洩

対 策 プロジェ ク トな ど多数存在 しますが,

全体 の半数程 度 はバ イオマスエ ネ ルギ ー

関連 です。 この ような こ とか らも地球 温

暖化 対 策 としてのバ イ オマ ス利用 の重 要

性が うかがえ ます。

こ う した面 で,バ イ オマ スの場 合 は当

然 、CO2排 出削 減量 を どれ だけ稼 げ るか

も非 常 に重 要です 。 しか しなが ら,持 続
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可能性 をどう担保するのか,生 態系への

影響が本当にないのか といった単 にエネ

ルギー源 としてだけの問題ではな くて,

いろいろ多面的に考 えていかなければい

けない問題 も存在 します。

以上で本 日のお話 を終 了 させ ていただ

きます。 ど うもご静聴 あ りが と うござい

ま した。(拍 手)

表6バ イオマス関連のCDMプ ロジェク ト例(9)(10>

(バイオマス 関連)

プロジェク ト名 ホス ト国 分 野 プロジェク ト概要

ValedoR◎sa並oバ ガ

ス ・コ ー ジ ェ ネ レー シ

ョ ン(VRBC)プ ロ ジ ェ

ク ト

ブラジル バ イ オ マ ス 発

電 ・コ ジ ェネ レー

シ ョ ン(o血・9ごiの

VAL冠DOROSARIO製 糖工場におけるバガ

スを燃料とした発電施設の更新 ・増設及び売電

量の拡大(1.2期 は実施済み、3、4期 がCI)M

対象〉。

V&MdoBras且 燃料転

換 プロジェク ト

ブラジル 燃料転換(石 炭⇒

木炭)及 びメタン

排出削減

製鉄筋(V&MDOBRASIL)の 高炉において

還元剤 として利用 され るコー クス代替 に木炭

を利用 して、コークス製造過程のCO2劇 減及

び炭化炉の改良によるメタン肖磁 を行うもの。

SalvadOfDaBahia埋

立 処 分 場 ガ ス ・プ ロジ

ェ ク ト

ブラジル LFG圓 収 サルバ ドール ・ダ ・バイア処理場におけるメタ

ン破壊設備導入す るもので、メタン瞳収 ・破壊

率を19～24%・ ⇒75～80%に 向上させ、処分場

の寿命を延長させ るもの。

NovaGerar埋 立 処 分

場ガス圃収発電ブ 日ジ

ェク ト

ブラジル LFG團 奴

、

ガス圃収システム、浸出水撲水システム及び各

サイ トに発電プラントとgeneratorcompou磁

(想定最終発電容量は12MW)を 導入 し、こ

れ まで防災対策 として行われたメタン園収の

量 を向上 をさせ る。メタンガスによ り発電され

た電力は系統へ供給、発電に使用されないガス

は燃焼 される.

ATBiopower米 籾殻発

電 プロジェク ト・系統電

力代替

タイ バ イ オマ ス 発電

(o陰・grid)

周辺の小精米所か ら奴集 したの籾殻 を原料 と

する22MWの バイオマス発電施設の建設を行

い、タイの電力公社(EGAT)へ の%年 の電力購

入協定 を行 うプロジェク ト。

Durba熱 埋立処 分場ガ

ス圃収発電プ ロジェク

ト

南アフリカ LFG回 収 ・発電 これ漢で、メタン籔収を行って こなかった1処

分場での メタン回収とこれまで婁施してきた2

処分場での回収量を強化 し、発電に利用すると

ともに、余剰分は燃焼する

バガスノバイオマスコー

ジェネレー ション(26

MW)プ ロジェク ト

イ ンド バ イ オ マ ス 発

電 ・コ ジェ ネ レー

シ ョン(on-9船)

製糖工場の製糖容量拡大に合わせ、バガスと近

隣農家の農業残漬 を利用し、26MWコ ジェネ

施設を導入し、工場内に蒸気 ・電気の供給 を行

うと同時に、余綱電 力をグ リッドに売電す る。

Feldalepa誓hi蕪rノ 喋一

ム オ イ ル 工 場 の バ イ オ

ガ ス プロ ジ ェク ト

マ レー シア パー ムオ イル廃

液処 理工程 のメ

タン圓収 とバイ

オ ガ ス 発 電

(ongrid)

パームオイル精 製工場から出る廃液の廃水処

理に伴 い、58%メ タンを含むバイオガスが発生

し、現 状 は大気 中に放 出されて いる。 この

POMEの 排水処理を、ラグーン方式から密朗

系消化タンクに転換することにより、排出メタ

ンを圓収 し、圃牧されたメタンガスを燃料 とし

て発電 を行い、グ リッ ドへ売電する。

Onyx廃 棄物埋 立処分

場メタ ンガス圃収プ ロ

ジェク ト

ブラジル LFG圓 収 今まで大気に放出されていたメタンを園収す

ることで電力 ・熱を得る。回収ガスは場内のみ

で使用 し、一部は浸出水の蒸発のため使われ

る。

Ta田ilnadu、 にお け る18

MWバ イ オマ ス 発蟻 プ

ロジ ェ ク ト

インド バ イ オマ ス発電

(O礁・grid)

綿の茎や籾殻などのバイオマス原料を燃料と

した18MWの バイオマス発電所の建設とグリ

ッ ドへ売電を行 うプロジェク ト。

Cata鷺duva精 糖 工 場

のCerupt変 更投資分

析(バイオマス発電の拡

張〉

ブラジル バ イ オ マス 発電

(on・grid)

Cataaduva精 糖工場にお ける事業拡大に伴う

25Mwバ イ オ マ ス 発 電 施 設 の 増 設 及 び

19.5MWの 系統連結プ ロジェク ト。

第27巻 第1号(2004)
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表6(続 き) バ イ オ マ ス 関 連 のCDMプ ロ ジ ェ ク ト例(9)(10)

(バイオマス関連)

プ ロジェ ク ト名 ホス ト国 分 野 プロジェク ト概要

τASugarSコ ジ ェネ レ

シ ョ ン ・燃 料 転 換 プ ロ

ジェ ク ト燃 料転 換構 成

イ ン ド 燃料転換(石 炭 ・

リグニン⇒バイ
オマス〉

TASGで は既にバガスを燃料とした コジェネ

が災施されてお り、雰製糖期には、一部の施設

で、石炭や リグニンを燃料 として使用 してい

る。設備容量増大、高効率化に加え、非製糖期
に使用 して いた石炭や リグニ ンもバイオマス

燃料へ転換する。余剃電力は売電する。

Ha遣ergarhバ ガ ス コ

ジ ェネ レー シ ョ ンプ 離

ジ ェク ト

イ ン ド バ イオマス発電

の 効 率 改 善

(ongriの

製糖工場のバガス発電(20MW発 電施設 の設

麗)・コジェネ施設の効皐改善により、余剃の

電力く15.45MW)を 発電するブ撮ジェク ト。

Luck且owに おけるエネ

ルギー生威を伴 う地方

露治体固形廃棄物処理
(PCF)

イ ンド 固形廃棄物処理
工程 か らの メタ

ン翻版・発電及び
有機絶料の生産

Lu醸now甫 の闘形廃棄物(MSW)の 処理工程か

ら発生するメタン回収・発電施設を設置するプ
ロジェク ト。30Qトン1日のMSWか ら5.6MWの

発耀と、70トン/鷺の有機肥料を生成する。GHG

肖蝋 は、メタン回収、発電による化石燃料代替、
有機肥料生成による化学肥料の代替。

Gran∫a8e魔eτ 温室 効

果 ガ ス劇 滅 プ ロ ジェ ク

ト

ブラジル 農 場 の 家 畜 廃 液

か らの メ タ ン 國

収 ・発 電(offgrid)

家畜廃液処理工程であるオープンエアーラグ
ーンか らのガス図収率を95%ま で陶上させ、メ

タンと亜酸化窒素を排出掬制。圃収メタンは、

フレア燃焼やコジェネ レーシ ョンエンジンに

よ り発羅を行う。

モル ドバ のChisiロau撲

水 処理 施 設 の メタ ンガ

ス 圓収 ・発 電

モル ドバ バイ オガ ス発電

(Qf卜grid)

Chist臓au排 水処理施設において、従来の溝化
タ ンクを改良 して、バイオガスを管理条件下

で、コジェジェネー一ション用ガスエンジンやガ

スポィラで燃焼させ、所内電力に使用。

Bumibiopowerメ タ ン

独 出 ・発 電 プ ロ ジ ェ ク

ト

マ レー シア バ イ オ ガ ス 回

収 ・i発電(on"grid)

マレーシアのパームオイル糖製工場では、精製

工程で排撫され る高濃臓廃(POMH)を オーブ

ンラグーン方式で処理 されており、メタンを含

むバイオガスが大気中に放出されている。バィ
オガスを生成す る密閉系の嫌気性消化 システ

ムを設置し、収集 したバイオガス を発電(LO
～L5MW規 模)し 、グリッドへ売電する。

タイ のKhorat廃 棄 物

エ ネル ギ ー プ ロ ジ ェク

ト

タイ バ イ オ ガ ス 圓

収 ・発電(on-grld)

高濃度のタ ピオカは嫌気性処理池で処理され
てお り、メタンが大気中に放出されている。嫌

気調整反応装搬(A8R)を 設置し、タピオカ排水
のCODを 離減するとともに、大気中に放出さ

れているメタンも削減する。回収したバィオガ

スを、澱粉ケーキの乾燥に使用 し、燃料油を代

替する。余剰のバイオガスによ り、4MWの 発
電を行い、グリッドへ売電する。
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〔寄稿〕

x>、

RPS制 度の導入で生 じた ビジネス環境 の変化

暢 恵 理(撒 雛 籠1室 長補佐)

xx＼ 〉、 ＼

1、 欝

xx x＼ 〉こxxx 〉、 〉、 × 〉、

1.わ が国にお けるRPS制 度 の導 入

近年、わが国の石油依存度の低下傾向が

停滞する中でむしろ高まっている中東依存

度、原子力発電所立地におけるリー ドタイ

ム長期化等の諸情勢の変化を踏まえると、

風力、太陽光等の新エネルギーの利用を抜

本的に促進 し、エネルギー源の多様化を図

ることは緊急の課題 となっている。 また、

地球温暖化対策の計画的な推進 ・実行が望

まれている中、わが国において排出される

温室効果ガスのうち、最近では、エネルギ

ー起源の二酸化炭素(CO
2)が 約9割 を占

める状況であり、環境負荷の低い新エネル

ギーの利用促進は、こうした環境の保全に

も寄与することができる。

一方
、新エネルギーは、現時点では他

のエネルギー源 に比べ てコス トが高い、

自然条件に左右 されるため出力が不安定

であるなど、その特性や技術面、経済面

などで課題があることか ら十分 には普及

していない。

このような状況の下、新エネルギーの

一層の導入促進を図るため、2002年6月 に

「電気事業者による新エネルギー等の利用

に関する特別措置法」(RPS法)が 公布 さ
へ 　

れた。 これ は、新 工 不ルギー等 の さらな

る普 及 のた め、電気 事業 者 に対 して、 一

定量 以上 の新 エ ネル ギー等 を利用 して得

られ る電 気(新 エ ネルギ ー等 電気)の 供

給 を義務付 け るこ とに よ り、新 エ ネ ルギ

ー等 の利用 を推 進 してい くもの で
、い わ

ゆるRPS(RenewablesPortfolioStandard)

制度 を導入す る もので ある。

表1の ように、RPS法 に基づ いて、2003

年度か ら2010年 度 までの全国の新エネルギ

表1利 用 目標

年度(平 成) 1δ 16 17 18 19 2◎ 21 22

目標量(億kW扮 73.2 76.6 80.0 83.4 86.7 92.7 103.3 122.0

*RPS法 の対象 となる新エ ネルギー等 とは、太陽光 、風力、バ イオマス、水力、地熱である。 この うち水力 はダム

を伴 わない水路式 の1000kW以 下の中小水力、地熱は熱水 の噴出量が相当減衰 されず担保 されている ものが対象。
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一等電気の利用 目標が定められている。

この利用 目標 を達成す るよう各電気事

業者 に義務量(基 準利用量)が 割 り振 ら

れるが、過去の導入実績 を踏 まえた適切

な義務量 とするため、法の施行後7年 間

は経過措置が設 けられている。図1は 、

2003年 か ら2010年 までの利用 目標 と、経

過措置に基づ き調整 した基準利用量等の

各電気事業者の義務量を足 し合わせ た量

の推移を示 したものである。

RPS法 では、義務履行 の対象 となる新

エネルギー等電気の電源 と して、風力、

太陽光、中小水力(1000kW以 下の水路式)、

地熱及 びバ イオマスが定め られてお り、

電気事業者は、義務量を達成するために

費用効果 に優れた組み合わせ を選んで新

エネルギー等電気を供給することになる。

平成14年12月6日 より、義務対象 とする

新エ ネルギー等の発電設備 の認定事務 を

開始 し、本年3月1日 現在132,973件 の設

備認定を完了 した(表2)。

わが国の新エネルギー等電気の発電可

能量は地域 によって差がある。このため、

電気事業者が地域 を越えて新エネルギー

等発電事業者 と取引 を行い義務 を履行で

きるよう、RPS法 では新エ ネルギー等電

表2設 備認定状況(平 成16年3月1日 現在)

禽計纏数 含計設備 容量(kW)

風力発電設備 203 669,619

太陽光発鷺設備 132,206 49t773

バイオマス発逡設備 220 2,フ13,619

中小水力発電設備 332 157,707

混在型 12 2,375

合計 132,973 4ρ35ρ93

1(腔 駄 陽光以外)
…

壌,303 ㎜
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表3新 エネルギー等電気相当量記録総量

※

累積記録総量
(kWh)

1月 に届 出 さ

れ た記録総 量

(kWh)

風力発電設備 412,422,000 312,922,0◎ ◎

バイオマス発電設備 518,090,000 230,448,000

中小水力発電設備 181,398,000 52,131,◎0◎

複合型発電設備 343,000 322,000

太陽光発電設備 255,000 255,◎00

合計 1,112,508,000 596,078,000

気を実際に供給 しな くても、「新エネルギ

ー等電気相当量」(い わゆる 「証書」価値)

を発電事業者 または電気事業者から購入

し、義務履行に充てることができる。

「新エネルギー等電気相当量」 は、電

子口座に記録 し取引する仕組みが導入 さ

れている。 この記録は、四半期毎 に行わ

れてお り、平成16年 の1月 の届出期間に

は3回 目の新エネルギー等電気相当量の

記録届出がなされ、取引当事者のロ座 に

新エネルギー等電気相当量が記録 されて

いる。発電形態別の新エ ネルギー等電気

相当量記録総量は表3の 通 りである。

2.RPS制 度 導 入 と新 エネ ル ギ ー ビ

ジネス環境 への変化

「新エ ネルギ ー ビジネス環境 」 に果 た

す役 割 と して のRPS制 度 の特徴 につい て

整理 したい。

(1)達 成すべき新エネルギー導入量の確

実な達成の確保

RPS制 度 の第1の 特徴 は 「目標量」 を

設定することにより、達成すべ き新エ ネ

※2004年 ユ月末時点

ルギ ー導入量 の確 実 な達成 の確保 を図 る

とい う点 であ る。 この 制度 にお い て は、

電 気 事業 者 は、 目標 量 を達 成 す る た め、

対 象 とな る新 エ ネ ルギー等 電気 の うち最

も費用効 果 に優 れ た組 み合 わせ で新 エ ネ

ルギ ー等 電気 を供給 す るこ とにな る。 新

エ ネルギ ー ビジネス の立場 か らは、電 気

事 業者 が義務 量達 成 まで は電気 を購入 す

る こ とが確 保 され るため、事 業 開発 の イ

ンセ ンテ ィブ として働 く。

(2)市 場 メカニズムの活用による費用効

果に優れた事業推進へのインセンティブ

RPS制 度では、安い価格の ものか ら優

先的に電気事業者 に購入 されることにな

るため、新エ ネルギー等発電事業者のコ

ス ト削減努力 を促すことにつなが る。 ま

た、これまでは、新エネルギー等電気 に

ついて、電気そのものと新エネルギーの

価値(新 エネルギー等電気相当量)に 分

ける という概念が法的 には存在せず、電

源 を立地 した場所で供給 している電気事

業者 に販売する以外 に方法が なかった。

RPS制 度の導入によ り、新エネルギー等

発電事業者は、他の地域で供給 している
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電気事業者に対 して も新エネルギー等電

気相当量 を販売することで収益 を上げる

ことが可能 となった。 これにより、安価

なコス トで発電できる場所に立地 を行 う

インセ ンティブが働 き、よ り費用効果 に

優れた発電 を行 う新エネルギー等発電 ビ

ジネスが推進 されることになる。

なお、RPS制 度では、新エ ネルギー等

電気相当量及 び新エネルギー等電気相当

量 を含 む新エネルギー等電気の価格 は、

発電事業者 と電気事業者 との相対取引、

電気事業者 間の取引 などに委ね られる。

価格は、新エネルギー等電気 の需要 と供

給のバ ランスにより決定 されることにな

る。新エネルギー等電気相当量 を除 く新

エ ネルギー等電気の価格について、各電

力会社が平成15年4月 に発表 している。

新エネルギー等電気は火力燃料費の節減

に資する もの として、燃料費相当である

約3円 ～4円 程度 に設定されている。

新エ ネルギー等発電事業者は、採算性

の評価 に必要な売電単価 を長期的に安定

させることを重視する場合 は、電気事業

者 に対 し、電気 と証書分 を一体化 した形

で相対契約 によ り販売するこ とになる。

新エネルギー等発電事業者 は、電気 と新

エネルギー等電気相当量 と分離 して販売

す ることがで きる。その場合は単年度契

約での新エネルギー等電気相当量の販売

に加え、長期の新エネルギー等電気相当

量の契約を行 うというパターンがあろう。

資源エネルギー庁 は、新エ ネルギー等電

気相当量の取引を円滑化す るため、RPS

法のホームページにおいて、新エネルギ

一等 電気相 当量 の 口座 開設事 業者 名及 び

口座 に記 録 され た新 エ ネル ギ ー等 電気相

当量 の記 録状 況 を、新 エ ネルギ ー等 電気

発電 事業 者 また は電気事 業者 の希 望 に応

じホー ムペー ジ上(http:〃www.rps.go.jp)

に公 開で きる仕組 み を設 けてい る。

3.RPS制 度 導入 後 の風 力発 電 ビジ

ネス とバイオマス発 電 ビジネ ス

こ こで 、RPS制 度導 入 後 の具体 的 な新

エ ネルギ ー ビジネス動 向 と して、風力 発

電 及 びバ イ オマ ス発電 ビジ ネス動 向 につ

いて紹介 したい。

(1)風 力発 電 ビジネスの動向

わが 国の風 力発 電 ビジ ネスは、1997年

以 降急増 し、1999年 度末 には、設備容 量

8.3万kW、 基 数180基 、2002年 度 末 に は

46.3万kW、576基 とい うように急成長 を遂

げている。

図2は 、風 力発 電 ビジネス の増大 とそ

の ビジ ネス主体 の割合 を示 した もので あ

る。事 業 が 始 まっ た90年 代 にお い て は、

電 気事 業者 又 は 自治体 が主 体 となった事

業 が多 か ったが 、近年 は民 間企 業 に よる

風力発 電 ビジネスが増大 している。 また、

市 民 か らの出資 を募 り発電 事業 を行 う風

力市民共 同発 電所 も出て きてい る。

この背景 には、国による導入補助や電力

会社 による風力発電 か らの長期 電気購入 メ

ニューの設定 な どがある。特 に風 況の良い、

北海道、東北地方 な どを中心に民 間企業や
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*2001年 の値は、綱年9月 までに設鐙、運転中の風車 を対象とした。

図2風 力 発 電 の 設 備 容 量 の 推 移

地方公共団体による風力発電ビジネスが進

展 している。一方、2010年 までの導入 目標

として、エネルギー長期需給見通 し(平 成

13年6月)で は、風力発電の設備容量300

万kWを 達成することが目標 として定め ら

れている。この目標達成は、RPS法 の利用

目標の中に織 りこまれてお り、今後の風力

発電 ビジネスの展開が期待 される。

風力発電の導入にあたって電気事業者

は、各年の導入量を設定 し、入札や随時

の風力発電の連系受付 により導入を図っ

ている。RPS法 が施行 された平成15年 度

においては、北海道電力、東北電力、北

陸電力、九州電力で入札 または抽選が行

われた。北海道、東北、九州電力 におい

て、新エネルギー等電気相当量 を除 く電

気の購入を条件 とした抽選(九 州電力 は

協議 により一体購入もあ り)、東北、北陸、

九州電力においては新エネルギー等電気

相当量 と電気の一体での入札が行われた。

北海道のように電気のみの購入の場合

は、新 エ ネ ルギー等発 電事 業 者 は、新 エ

ネルギ ー等 電気 相 当量 を他 の 電気事 業者

に販売 す る こ ととなる。新 エ ネル ギー等

電気相 当量 の売 買 の交渉 は、 電気事 業者

と新 エ ネルギ ー等発 電事業 者 との相 対 で

行 われ るのが基 本 であ るが、 この交 渉 に

際 して、新 エ ネル ギー等電 気相 当量 の売

買 の仲 介 を行 う事 業者**も 出て きている。

平成15年 度 では、北海道電力 、東北電力

がそれぞれ10万kW、 九州電力 が12万kW、

北 陸電力が1万kWの 入札 ・抽選 を行 った

(計33万kW)が 、それ に対 して応募 した風

力発電設備の全体量 は204万kWに もの ぼっ

た。 このこ とは、RPS制 度導入下で、新規

事業 としての風力発電 ビジネスのポテンシ

ャルの大 きさを物語 っている。

近年の風力発電 ビジネスは、 ウイ ン ドフ

ァームの設置な ど風力発電 ビジネスの大規

模化が進み、 また、 これ までの風力発電 ビ

ジネスの経験 の蓄積 も踏 まえ、風況の良い

場所 での効率 的な事業が展開 されるように

**日 本 自然エ ネルギー㈱ とナ ッ トソース㈱ が仲 介事 業 を行っている。
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なっており、風力発電 コス トも低減してき

ている。一方、地方 自治体や市民による風

力発電 ビジネスは、小規模ながら、地域に

おける環境教育効果や地域の社会及び経済

の活性化等独自の意義を有するものとして

展開されている。RPS制 度のもとでは、費

用効果に優れた大規模風力発電ビジネスが

促進されることが期待 されるが、補助金等

との支援策 との組み合わせにより多様な風

力発電ビジネスが展開していくことが望 ま

しいであろう。

また、必要 な系統連系対策の内容及び

費用規模、並びにその実施 ・負担のあ り

方等 について、引 き続 き検討 を行 う必要

がある ことか ら、RPS法 の利用 目標 は、

そ うした検討 による方向性が まとまるま

での問(3年 間を目途)、 特段の系統対策

が生 じない範囲で設定 されている。風力

発電は出力変動が大 きく、大規模な風力

発電の導入によって、周波数変動や電圧

変動等電力品質低下をもたらす可能性が

ある。北海道電力は、平成14年 に北海道

電力管内で25万kW以 上の風力発電設備 を

導入 した場合 に周波数調整上の影響が生

じ得 る旨のシ ミュレーション結果 を公表

した。現在計画 されている風力発電事業

を実現 させ、2010年300万kWの 風力発電

の導入を図ってい くためには、風力発電

の連系による周波数変動や電圧変動等 に

与える影響を抑 え系統を安定化させ るた

めの方策(系 統連系対策)を 講 じてい く

ことが必要不可欠である。

経済産業省 としては、平成16年4月 上

旬から総合資源エネルギー調査会新エネ

ルギー部会の もとに風力発電系統連系対

策小委員会 を設置 し、具体的な系統連系

対策の内容 について検討 を行い、実施 を

進めてい くこととしている。

(2)バ イオマス発電 ビジネス

バ イオマ ス発 電 は、化 石資 源 を除 く動

植 物 に由来す る有機 物 を燃料 とす る発電

で あ り、RPS法 の も とで義 務履 行 の対 象

とな る新 エ ネル ギー等電 気 と して規定 さ

れて い る。RPS法 の対 象 となるバ イオマ

ス発 電 は、発 電量 に占め るバ イオマ ス比

率 が算定 で きる もので あ る こ とが条件 と

なって い る。従 って、 石炭 や プラス テ ィ

ック等 との混焼 発 電 もバ イオマ ス比率 が

算定 で きる限 り、 バ イオマ ス成分 に よる

発電量分がRPS法 上 の対象 となる。

これ までバ イオマス発 電に関 しては、一

般廃棄物処理施設か らの売電につ いては余

剰電力購入 メニューと して売電価格が約7

円～約10円 程度で設定 されていたが、産業

用バ イオマス発電 については、特段の購 入

価格の メニューが設定 されず、自家発 と同

じよ うな扱 いが な され て い た。 しか し、

RPS法 導入 によ り、バ イオマス発 電が電気

事業者に とって義務履行 のための新 たな価

値 を提供 する もの となったため、売電単価

が引 き上げ られた との事例 もい くつか耳 に

している。 また、東京二十三 区都清掃 一部

事務組合 では、港工場 か らの一般廃棄物発

電 に よる電気 を新 日本 製鐵㈱ に対 し8.2円

/kWhで 販 売 し、新 エ ネルギ ー等 電気相 当

量の入札 を行 ってい る。第1回 目の入札 で

は5万kWh分 の新エ ネルギー等電気相 当量
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にかか る入札 を行 い、PPS(特 定規模 電気

事 業 者)で あ る イー レ ック ス㈱ が9.1円

/kWhで 落札 した。

一 般廃 棄物発 電 以外 のバ イ オマス発 電

ビジ ネス は、 近年急 増 して お り、最近事

業が 始 め られた主 な ビ ジネスパ ター ンを

分類 し整 理す る と図3の よ うにな る。 バ

イオマ スエ ネル ギー利用 の特 徴 は、エ ネ

ルギー転換 の際 に一定 の投 入エ ネル ギー

が必 要 とされ、発 電 され た電気 の一部 が

そ の ため に消 費 され る こ と、 また事 業 と

しての採 算性 を向上 させ るに は、電気 及

び熱 の 自家消 費 を行 うこ とが有効 で あ る

こ とか ら、売 電量 が これ ら自家消 費分 を

除い た量 にな る点 で あ る。従 って、一 定

規模 以 上か つ 自家 消費 分が 少 ない設備 で

な けれ ば、 売 電量 はそ れ ほ ど多 くない 。

また、 エ ネルギ ー転換 の手 法 に よ り売 電

量 と自家消費量 との割合 も異 な って くる。

以上 を踏まえれば、上記パターンの内、

RPS法 の義務履行に活用 される可能性のあ

るバイオマスビジネスのパターンは、例え

ば、これまでも行われてきていた製紙工場

で生 じる黒液を活用 したバイオマス発電に

加え、石炭火力発電に木質系バイオマスを

混焼するバイオマス発電、廃材等を集中的

に収集 し発電 を行 う木質発電、商業系食品

廃棄物を大量に集中的に一カ所で収集 しメ

タン発酵等 を通 じて発電するバイオマス発

電、下水汚泥の燃料化によるバイオマス発

電等などではないかと予想される。

経済産業省 においては、2010年 の利用目

標達成に向けた新エネルギー等電気のポテ

ンシャル調査 を実施 している。平成15年 度

は、特にバイオマス発電のポテンシャルに

ついて、主要なバイオマス資源毎にエネル

ギー利用される資源量及び今後設置予定の

発電設備の動向などの調査 を行っている。

辱
昆間企 業

(自家発 ・■力

を含む)

バイオマス資

源排出工場

(製紙 ・食品)

バイオマス資

源排出事業者

(畜産 ・林業)

地方公共団体

NPO等

製紙工場内で生じた黒液

を活用した発電

工場内で生じた食晶擁棄物で

メタン発酵し、発電・熱利用

製材廃材を用いた発電 ・熱利用

畜産廃棄物を事業所内でメタ

ン発酵・熱利用

建設廃材を広域的に収集し、

発電を行う

食品廃棄物を広域的に収集 し、

メタン発酵 ・熱 ・発電利用

下水汚泥を処理場内でメタ

ン発酵・熱利用

生ゴミを収集しメタン発酵・燃料

化又は熱利用・液肥の農地還元

間伐材 ・製材魔材よるへ'レッ

ト化 ・へ●レヲトストープでの活用

廃油回収によるバ

イオディーゼル化

図3バ イオマスエネルギー産業の事業主体と活動範囲 との関係
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バイオマ スビジネスの進展のためには、未

活用 の廃棄物のバイオマスや未利用 のバ イ

オマス資源 を発掘 し、効率的 に収集 し、エ

ネルギ ー転換 してい くこ とが重 要であ り、

バ イオマスエ ネルギーに活用 しうるバ イオ

マスポテ ンシャル量 を明 らか にしてい くこ

とが有効であ ると考 えている。

4.新 エネル ギー産 業 ビ ジ ョンの検

討等 とRPS法 の円滑 な運用

経 済産業省 においては、新エ ネルギーを

産業 として捉 え、産業 としての現状 と今後

の方向性及 び新エ ネルギー産業 を推進 する

ための施策 を検討するため、資源エ ネルギ

ー庁 の省 エネルギー ・新エ ネルギー部長 の

私的研究会 として 「新 エネルギー産業 ビジ

ョン検討会」 を昨年12月 末 より開催 してい

る。 これ までの新エ ネルギー施策 は、新 エ

ネルギーの容量 を増大 させ るこ とに最 も大

きな重点がお かれて きた。 この容量 を持続

的 に増大 してい くには新エ ネルギーが産業

として成 り立 ち、拡大 してい くことが必要

であ ると考 えてい る。RPS法 は、新エ ネル

ギーの市場 を拡大 し、新 エネルギーの一層

の普及 を実現 し、 ひいては、新エ ネルギー

ビジネスの発展 に資する ものであ るが、本

検討会で は、RPS法 の施行 と相 まって新エ

ネルギー ビジネス を推進す る方策が検討 さ

れている。

また、RPS法 は電力 の供給 サ イ ドに対

す る アプ ローチ に よ り新 エ ネルギ ーの普

及 を促 進 す る もの であ るが、電 力 の需要

サ イ ドか らの ア プロー チ によ り新 エ ネル

ギー の普及 を促 進 す る もの と して、 グリ

ー ン電 力 プ ログ ラム と呼 ばれ る もの があ

る。具体 的に は、新 エ ネルギ ー等 電気 を

供 給す るための プ レミアム を支 払 う こと

を需 要 家が 選択 で きる グ リー ン料 金 や 、

電 気 とは切 り離 され た新 エ ネルギ ーの価

値 を証 書化 し、それ を需 要家が購 入 す る

こ とを通 じて 自らが新 エ ネル ギー に よる

電気 を需 要 した こ ととす る グ リー ン電力

証 書 な どの プロ グラムが 欧米 を中心 に導

入が拡 大 され てい る。 わが国 にお いて も

電力 会社 に よる グ リー ン電 力基 金 や 日本

自然 エ ネルギ ー㈱ に よる グ リー ン電 力証

書が 導入 され てい る。資 源エ ネル ギー庁

で は、内外 にお ける グ リー ン電 力 プ ログ

ラムの動 向について調査 を行 ってい るが、

需要 家側 の選択肢 を広 げる プ ログラ ム と

新エ ネルギー発 電 ビジネス との組 み合 わ

せ も新 エ ネル ギ ー ビジネス の進 展 の ため

に有効であ ると考 え られる。

RPS法 は、平成15年4月 よ り施行 され、

まもな く義務履行の初年度が終 わろ うとし

てい るが、 この1年 の動 き、RPS法 の運用

実態 及び新エ ネルギー ビジネスの動向を よ

り正確 に把握 してい くことが重要 と考 えて

い る。RPS法 施行後 の ビジネス環境 の変化

と して、新エ ネルギーの発電 コス トの低減

動 向、新エ ネルギー等電気相当量及び電気

と新 エネルギ ー等電気相 当量 とのセ ッ ト価

格 の動 向 を注視 してい くこ とが 必 要で あ

る。そ して、RPS法 の適切 な運用 と相補完

する各種施策の実施 ・展 開が、新 エネルギ

ー ビジネスの拡大
、発展 に寄与する ことを

期待 してい る。
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〔寄稿 〕

自動車用新燃料 について

遜 登 畿論斎 藤 健 一 郎(新 日本石油㈱ 研究開発本部

開発部 燃料技術室 室長)

1.は じ め に

自動車 用新 燃料 に関す る議 論 が盛 ん に

行 われ て い る。 そ の主役 で あ る新 燃 料,

す なわちバ イ オマス燃 料(エ タ ノール/

バ イオ デ ィー ゼ ル),合 成 燃料(GTL/

DME)に つ い て述べ る に当 た り,ま ず,

自動車燃 料 に求 め られ る要件 を整 理 して

お きたい。

自動車燃料 は,そ のパー トナーである自

動車 との組合せ で 「環境適合性」 「経済性」

「供給 安 定 性」 そ して 「ユ ーザ ー受 容性

(利便性)」を満たすことが求められている。

現状の石油系 自動車燃料が,経 済性 と利

便i生に優れていることは論を待たないが,

昨今の議論の中では,し ば しば石油の供給

安定性に対する不安,す なわち化石燃料の

枯渇が前提 とされることがある。 しか し,

図1に 示すように石油埋蔵量は在来,非 在

来含めて200年 以上の可採年数が見込 まれ

てお り,差 し迫った問題というわけではな

い。 もちろん限られた資源ゆえに有効利用

を図る必要はあるが,電 力,暖 房等の数あ

る石油用途の中で,自 動車用は持ち運びに
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適 したエネルギー,す なわち液体であ るこ

とが最 も要求 される用途であるこ とを踏 ま

える と,優 先使用権 は,ま ず 自動車 にあ る

と思われる。

この よ うに経 済性,供 給 安定性,ユ ー

ザ ー受容 性 に優 れ,環 境適 合性 につ い て

もサ ルフ ァー フ リー(硫 黄分10ppm以 下)

化等 に より進境著 しい石油燃料 に対 して,

新 燃料 が 自動車 燃料 の分 野で どの ような

地位 を獲得 で きるのか,あ るい はす べ き

なのか,そ の合 理性 は どこにあ るのか?

本稿で は,そ う した議論 の一助 とすべ く,

各 々の新燃 料 につ い て技 術 的特徴 を中心

に概観す る。

2.バ イオマス燃料

(1)エ タ ノール

エ タノール は,さ とう きび,と うもろ

こ しとい った植物 バ イオマス か らの発 酵

あ るい は糖化 一発酵 によって製造 され る。

その 自動車 燃料 と して の特 性 を現行 燃料

お よび他 の新燃料 と比較 して表1に 示す。

(a)海 外 での使用状 況

[ブ ラジル]

海外 でエ タノールが最 も広 く使用 されて

い るのはブ ラジルである。 ブラジルでは,

国内農業の振興 を目的 に,1975年 の プロア

表1 各種燃料の特性 、特徴比較

参考

燃料 ガソリン 軽油
CNG

(200気 圧)
LPG D紐E G了L軽演 メタノール

バイオ

エタノール

バイオ

ディーゼル

圧纏水素

(350気 匠)

一次エネルギー源 石油 石油 天然ガス 石油
天然ガス/石

炭/石油

天然ガス/石

炭/石 油

天然ガス/石

炭/石 油

毅物or水質系
バイオマス

毅物系バイオ
マス

天然ガス/石油/

石炭〆その他

化学式 CH4
C3H8

C4椙O
CH30CH3 CH30封 C2卜{5◎8

RC◎OH(織 物油

メチルエステル}
H2

き撫勤力源 オ ッ トー ディーゼル オ ッ トー オ ッ トー デイーゼル デイーゼル オ ッ トー オ ッ トー ディーゼル 燃料電池
沸点 ℃ 40～2◎0 180～35◎ 一161.5 餉4◎～◎ 一2S 200～33◎ 65 78.5 26◎～37◎ 一253

セタン価 一 40～6◎ 蝋 ㎜ 5S～60 80 　 皿 58 一

オクタン価 90～100 一 窪30 95～ 等25 榊 { 1れ 31◎ } }

C割 合伽ass%) 86.7 86.6 75 82～83 52 85 38 52 76 ◎

密度9/cm3 0.75 0.83 0.16 ◎.49～ α57

{繍旺下}

◎.67

{20℃,茄 圧}
◎.78 o.79 0.ア9 O.87 α029

鵬{竃発熱澱{Hげ 〉,卜 擁」/kg 46.3 45.6 54.ア 50.4 3等.9 4ア.等 22.7 29.7 39.7 142

{薩位発熱澱 にHv}泌 」/kg 44.9 43.5 5◎.4 46.4 29 43.5 2◎ 27 36 モ20

容量発熱澱 くしHV》 材」/し 33.7 36.1 8.葉 23～26 19.4 34 16 2董 31 3.4

W窒↑効峯% 83.5 9雪.8 7s 9等

ハ

64

6筆

66

60

s1

卿

69

5筆

化石燃斜溝獲薫

約葉9◎Mj/6」

儒穫燃趨消費獲

約24◎撫/¢ 」
56

WtTCO2gCハ4」 3」 1.4 4.7 9.6 6.3 4.3～7.9 S.6
TtWCO2gC/Mj 19.3 等9.9 肇4。9 筆7.8 17.9 19.5 睾9」 (19。3) (2竃,3) 0.◎

WtWCO2gC/MJ 22.4 21.4 竃9,6 29.1 25.4 4.3～7.9 5.6

αF価格 円/睡」
(覆執ま拙規 漣ω

α66 0.64 0.5 0.71
α32～0.43

◎.S3～0.71

α7

0.S4～ ◎.74

齢

O.42～ ◎58
1.79～2.05 1.67～ 等.82

NOx排 出値g/kWh

(トラック等での鍔楽規瑚臓
Qr葭膿鍍》

o.7

(s駈 長期〉

2.0

(9新 長期〉

o.5

(負糠鋤

0.7

(G新長鋤

◎.5

(臼撮驚)

2.◎

ゆ新長期)

0.7

(s新 長期〉

0.7

(G新 長期)

2.O

l(D瓢 長鋤
0

WtT;:Well-to-Tank(燃 料製造時(給鴻求で〉)/燃 料サイクルC◎2排 繊についてはLHVべ 一一スで表驚TtW:Tank-to・ ・Wheel

WtT::WelS-to-Wheel全 サイクル
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ルコール政策 に よりエ タノール22%混 合 ガ

ソ リンが導入 され た。現在 では約1,200万

認のエ タノールが 自動車用 に使用 されてい

る。 エ タノー ル価 格 は150～250ド ル/々4

(24～40ド ル/bbl)と 原油 に対 して競争 力

を持つが,砂 糖相場 とリンク して変動 して

お り,ガ ソリンへの混合割合 も作柄 によっ

て20～25%の 問で変動 してい る。

[米国]

米国では,1970年 代 のオイルシ ョックを

契機 にとうもろこ し生産が盛 んな中西部農

業州 において 「ガソホール」 と呼 ばれ るエ

タノール10%混 合 ガソ リンの販売が始 まっ

た。 その後1990年 代,大 気浄化法 の もと,

排 ガス浄化 を目的 として含酸 素化合物の混

合が一部地域 で義務付け られ,エ タノール

はMTBE(メ チル ター シャリー ブチルエー

テル)と 共 に 「大気浄化」 とい う新 たな目

的を持つ ことになった。その際,他 の含酸

素化合物の混合上 限が酸素量換算で2.7wt%

と定め られたの に対 し,エ タノールは酸素

量 換 算3.7wt%(=エ タノ ー ル と して は

10vol%)ま での混合が認め られ,さ らに蒸

発 ガス発生 に影響 の大 きい蒸気圧上 限が特

例 として緩和 されるな ど,農 業団体 のロビ

ー活動 の強力 さを伺 わせた。

その後,含 酸 素化合物 としてMTBEを 用

いていたカ リフォルニア州で,ガ ソリン地

下 タンクの漏れ による地下水汚染で飲料水

にMTBE臭 が付 く問題が発生 したのを契機

に,カ リフ ォル ニ ア 州 を始 め こ れ まで

MTBEを 使用 していた地域 で,エ タノール

に転換 する動 きが出ている。

こう した動 きに加 え,エ ネルギーセキ ュ

リテ ィの向上,つ ま り国内エネルギー利用

の促 進 とい う考 え方 も追 い風 とな っ て,

2002年 には800万le4で あ った燃料 エ タノー

ルの使用 量は2004年 には1300万leeま での増

加が見込 まれている。 さらに,現 在審議 中

のエ ネルギー包括法案(再 生可能燃料条項

を含む)が 発効す れば,エ タノール需要は

2012年 で2004年 の倍増が見込 まれ る。

一方
,カ リフォルニ ア州では,連 邦法 に

従 い,一 旦 はエ タノールに転換 した ものの,

「エ タノール は大気浄化 に対 してマイナス

面 もあ るのではないか?少 な くとも必須

で はない」 として将来的 には とりやめ よう

との提案 もされている。

両国 ともに,従 来 よ り 「国内農業 の振興」

「国内エ ネルギ ーの確保」 を主 たる 目的 と

してエ タノールを使用 して きてお り,そ こ

に 「二酸化炭素(CO2)削 減」が新た な論

点 として加わった,と い う状況 にある。

(b)国 内への適用

国 内で は,高 濃 度 アル コー ル問題 を契

機 と して,品 質確 保法 に よってエ タノ ー

ル混合 上 限が3%に 規制 された。 この数

値 は,あ くまで 車両影 響 の観点 か ら定 め

られた もの であ る ため,CO2削 減 を 目的

と した導 入 につ い て は,改 め て課題 の検

証 が必 要 となる。 その課題 を大 き く分 け

ると 「CO2削 減効果」,「供給性 ・コス ト」,

「流通過程 ・インフラ」,「品質 ・実用性能」

の4点 が挙 げ られ る。
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図2CO2発 生割合

[CO2削 減効果]

バ イオ マ ス 燃 料 の 燃 焼 で排 出 され る

CO2は,も とも と植物 が生 育 す る際 に光

合 成 に よ って大 気 中か ら固定 化 したCO2

であ るため,排 出量 と しては カ ウ ン トし

ない ことが ルール化 されてい る。

図2に 示 す通 り,原 料 生 産か ら燃料 製

造 まで に発 生す る温室効 果 ガス(肥 料 か

ら発 生 す るN20等 も含 む)は,一 般 的 に

はバ イオマ ス燃料 が ガ ソ リンよ り も多 い

が,燃 焼CO2が ゼロ カウ ン トであ るため,

全体 としては,55～87%のCO2削 減効 果が

ある と評 価 され てい る。 ただ し,バ イ オ

マ ス燃料 の原料 となる作 物 の耕作 に際 し

てCO2吸 収 効 果の 大 きな森 林が 伐採 され

る と,真 の意味 で のCO2削 減 とは言 えな

くな る場 合 もあ るため,増 産 に当た って

は慎重 な検証が必要 である。

(肇000kO1£F》

35,◎00

30,000

25,0◎0

2◎,G◎0

15.00◎

10β ◎◎

5,000

Q

出藤)しicht社
生産■

米大陵その他

ノ

燃料鶏途僕馬糞

図3エ タノール生産量

[供給性 ・コス ト]

エ タ ノー ルの生 産量 を図3に 示 す。 ブ

ラ ジル と米 国 が主 た る生 産 国 で あ るが,

米 国は 自国需要 を賄 うのが精一杯 であ り,

輸 出余力 が あ るの はブ ラジル のみ と思 わ

れる。 ブ ラジル にお いて も,日 本 国 内で

全 て の ガ ソリ ンに3%混 合 す る ため の必

要量180万 認を輸 出す るため には,新 た な

出荷設備 と作付 けが必 要 となる。 さらに,

エ ネ ルギー安 定供給 の観 点 か らは,一 国

に全 て を依存 す るの は不 安 が大 きい。 ブ

ラジ ルか ら輸 入 した場合 の コス トは,30

～50円/4(CIF*)と 予 測 されてお り
,ガ

ソ リン製 品の輸 入価格実 勢20～25円/4に

比較 して高 コス トである。

一 方
,国 内バ イオマ ス を原 料 と したエ

タノール は,コ ス トが100～200円/4と い

う現 状 であ る上,原 料制 約 に よ り生産 可

*Cost-insuranceandFreightの 略 。 指 定 の 船 積 み港 で 買 い 主 が 手 配 した船 舶 に貨 物 を 積 み 込 み 船 舶 上 で 引 き渡 す ま

で の 一 切 の 費 用(FOB:FreeonBoard)に 、仕 向 け 地 まで の 保 険 料 と運 賃 を加 え た値 段 。
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へ◆一スガソリン

〈給油斬改造・準備〉

①部材 鈴エタノール対応品へ
②タンケ清掃、水分除去・乾燥

〈新 設/改 造 〉

① エタ!一ル受 け入れ 設備

② 功 ノー∫レ財 蔵 タンク(カノx'一一Nフ1コート型)

③ 混 合 設備

④ エタノー'レ飼応 消 火設 備

⑤ 樹 §讐・ゴム部 品

図4カ リフォルニア にお ける設備対応

能量 も限 られる。CO2削 減 という地球全

体規模の課題への対応 というよりは,地

域 に密着 した循環型社会の形成 とい う観

点に意味 を求めるべ きものと思 う。

[流通過程 ・イ ンフラ]

エ タノールは従来 ガ ソリ ンと,① 水 分

との相溶性,② 金属 ・プラスチ ック ・ゴ

ム類への影響 の点で異 なる。エ タノールに

は水分 との相溶性 があるため,エ タノール

3%混 合 ガ ソリン(E3)に 水 分が0.1%混

入 す ると,E3は 相分 離 を起 こ し,ガ ソ リ

ン品質 を悪化 させる。また,金 属 ・ゴム等

の種類 に よって は,エ タノール混合 に より

劣化が促進 され るもの もあ る。

こう した トラブル を防 ぐために,エ タノ

ール混合ガ ソリンを使用 しているカリフォ

ルニア州では,図4に 示す対策を行ってい

る。従来ガソリンと流通インフラ面で大 き

く異なるのは,水 分混入を防ぐために,エ

タノールを製油所ではな く流通末端で混合

しているという点である。

米国より湿度の高い日本では,同 様 の

対策が必須 と考えられるが,そ のための

油槽所への混合設備新設等には3,200億 円

を超 え るコス トが必要 との試算 があ る

(総合資源エネルギー調査会 石油分科会

石油部会 燃料政策小委員会報告)。また,

流通末端で混合する場合には,最 終製品

の品質確認,並 びに揮発油税管理方法 も

解決すべ き課題である。なお,こ の流通

課題の検証 については,資 源エネルギー

庁による実証研究が計画されている。
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[品質 ・実用性能]

エ タノー ルの 自動 車燃 料 と しての利 点

　　

は,オ クタ ン価 が120以 上 と極 め て高 い

点 にあ る。実際 は,ガ ソリンの オクタン価

だけをむやみに高めて も,車 輌 の設計 が同

じであれば,実 用性 能の向上 はあま り期待

で きない。従 って,エ タノールが高オ クタ

ン価 であるメ リッ トは,従 来 と同 じオ クタ

ン価 のガソ リンを製造す る際の フレキ シビ

リテ ィ向上 に求めるこ とになる。

一方
,エ タノール は少量 の混 合 によ り,

蒸気 圧 を6～7kPa上 昇 させ る(図5)。

石油業 界 では,光 化学 オキ シダ ン ト生成

要因の1つ で あ る蒸発 ガス低減 のため に,

2005年 よ り夏季 の蒸 気圧 を現行 自主規 制

の72kPaか ら65kPaに 引 き下 げる こ とを予

定 してい るが,エ タノー ル をその ま ま混

合 す る と,そ の引 き下 げ分 が元 に戻 る こ

とになる。従 って,エ タノール を混合 さ

せ る場合 は,さ らに蒸気 圧 を下 げ るため

の対策が必要 になる。

な お,車 輌 に対 して は,エ タ ノー ル

3%ま で の混合 で あ れば,大 きな問題 は

無い ことが確 認 され ている。

(c)ETBEと しての適用

フ ラ ンス,ス ペ イ ン等 にお い て,エ タ

ノール とイソブテ ン(接 触 分解 装置 等 か

ら発 生す る炭素 数4の オ レフ ィ ン)を 合

成 したETBE(エ チル ターシ ャリー ブチ ル

エーテ ル)が 混合使 用 されている。ETBE

はエ タノール と異 な り,水 分 との相 溶性

が無 いた め に製油 所 で混合 す る こ とが で

きる。 一方,合 成 に必 要 な イ ソブ テ ンの

確保,あ るい は万 が 一地下 タ ンクか らガ

ソ リ ンが漏 れ た場 合 の地下水 汚 染の懸 念

等,検 討す べ き課題 はあ るが,CO2低 減

を 目的 と したエ タノール の使 用 とい う点

で は,選 択肢 の1つ である と思 われる。

1◎◎

9◎

璽8・

羅7・
6◎

05

◎4

◎

●ガソリンA

鑓ガソリンB

◆ガソリンC

▲ガソリンD

24681◎12

エ タノー一ル 添 力q率(%)

出所〉燃料政策小委資料

図5エ タノール混合の蒸気圧への影響

**オ クタン価は ガソリンの アンチ ノック性 を示す指標
。 オクタン価が高 いほどア ンチノ ック性 は高 くなる。
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(2)バ イオデ ィーゼル

バ イオデイーゼ ル(BDF)は 別名FAME

(FattyAcidMethylEster)と 呼 ばれ,様 ・々な

原料 か ら採取 され る油脂類か ら,図6に 示

す ようなメタノール との反応で生成する脂

肪酸 メチルエステルの混合物であ る。一般

的な性状 を表2に 示す。

(a)使 用状況

欧州 で は菜 種 油 メチル エス テルが使 用

されてお り,ド イ ツでの市場規模 が100万

勧 年(軽 油 需要の約4%)と 最 も大 きい。

基本 的 にはBDFIOO%品 が給油 所 に配 送 さ

れ,給 油 の際 に軽 油 に対 して20～30%程

度混合 して使用 されてい る。

米国では大豆油 メチルエステルが使用 さ

れているが年 間20万 認 と使用量は少 ない。

一 方
,日 本 で は廃 食用 油 メチ ルエ ステ

ルが使 用 されてい るが,京 都市 等 にお け

る地 域 ・用 途 限定 での使用(年 間数百 認

規模)と なってい る。

(b)品 質

一般 的には
,流 動 点が高 く固 ま り易 いこ

とと,酸 化安定性 の悪 いこ とが,使 用す る

際に最 も留意すべ き点で ある。 しか し,品

質 という面で最 も扱 いが難 しいのは,原 料

油が多種 に亘る上 に,そ の原料油 自身が混

合物であ るため,品 質管理の足 がか りがつ

かみ難い とい う点 である。欧州や米 国等で

ノ

CH20COR

l

CHOCOR

…

CH20CO臓

、
㍉

CM2eH

…

十3CH,OH→3RC◎OCH3十CH◎H

∠乃 励 雌 蝶.70℃ 、lh7}
CHPHノ

♂

油脂 メタノール

(グリセライダ)

メチルエステル グリセリン

図6バ イオデ ィーゼルの製造

表2バ イオディーゼルの代表性状

RME SMε CMε PME

原料

菜種油 大豆油

國 壺鰹iロ:踊i囮 哩

顧國1團国
0,880.89

コー ン油

多 き
▼ 認

パーム油
聾 姻一 　 一

≧出_

劉■1
密 度9/cm3 0.88 0.87

セタン指数 57 55 56 62

粘 度mm2/s 6」 6.5 6」 5.5

真 発 熱 量MJ/kg 36.7 36.7 37.1 39.9*

炭素maSS% 78 78 77 76

水素maSS% 12 12 12 12

酸素maSS% 10 10 11 12

硫黄 分ppm <10 <10 く10 <10

*総 発熱量
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は,原 料油がある程度 は特 定 されているた

め,規 格 化(ENI421414213,ASTM

D6751)に よって一定の品質管理 は可能で

あろ う。 しか し,日 本の ように廃食用油 を

原料 とす る場合 には,単 に生成物 の規格 を

定 めるだけでな く,原 料油 について も一定

の基準 を設ける必要がある と思 われ る。

(c)国 内での使用拡 大

国内で の使用拡 大 を論ず るにあた って,

バ イオ デ ィー ゼル の意義 を2つ に分 け て

考 える必 要 が ある。1つ 目は廃食 用油 エ

ステ ル に代 表 され る ような現在 の 国内使

用 形態 の延 長,す なわ ち 「循 環 型地域 社

会 の形成」 に意義 を求め る考 え方であ る。

この場 合 に は,品 質管 理 につ いて は国全

体 で 自動車 業界 も含 め て コンセ ンサ ス を

得 た後,供 給 ・コス ト等 の課題 を地域 に

応 じた仕 組 み作 りに よって解決 してい く

べ きもの と思 う。

2つ 目のCO2低 減,あ るいは排 ガス改善

に意義 を求める場合 には,ま ず,そ の意義

か ら検証す る必 要が ある。CO2削 減 につい

ては,エ タノール と同様,バ イオマ ス燃料

であることか ら,一 定の効 果はある とされ

てい る。排 ガス につ いて は,粒 子 状物 質

(PM)が 減少,窒 素酸化物(NOx)は 微増

とい うのが一般認識 であ るが,最 新型 の後

処理装置 を搭載 した車輌 に対 する絶対値 と

しての インパ ク ト評価 が必要 と思 われ る。

次 に,CO2削 減 を目的 として導入する場合,

その原料 をどこに求めるか,と い う問題が

ある。表3に 原料油 の生産状況 を示す。マ

レーシア,あ るいはイ ン ドネシアで生産 さ

れるパ ーム油 を原料 とす るのが最 も現実的

と思 われ る。エ タノール 同様,増 産 に際 し

て熱帯雨林 を伐採す るようなことが あって

は,意 義その ものが失われることになるが,

パ ームは菜種 ・大豆 に比較 して単位面積 あ

た りの油収率が高 く,25年 程度 は連続収穫i

が可能 とい う利点 もあ る。 しか し,現 状で

は供給体制が まった く無 く,価 格 も植物油

相場 に連動 して200～600ド ル/ト ンで変動

してお り,安 定供給や コス トを軽油 との比

較 で論 じる段 階には至っていない。

表3BDF原 料油の生産

単位:万 トン

油脂種 世界総計 1位 2位 3位

パーム油 2β50
t200

マ レー シア

770

インドネシァ

77

ナイジェリア

パーム核油 300
150

マレー シァ

80

インドネシア

20

ナイジェリア

大豆油 2,800
85◎

アメリカ

450

ブラジル

350

中国

菜種油 t400
450

中国

董80

ドイツ

160

インド

ヤシ油 35◎
薯70

フィリピン

70

インドネシア

4◎

インド

慮 典:OilWorldAnnual2002
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3.合 成燃料

(1)GTL

(a)GTLと は

GTLくGastoLiquids)は,様 々 に 定 義 さ

れることがあるが,① 天然 ガスか ら合成 ガ

ス(水 素 と一酸化炭素の混合 ガス)を 作 り,

② これ を合 成(F-T合 成)し て液体燃 料

とし,③ さらに 目的 とす る製品ヘ ア ップグ

レー ドす る,3段 階の プロセス を総称 して

呼ぶのが最 も一般的である(図7)。

合成 ガスを生成 した段階で,硫 黄等の

不純物 は除去 されるため,最 終生成物で

ナフサ～軽油相当の留分は,表4に 示す

ように硫黄分 は殆 ど含 まれ ない。 また,

芳香族分 もほ とん ど生成 されないため,
　　　

軽油留分 のセ タン価 が極め て高 い一方,

ナ フサ留分 の オ ク タン価 は低 く,ガ ソ リ

ン製品へ の利用 には適 さない。

(b)GTLが 注 目される理由

GTLが 注 目される理 由には,大 き く2つ

①合威ガス製造 ②F-7合 成 ③アップグレーディング

ー-mxr--」Vzaxr人 一一一一一・一一一一一一一・一一一一

鵠+ご、鱒%.鋤 瞥麟 魏閣嚇

癒 灘幣鐘 轟 ÷藤_

図7GTLプ ロセス

炭素数1鱈4灯 油

灘 鱗§灘§蕊欝ひ
炭素裁14～20車thXi由

表4GTLの 性状例

GTL

ナ フサ 留 分
*文献値

ナフサ GYL

軽 油 留 分
*文献値

一般軽油

密 度(璽5。C)9/cm3 0.69 0.70 0.78 0.83

硫 黄 分massppm 1未 満 220 1未 満 40

セタン価(オクタン価) (70) (70) 73以 上 54

芳香族分mass% 0.3 7 α遷 22
o順 ●

ノルマルハ フフィンmaSS% 59 38 一 騨

イソハ。ラフィンmass% 38 41 一 騨

蒸 留 。C

1096

5096

90%

79

100

120

56

81

131

209

256

331

215

280

340

***セ タン価 はデ ィーゼル燃料 の着 火性 を示 す数値 。
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ある。1つ は 「天然 ガスの有効利用」 とい

う点 で あ る。 天 然 ガ スの確 認 埋 蔵量 は,

9,169億bbl(原 油換算)と ほぼ原 油 に匹敵

する量が世界各地に分布 してお り,1次 エ

ネルギー として有望 であるが,気 体 である

ため輸送 に困難 を伴 う とい う欠点があ る。

また,自 動車用燃料 として見 た場合,エ ネ

ルギー密度が低いために,エ ネルギーの可

搬性 が求め られ る自動車燃料 において合理

性 を持 つ ことは困難である。 しか し,こ う

した欠点は,GTLプ ロセス によって液体化

し輸送,供 給 す るこ とで解 決可能で ある。

GTLに は現在 の供給 イ ンフラがその まま使

えるとい う利点 もある。

一 方
,硫 黄 を含 まない,あ る いはセ タ

ン価 が高 い とい う軽 油 と して望 ま しい性

状 を持 って いる こ と も注 目 され る理 由の

1つ で ある。 しか し,日 本 国内 で は2005

年 よ り一部,2007年 には全 ての軽 油 がサ

ル フ ァー フ リー(硫 黄分10ppm以 下)と

な るため,そ の状 況 下 におい てGTLの サ

ル フ ァーゼ ロが特 段 の意味 を持 て るか ど

うか 明確 で ない。 また,セ タ ン価 につ い

て も高す ぎる とPMが 増 加す る とい った報

告 もあ り,そ の特性 を生 かす ため に は専

用エ ンジンの開発 も必要 と思 われ る。

GTLの 使 い方 と して,一 般軽 油 に混合

す る方法 もあ る。炭化 水 素 とい う大 きな

区分 で は同一成 分 であ るた め,混 合使 用

にまった く問題 はない。

(c)GTLプ ラ ン トの現状

世界 の主 なGTLプ ロジ ェク トを図8に

示す 。大 きな注 目を集 めて いるGTLで は

あ るが,現 状 で稼動 してい るプ ラ ン トは

3カ 所 のみで あ り,こ こ数年 で末端 供給

1シxル:イ ラン

7.K.{}o{}B/9

識霧 鍔7目 サ勺蹴 ル・

}シ ェル:エ ジプ ト

?§,愈OOB!1》

シェブロン1サソー
ル:ナ イジェリア

34,000B/P

モス ガス:南 ア

30,200Bl])

サ ソー ル:南 ア

105,000B/D

BPア ラスカ州

300BiD

モー ビル:カ ター一ル1

伽,000

躯 油公鰭 轟

シェル:オ ー ス ドラリア

75.eoe賠A)

シ濫ル こマ レーシ ア

12,5e¢BiD

;シ ェル:マ レーシ ア ・

75,00②B〆D

図

?邸}{護購〆韮)

》
,詳.

舜

コノコフイリツプス

オクラホマ州4teOB/D

レ=

憂一 ド

B⑳

勲讐
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に大 きな影響 を持 つ こ とは考 え られ ない。

特 性 を生 か した製 品設計 が成 り立 た ない

限 り,GTLは 軽 油基材 の1つ とい う位 置

付 け とな り,そ の場 合 のGTLプ ロジ ェク

トの実現性 は,原 油 比較 で の経 済性 にか

か って くる。一般 的 に は,原 油価 格25ド

ル/bbl以 上で あれば,天 然 ガス価格や プラ

ン トス ケー ル次 第 で価格 競争 力 を持 つ可

能性が ある とされている。

(2)DME

(a)DMEと は

DMEと は,化 学式 がCH30CH3で 表 され

る最 も炭素数 の少 ないエーテル化合物であ

る。常温常圧 では無色の ガスであるが,常

圧 でマ イナス25℃ に冷却するか,常 温で6

気圧程 度 に加圧す る と容易 に液体 に なる。

性状 を石油製 品 と比較 して表5に 示す。

生産量 は世 界 で年 間約10万 トン(日 本

は約1万 トン)で あ り,主 に化粧 品,塗

料 等 のス プ レー噴射剤 と して使用 されて

い る。製造 は,① 天然 ガスか ら合成 ガス

を製造 し,② 合成 ガスか らメ タノール を

経 由/ま た は直接,DMEを 合 成す る とい

う工程 で行 われ る。

表5DMEの 性状

◎顛ε プロパン ブタン 軽油

沸 点 。C
嶋25 一42

0 180～370

液 密度g/cm3@20。C α67 α49 0.57 0.84

ガス比重 159 1.52 2.00

蒸発潜 熱kcal/kg 1117 遷01.8 92.1 60ρ

飽和蒸 気 圧atm25。C 田 93 2.4

爆発限界% a4～1ao 2.2～95 1.9～8.5 0.6～6.5

セタン価 55～60 5 10 50～60

真発 熱量kcal/kg 6900 11100 10930 10000

(b)DMEが 注 目され る理 由

大 きく3点 あ る。 まず は,GTLと 同様,

「天然 ガス資源 の有効 利用 」 とい う点 で,

DME化 す る こ とで資源 か ら消費地 まで の

輸送 が容易 にな る。2つ 目は,日 本 企業

が主 要 な製造技術 を保有 してい る ことで

あ る。3つ 目は,DMEの 特 性 その もの に

あ る。DMEは 硫黄 分 を含 まず,デ ィーゼ

ルエ ンジ ン燃 焼 で排 出 され るPMが 少 ない

とい う利 点が あ る。そ の反面,エ ネルギ

ー密 度 の点 では天 然 ガス よ りも有利 で あ

るが,ガ ソ リ ン ・軽油 に は劣 る。 また,

DMEはGTLと 異 な り,新 しい車 両 ・イ ン

フ ラが必 要 に なる。 さ らに,例 えば,排

ガスが サ ル フ ァー フ リー軽油 と最 先端 後

処 理装 置 の組 み合 わせ に対 して どの程 度

の優位性 を持 つ か な ど,特 性 を定 量的 に

評価 し,自 動 車用燃 料 と しての合 理性 を

検証す る必要 もある と思 われる。

4.お わ りに

燃 料 はあ る意味 で 自動 車 の一 部 であ る。

その 「自動車+燃 料」 に対 しての社会 あ

るい はユ ーザ ーの要求 に応 えるため に新

燃 料 が必要 で あれ ば,積 極 的 に導入 を図

るべ きで あ る。 一方,石 油 系燃料 も排 ガ

ス ・CO2低 減 の一助 とす べ く,近 々 「サ

ル フ ァー フリー化」 を実施す る。新燃料,

そ してサ ル フ ァー フリー,全 て はお客様

に満 足 いた だ くための道 具 と して,バ ラ

ンス よ く使 い こな して い く必 要が あ る と

考 える。
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〔寄稿 〕

将来 自動車用燃料 と
パ ワー トレイン技術 の動 向

星 博 彦(ト ヨタ自動車㈱ 第1材 料技術部燃料 ・油剤室 シニアスタッフエンジニア)

悩

1、 は じ め に

自動 車 が使 われ 始 め た極 く初 期 に は,

石炭 ガス を燃 料 とす る内燃機 関 が,そ の

後 は メ タ ノール や圧 縮天 然 ガス(CNG)

な どを燃 料 とす る内燃機 関 が継続 的 に研

究 開発 され一 部実 用 化 に至 った 。 また,

1900年 前後 にはスチ ー ムエ ンジ ンや電 気

自動 車,さ らに1970年 代 には ガス ター ビ

ンな ど も 自動 車用 に提 案 され て きた(1)。

しか しこれ らの燃料 お よび動 力源(パ ワ

ー トレイ ン)は 主 流 に な らず
,燃 料 と し

ては石油か ら製造 され るガソ リン,軽 油,

パ ワー トレイ ンと して は,そ れ を燃料 と

す るガ ソリ ンエ ンジ ン(火 花着火),デ ィ

ーゼ ルエ ンジ ン(圧 縮 着火)が ほ ぼ一 貫

して 自動車 に使 われて きた。

しか し,今,人 類 はエ ネ ルギ ー資 源,

都 市大 気環境,地 球環境 問題 に直面 して

お り,今 後 も,利 便性 の高 い 自動 車が 継

続 的 に使 わ れ る ため に は,二 酸 化 炭 素

(CO2)を 排 出す る石 油の みへ 燃料 を依存

す るこ とは多 くの問題 を孕 んで い る と思

われ る。今後 多様 化が避 け られ ない種 々

の一次 エ ネルギ ーか ら製造 で き,安 定 供

給 も可 能で,環 境 へ の負 荷 の少 ない将 来

自動 車用 燃料 とそれ を使 用 す るパ ワー ト

レイ ンの技術 につい て今一 度振 り返 って

み るこ とか らそ の多 くの課題 に対 し,新

たな展望が 開けて くる と思 われる。

2.自 動車 と燃料 の歴史

自動車 は1800年 以前 にスチームエ ンジン

か ら出発 した。 これは外燃 機関であ り,燃

料 は薪炭が主であった。 しか し,性 能的 に

優 れる内燃機関が19世 紀後半に出現 してか

らスチームエ ンジ ンは自動車用 に使 われ な

くなった。米 国のガ ソリ ンの歴史(2)で は,

初期 に原油 を蒸留 した低 オクタン価 ガソ リ

ンのみであった ものが,そ の後 の鉛 を主成

分 とするオク タン価向上剤 の実用化 と接触

分解 によるガ ソリンの増産 とがあいまって

オクタン価 向上 と供給量増 大が図 られ,一

気 にガ ソ リン 自動 車 の実 用 化 が進 ん だ。

1970年 代 か ら80年 代 にかけての第1次,第

2次 オイルシ ョックお よび,都 市大気の急

激 な悪化 は,各 種代替燃料 と代替燃料 自動
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車の活発 な研 究開発 を誘発 した。その結果,

各種代替燃料車(メ タノール,エ タノール,

圧縮天然 ガス(CNG),電 気 自動車)の 研

究開発 が進み,一 部の国,地 域で はエ タノ

ール
,CNGな どが 自動車用燃料 として使 わ

れ始 めた。ただ,ガ ソリン,軽 油 の利便性,

価格 には対抗で きず各国政府の援助があ り

なが ら,伸 び悩 んでいるのが実情 である。

しか し,地 球環 境 問題 な ど21世 紀 の大

きな課 題が議 論 される なかで,新 たな視

点 か ら水素 を含 む 自動車用代 替 燃料 が再

び議論 されつつあ る。

3.エ ネル ギー ・自動車用燃料の現状

と見通 し

継続的な研究開発に もかかわらず,自

動車の大部分 はガソリン,軽 油分を燃料

として使 ってお り,代 替燃料車は限定 さ

れている。少 なくとも2010年 以前 に他の

燃料が重要な位置付 けになることはない

と思われるが,そ の後は石油資源の問題,

二酸化炭素(CO2)の さらなる低減,自

動車排出ガスの根本的な解決 などが求め

られ,燃 料の種類,品 質が大 きく変化す

る可能性 も高い。

石油資源については種々の予測がある。

一部では 「2020年頃をピークに石油の供給

量は限界 に達する」 との見方(3)もあるが,

「重質油まで含めると,当 面石油枯渇は問

題にならない」 との見方も多い。いずれに

しろ,各 国政府は,政 治的な状況を反映し

て石油の安定供給に問題があると認識 して

お り,エ ネルギーセキュリティ政策を強力

に推進している。それらの政策が実施され

るに伴い,将 来の一次エネルギー供給源は

多角化 されると思われる。

今後の自動車用燃料のあるべ き姿につ

いては,一 次エネルギーの多様化に伴い,

自動車用燃料の多様化 も必至 との見方が

ある。また,既 設の膨大な自動車用燃料

供給 インフラを変革するには多大な費用,

時間がかかるため,不 必要な社会的投資

をで きるだけ減 らす意味で,既 存のイン

フラをで きるだけ使える形で燃料の種類

も絞 り込むべ きとの意見 もある。

4.将 来 自動 車 用 燃 料 とパ ワ ー ト

レイ ン

(1)各 種燃料の自動車用燃料 と しての特性

一般 に ガ ソ リ ンエ ン ジ ン(火 花 着 火)

　 　ユ　

はオ クタン価 の局い燃料 が要求 され,デ

ィーゼ ルエ ンジ ン(圧 縮 着火)で は セ タ

ン価**の 高 い燃料 が 要求 される。 しか し,

オ ク タ ン価 とセ タン価 は相 反 す る ため,

両方 に適 した燃 料 は存在 しない。 このた

め,揮 発性,粘 度,エ ネル ギー密度 な ど

燃料 特性 に基 づい て,使 わ れ る内燃 機 関

の種類が決 まって くる。

表1は,将 来 自動 車用燃 料 の候補(水

素 を除 く)と そ の特 性 を示 して い る。合

成燃 料 は一般 的 に極 めて純粋 で硫黄 もほ

とん ど含 まず,燃 料 そ の ものは大変 ク リ

*オ クタン価 はガソ リンのア ンチノ ック性 を示す指標 。燃料 の発 火性 が低 いほ どア ンチ ノック性 は高 くなる。

**セ タン価 はディーゼ ル燃料 の発火性 を示す数値。
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表1各 種燃料の自動車用燃料 としての特性(4)

低位発熱量
セタン価 オクタン儀 沸点範鋤

℃
砿黄
ppmMJ'kg 期」'し

DME CI 28.9 19.4 ～55～ 一25 ～0

Methanol Sl 19.9 燦5.8 107 65
～0

FT-Naphtha Sl{FC} 44.8 3α4 ～50(?) ◎～9◎(?〉 0～100(?)
用0

FT-Diesel Cl 43.8 34.1 70～ 150～3501?) ～◎

Eセhanol Sl 26.7 2◎.7 108 78 ～0

Bio-dlesel〈FAME) α 37.7 33.2 46-70 ～24

DleselFueI Cl 43.6 36.3 45～60 150～400 <10

Gaso甑e Sl 45.1 32.9 9◎司 ◎◎ 0～200 <10

Cl:ForDieselengineSI:ForGasolineEngine※ 数 値 は代 表 値

一 ンで ある。 しか し,ジ メチ ルエ ーテ ル

(DME)や メ タ ノール,エ タノー ルは容

量 当た りの発熱 量が低 いた め,燃 料 タ ン

ク搭 載 のスペ ースが小 さい小 型 自動 車用

には不 向 きで あ る。小 型 自動車 の 内燃機

関用 には,軽 油 と比 較 して も特 性上 の優
　　　

位性が高い合成炭化水素軽油のFTDが

向いていると思われる。

(2)パ ワー トレインの種類 と燃料

各種 自動車用パワー トレインと燃料は

密接な関連 を持 ちなが らその技術向上を

図 って きた。表2は,内 燃機 関の種 類 と

使 われ る可能性 の あ る燃 料 であ る。 イ ン

フラの整備 な どを考 える と,経 済性 を含

め総 合 的 に判 断 して,こ の 中か ら相 当絞

りこむ必要があ る と考 え られ る。

基本 的 には現 状 の ガ ソリ ン,デ ィーゼ

ル燃料 の品質 を向上 しなが ら,バ イオマ

ス や天然 ガス,石 炭 か らの合 成燃料 な ど

が使 用 され るケ ースが多 くな り,そ の 内

容 は大 きく変化す る可能性が ある。

水素 は,燃 料電池車 の燃料 と して優れて

お り,排 出ガス も極 めてク リー ンな燃料 で

表2パ ワー トレイン技術 と燃料(5)

」・蹴 麟 詣 将穀 用化櫛

、Powθ'7搬 ∫η

C礁4蜘`eε ノb'鈎 伽78.4漉o膨oわ 潔εF麗8Z5

蕊
詩

8
> ぎ ぶ

◎

ぜ ◎

ガソリンエンジン 4 》 ♂ 轟 蜘 。∫ 4 轍伽 β

デイーゼルエンジン 4 」雛
B∫¢,κ直

ω ρ'81勾

燃料鷺池 凌ザ 愉'ゐω
躍o∫ ヘノ

***FrDと は 、FisherTropshsyntheticDieselFuelの 略 で 合 成 法 の 開発 者 の名 前 を付 け た狭 義 のGTL(GasToLiquid)
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あ る。 さらに,CO2低 減 に大 き く寄与 する

と考 えられている太陽電池 やバ イオマスエ

ネルギーか ら,ま た,そ の他 の天然 ガス,

石炭 さらには重質油 など幅広 いエ ネルギー

源か らも製造可能で,エ ネルギー供給の安

定化 にも大 きく寄与す ると考 え られる。 し

か し,コ ス ト,供 給 インフラ整備 など課題

も多 く,広 く市場 に拡大するにはまだ相当

の時間 を要す ると思われる。

合 成燃料 は,石 油 だけで な く,天 然 ガ

ス,石 炭,バ イオマ スな どか ら合 成 ガス

を通 じて製造 す る こ とがで きる。 現状 の

ガ ソリ ン,軽 油 に比較 しエ ネル ギー供給

の安 定化 が期待 で き,し か も将来 の 内燃

機 関用 と して イ ンフラへ の投 資 は水 素 の

場合 よ りも大 幅 に少 な くて 済む。提 案 さ

れ ている種 々の合成燃料 の うち,例 えば,

FTDは 将来 の デ ィーゼ ルエ ンジ ン用 燃料

と して優 れ た点が多 く自動車 用燃料 と し

て,ガ ソ リ ン,軽 油 に混 合使用 で きる可

能性 が高 い。 しか し,合 成燃料 は一般 的

に製造 時 に多 くのCO2を 発 生 す るた め,

CO2削 減の観点か らは課題が ある。

(3)今 後の代表的パ ワー トレイ ン技術

今 後 の代 表 的パ ワー トレイン技術 の候

補 と して は,エ ンジ ンとモ ー タ を組 み合

せ るハ イ ブ リ ッ ド技 術 か デ ィー ゼルエ ン

ジ ンの低排 出 ガス化(低 エ ミッシ ョン化)

　　　　

技術,あ るい はその組 み合 わせ であ ろ

う。いず れ も極め て ク リー ンな排 出 ガス

を実 現 しなが ら,エ ネルギ ー効率 を大 幅

に向上 させ る技術 として期待 されてい る。

ハ イブ リ ッ ド技術 に使 われ る内燃 機 関

は基本 的 に は通 常 の もの と同 じで あ り,

特別 な燃 料 を必要 と しない。 しか し,低

排 出 ガスデ ィーゼ ル技術 で は,高 性 能 な

触媒 を含 むシステムの採用,例 えばDPNR

(DieselParticulateNOxReductionsystem)

な どが不 可欠 で,燃 料 につ いて は特 に硫

黄低減 が求め られる。 この シス テムには,

硫黄 や芳香 族 が含 まれずセ タン価 の高 い

燃料(ク リー ンデ ィーゼル燃料)が 要 求

され る。 そ の よ うな燃 料 の 候補 と して,

品 質改善 した軽油 以外 にFTDが 挙 げ られ

る。FTDを 使 うこ とによっ て,高 い性 能

を発揮 し,将 来 は低 排 出 ガスガ ソ リ ン車

(gl㎞〉 ※ 評価車両:触 媒な し 緩 内{O
,f5モ ード(gikm>

α35

0,3

蟹e.2s彗

α2

隻 α15象

α肇蒙

α05

G

JIS2号軽油

㎜ 謝 繍
3、5

3

2・5劇

2暴

1.58

1

α5

◎

炭化水素 窒素酸化物 粒子状物質 一酸化炭泰

HCNOxPMCO

図1FTD(GTL)の 排 出ガス低減 効果(6)

****有 害物質で ある一酸化炭素 、窒素酸化物 、炭化水素 、粒子状物 質の排 出 を少な くする技術。
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燃料囎耕

酸 駕触 媒

未燃燃料・CO浄化

燃親暖射ポンプ

燃親フぐ一ドガンプ

モンレール

緊急遮断弁

燃料ハ㌦ゾタンク

燃料(DME>

燃料タンタ

図2DMEデ ィーゼル 自動車技術(7)

と比肩するまで排出ガスを低減 させ られ

ると期待 されている。図1はFTDを 使用

した際の排 出ガス低減の例 である。この

例では,市 販エ ンジンを使い,FTDへ の

最適化がなされていないにもかかわ らず

大幅な粒子状物質の低減が認められた。

以下に将来 自動車用燃料 とパワー トレ

インの組み合せの具体例を示す。

[DME車]

DMEを 燃料 とす るデ ィーゼ ルエ ンジ ン

自動 車(DME車)の 開発 が進 め られ てい

る。DMEの 最大 の特徴 は粒子 状物 質 を全

く生成 しない ことであ る。ただ,自 動車 と

しては大幅な コス トア ップとなる種 々の専

用機器,部 品が必要(図2)で あ り,ま た,

専用の燃料供給 イ ンフラも必要 なため,一

般 のユーザが使用す る小 型乗用車 には向か

ない。 また,小 型乗用車 にはガソ リンエ ン

ジン も使用 で きるため,低 排 出ガスの観点

か らもメリッ トはない。 さらに,合 成燃料

であ るため,CO2の 観点か らも課題があ る。

[CNG車]

CNG車 は,デ イーゼル車代 替 の クリー

ン 自動 車 と して各 国で導 入が 少 しずつ進

ん でい るが,日 本 では計 画 に対 し普 及台

数 は少 ない。 国や 自治体 か らの大 幅 な補

助 に も関わ らず,イ ン フラを含め た経 済

性 の確 保 が困 難で あ る こと,性 能 が十分

で は ない こ と,燃 料 の1回 充填 あた りの

走行 距離 が通常 のガ ソ リン,デ ィーゼ ル

エ ンジ ン車 に比 較 し大 幅 に短 い こ とな ど

が原因 に挙 げ られる。

[燃料電池車]

燃料電池車は未だ開発中の技術であ り,

燃料(水 素)供 給 インフラの整備 も必要

なことから,当 面,実 用化が大幅 に拡大

することは考 えに くいが,次 世代の技術

として注 目されている。

図3は,1回 の燃料充填で走行で きる

最大距離 を各種燃料 自動車のケースで比

較 したものである。GTL(FTD)以 外の
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図3代 替燃料の航続距離比較(8)

燃料 は,現 状 のガ ソ リン,軽 油 に比べ 大

幅 に劣 る。 この ような燃料 は自動 車用 と

して使 われ る と して も限定 される と思 わ

れる。

6.将 来 自動車用燃料の意義と可能性

評価

将来 自動車 用燃料 の評価基 準 は,主 に

表3の5点 である。

① と③ にっい て は,パ ワー トレイ ンの

項 で既 に述べ た。 最近特 に議 論 に なって

い るの は,④ の総 合 効率 とCO2で あ る。

これ は,エ ネ ルギー,地 球環 境面 か らの

評価 とい うことに なるが,こ こ数 年大 変

活発 に実 施 され,各 種 将来燃 料 の候補 に

つい て一次 エ ネルギ ーの採掘 か ら自動 車

で使 われ る まで の総合 的 なエ ネルギ ーの

必 要量 とCO2の 発生 量が,「 石油 の井戸 か

ら 自動 車 の 車輪 まで 」(WTW:Wellto

表3自 動車用将来燃料の評価基準

① 自動車の性能
(1回 充填での走行距離,出 力他)

② 経済性(自 動車価格,燃 料価格,

燃料供給インフラ)

③ 大気環境性能(排 出ガス)

④ 総合効率CO2

(WTW効 率,CO2)

⑤ エネルギー安定供給(資 源量,

多様性),そ の他燃料自体の安全

性(毒 性,火 災危険性など)

Wheel)と して評価 され ている。車 の燃料

タ ンクを中間点 と して,そ れ以前 をWTT

(WeUtoTank),そ れ以 降 をTTW(Tankto

Wheel)と に分 けて議論 される ことが多い。

これ まで に,海 外 ではWTWに つ いての評

価結果が公表 されてい るが(9)(10)(11),日本

で も現在 公 的 な検討 が 進 んでお り,近 い

将 来公表 され る と思 われ る。 これ らの評
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価 では,各 種 プ ラ ン トの建 設,自 動 車 の

生産 時 のエ ネ ルギ ー消費 とCO2発 生 量 な

どは含 まれて お らず,ハ ー ドウエ アは既

存 の もの と して扱 われ てい る。 これ らを

含 ん だ 評 価 は,LCA(LifeCycle

Assessment)と して別 に議論 される(12)。

この よ うな評 価 が行 われ た背 景 には,

水 素 を燃料 とす る燃料 電 池車 の位置 づ け

を明確 化 す る とい う目的 があ っ た。 この

た め,水 素 につい て は,い くつか の生産

方式 について詳細 な検討が なされ ている。

こ こで は,米 ゼ ネ ラル モ ー タ ー ス社

(GM)が 欧 州 の 研 究 所LBST(L-B-

SystemtechnikGmbH)に 委託 して まとめ

た結 果 を図4に 紹介 す る。現状 の ガ ソ リ

ン車(GasolineICEMTA)を 基準 に,水

素 を燃 料 とす る燃料 電池車 は概 ねエ ネル

ギ ー効 率,CO2排 出量 と も改 善 され る結

果 とな ってい る。一 方,水 を電 気分 解 し

て製造 した水 素(CGH2EU-El-Mixonsite

FC)に つ いて は,現 在欧州 の電力 の多 く

が石 炭火力 に頼 ってい るため,水 素 燃料

電池 自動車 とい え ど もエ ネル ギー効 率,

CO2発 生量 と も大 幅 に悪 化 す る結 果 とな

ってい る。 また,特 徴 的 にはバ イオマ ス

を原料 とした燃料 は製造 時 に必 要 なエ ネ

ルギ ーが ガ ソ リン製造 時 よ りか な り多 い

が,CO2の 面 で は大 きな低減 効 果が あ る

と され てい る。 これは,バ イオマ スが空

気 中 のCO2を 吸収 して生育 す るこ とか ら,

その吸 収分 が差 し引 か れてい る ためで あ

る。

(2)そ の他

各種燃料のコス ト(価 格)は 将来の各

燃料の可能性 を評価す る上で極めて重要
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だが,公 平 な立場 で公表 された と判断 で

きる資料 は少 ない。 一般 的 には発 熱量 当

た りの コス トは,2020年,2030年 を展望

して も,ガ ソ リ ン,軽 油 に匹敵す る安価

な燃料 は出現せ ず,優 れ た燃料 の市 場導

入 に は環境 面 やエ ネル ギー セキ ュ リテ ィ

面 か ら各 国政府 の補 助 が必須 の状 況で あ

る。 さ らに,燃 料供 給 イ ンフ ラの 整備が

必要 な場 合,さ らに多 くの投資 が必 要 と

思 われ る。近 い将来,公 平 な立場 で この

ような経済性 につい ての検討が望 まれる。

済性 に優れ る。効率,CO2発 生量 は,燃 料

の軽 油その ものの製造効率が優れている こ

と,デ ィーゼ ルエ ンジン自体の効率の良 さ

か ら現状 ガソ リン車 よりも優れる。しか し,

排出ガス低減 のための システム,部 品 コス

トは上昇す る と思われる。総合的 には,将

来の有力 なパ ワー トレイ ン候補であ る。 さ

らに,ハ イブ リッド技術 をデ ィーゼル車 に

も展 開す ることで大幅な効率 向上,CO2低

減が可能だが,コ ス トとの兼ね合い を考慮

す る必要があ る。

7.将 来自動車用燃料の評価例

以上か ら,各 燃料 についての総合的な

評価 を試みる。これらの評価 には大変多

くの議論があ り,評 価 の一例であること

を予めご了解いただ きたい。

(1)ク リー ンガ ソ リン

硫黄 や芳香 族 を少 な くし排 出 ガス を減

ら した ク リー ンガソ リ ンは,将 来,さ ら

な る排 出 ガス低 減が 図 られ る。 ハ イブ リ

ッ ド技術 の応 用 によ り,ガ ソ リン車 の性

能,効 率,CO2発 生 量,燃 費 な どは大 幅

に改 善 され るが,や や コス ト高 にな る。

総 合 的 には,各 種 ハ イブ リッ ド技 術 を適

用 した ガ ソリ ン車用燃 料 と して優位性 を

保 つ。

(2)ク リー ンディーゼル燃料

デ ィーゼル車の車両性能,燃 費は現状 の

ガ ソリン車 を上回 る。また,税 制の影響 を

受けるが,燃 費が良好 な こともあ り燃料経

(3)CNG,LPG(液 化石油 ガス)

この2つ の燃料 は原料 も異 な る場 合が

多 く,車 両技術 も異 な るので一 緒 に論 ず

るには少 し無理 が あ るが,い ず れ も高 コ

ス トの専用 イ ンフラと車両が必 要であ る。

限定 され た地 区 にお い て,政 府 の主導 ・

補 助 の もとに限定 され た車 種(バ ス,ト

ラ ックな ど)で 今 後 除 々に台数 は増 え る

が,欠 点 も多 く主流になる ことはない。

(4)FTD

FTDは,現 状 の デ ィーゼ ルエ ンジ ンで

も基本 的 に使 用可 能 で,ま た,現 状 の軽

油へ 混合 して使用 す るこ とも可能 であ る。

特 別 な イ ンフラ を必 要 とせ ず,特 性 も極

め て ク リー ンなため,将 来 の デ ィーゼル

車 用燃 料 と して大 変期待 され てい る。 た

だ,コ ス ト的 な問題 があ り,現 在 明 らか

になって い る製造計 画 の範 囲で は,2010

年以前 に供給 量 が大 幅 に増 加す る こ とは

な く,よ り将来 の燃料 で あ ろ う。当初 は

最 もコス ト的 に安 価 な天然 ガス を原料 と
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したGTLか ら分離 精製 される製造 法が 主

流 だが,こ の燃料 は,バ イオマス,石 炭,

重 質油 か らガ ス化 を経 て も製造 可能 であ

り,一 次エ ネ ルギー の多様化 に対 応可 能

で あ る。 た だ,製 造 時 にCO2を 多 く発 生

するため,こ の点の解決が必 要であ る。

(5)DME,メ タノール

DMEや メ タノール はFTDと 同様,各 種

炭 素含 有資 源 か らガス化 を経 て製造 で き

る燃料 であ り,将 来燃料 としてFTDと 同

等 の意味合 い を持 つ 。 しか し,自 動 車燃

料 と して は,FTDと は 大 き く異 な る 。

DME,メ タノールは,い ず れ も酸 素含有

のエ ネルギー密度 の低 い燃料 であ るため,

小 型車 用燃 料 と しては大 きなハ ンデ ィキ

ャ ップが あ る。 また,燃 料 系部 品,材 質

に特殊 な ものが 要求 される な ど,自 動 車

用燃料 として経 済性 を含 め将来 の課題 へ

対応す る代替燃料 と しての優位性 はない。

(6)バ イオエ タノール

穀 物 の発 酵 な どで製造 され るエ タノー

ル は現 在 ブ ラジル,米 国な どで広範 に使

用 されて い る。 ほ とん どは ガソ リンに10

～25%程 度混合 して使 われ てい るが
,一

部 で は高 濃度(85%)で 専用 車 あ るい は

フ レキ シブ ル燃料 車 で使 用 され て い る。

た だ,自 動 車用 燃料 と して はあ ま り優 れ

た特性 はな く,各 国の農業 政策,エ ネル

ギ ー政策 と して国が補 助 をす る こ とによ

り実用 化 され てい る。バ イ オ燃 料 と して

CO2低 減 に寄与 す る可能 性 もあ るが,現

状 の製 造法 で は加 熱 な どに石油系 燃料 を

使用 してい るた め,場 合 に よって は,期

待す るほ どCO2低 減 に寄与 しない。

(7)バ イオデ ィーゼル燃料

軽油 に数%混 合 して使 われ てい るケ ー

スが あ るが,現 状 で はそ の使 用量 は極 め

て少 ない。 欧州 で はす で に5%ま で の混

合 が 認 め られ て い る。 エ タ ノー ル 同 様

CO2低 減 の 可能性 はあ るが,酸 化 安定 性

が悪 い な ど,自 動 車用 燃料 と して優 れ た

特 性 は ない。将 来 はバ イオマ ス を一 度 ガ

ス化 してFTDを 製 造す るプ ロセ ス も提 案

され てい るが,コ ス トの 問題 が残 る。 た

だ し,製 造 法が確 立 しコス ト低 下が 図 ら

れれ ば,デ ィーゼ ルエ ンジ ン用 燃料 と し

て ほ とん どの面 で現状 燃料 よ りも優 れ た

もの となる と,自 動 車 メー カか ら大 き く

期待 されてい る。

(8)リ ニューアブル水素

(再生可能エネルギーで製造された水素)

水素はあらゆる一次エネルギーから製

造可能だが,化 石燃料か ら製造する水素

は現状 のガソリンに比べCO2の 観点で大

幅 な改善にはならず,大 規模 なインフラ

整備 をする意味は薄い と考 られる。再生

可能エ ネルギーか らの水素 は排出ガス,

CO2,エ ネルギー供給 など,今 後の大 き

な課題全てに大幅な改善が可能であ り,

将来燃料 としては有望である。 しか し,

経済性,車 両性能では未だ大 きな課題が

あ り,こ のような課題が解決 されて初め

て水素燃料電池車の本格的実用化が可能

になると思われる。
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8.将 来 自動車用燃料 とパワー トレイ

ンに関 するま とめ

以下 の5点 を挙 げる ことがで きる。

● ガ ソ リン,デ ィーゼ ル燃料 を使 用 した

内燃機 関 は将 来 と も最 重要 技術 で あ り,

さらな る低 排 出 ガス化,低CO2化(燃 費

向上)の 努力 が必 要。 ハ イブ リッ ド技術

はその有 力な手段 の1つ と考 えられ る。

● 今後継続的に自動車が使 われるために

は,エ ネルギー資源,都 市大気環境,地

球環境問題 に対応 し,か つ経済的な燃料

製造,自 動車技術の開発が重要。

● 自動車用燃料 においても,WTWでCO2

発生量の少 ない代替燃料の利用は重要。

また,エ ネルギーの 安定供給の観点から,

様 々な原料か ら製造可能な合成燃料,水

素を自動車燃料 として活用することが期

待 される。

●代替燃料の普及のためには,総 合的な

判 断が求め られるが特 に燃料 の利便性

(エネルギー密度,供 給安定性等)は 重要。
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●究極のパ ワー トレインである燃料電池

の普及は,イ ンフラの整備 などが各国政

府主導で進められること,ま た,残 存す

る多 くの技術課題の解決が実用化にあた

っての先決である。
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〔調査研究報告〕

地層処分の意思決定 に関わる調査研究
一 事例調査に基づく考察一
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1.は じ め に

わが国では,原 子力発電で燃料 として

使 われた使用済燃料は,再 処理 によ り再

度原子力発電所で使われるウランとプル

トニウムを抽 出す るリサイクル路線が採

られている。再処理により発生する放射

性廃棄物の うち,放 射能 レベルが高 く寿

命(半 減期)の 長い放射性核種を含む高

レベル廃液を固化 した,い わゆる高 レベ

ル放射性廃棄物 は深い地層 中に処分 され

ることがわが国の方針である。

地層処分は,20世 紀 の半 ばに概念の元

になる発想が現れ,そ れ以来,約 半世紀

は処分事業の実現 を目指 して主 として技

術領域で研究開発が進め られた時代 とい

うことがで きよう。その後,達 成 されて

きた研究開発成果 をよりどころに,一 部

の国では処分実現化の計画がみ られた。

計画が順調に推移 している国がある もの

の,多 くの国で具体的なサイ ト問題 に直

面する段階などで,「 ある種の壁」 につ き

あた り,地 層処分の進め方や管理方策の

見直 しあるいは変更を経験 してきている。

本小論 では,地 層処分の歴史 を概観(2

節)し た上で,そ のような大 きな流れの

中で20世 紀の終わ り近 くになってい くつ

かの国が経験 した事例 に着 目し,ど の よ

うな議論がな されその後の道筋が示 され

たかを辿ることにする(3節)。 最後にそ

れらの国の経験か ら得 られた参考事例 に

ついて考察を試みることとする。(4節)

2.地 層処 分 の歴 史 的変遷(概 観 一

国際機関での検討を中心にして一)

(1)1950年 代 か ら80年 代 まで

高 レベル放射性廃 棄物(HLW)を 深 い

地 中 に隔離 して処分 す る方法 は,1950年

代 にい くつかの論 文で提 唱 された。

米 国で は,国 防廃 棄 物 の うち放 射 能 レ

ベ ル の高 い いわ ゆ る高 レベ ル放射 性廃 液

が,タ ンク貯 蔵 され てい たが,こ れ を安

定 的 に管 理 す る 方 法 につ い て の議 論 が

1955年 にプ リ ンス トンで行 なわ れた。 こ

の ときの議 論 な どを もとに,1957年 に全

米科学 アカデ ミー は,『 陸地 にお ける放射

性 廃 棄 物 の 処 分(TheDisposalof

RadioactiveWasteonLand)』 と題す る報告

書 を取 りまとめ公 表 した。 それに よれ ば,

一80一
季報エ ネルギ ー総合工学



高 レベ ル放射性 廃棄 物 の処分 の将 来 もっ

とも有望 な方 法 は,岩 塩 層へ の定 置 であ

ろう とされた。

1960年 代 には研究開発 が本格 的に開始 さ

れ るようにな り,ド イツのア ッセの岩塩鉱

山跡では,原 位置試験が 開始 されている。

1970年 代 になる と,多 国間共 同研 究 あ

るい は国際共 同研 究 開発 が活 発化 し,地

層処 分 に関す る研 究 開発 が大 き く進展 し

た。特 に経済協 力 開発機 構 の原子 力機 関

(OECD/NEA)が1975年 に発足 し,そ のす

ぐ後 にス ター トしたス ウェー デ ンの ス ト

リーパ(鉄 鉱 山跡 地)で の 国際共 同研 究

開発(1977～1992年)は,典 型 的 な例 で

あ る。1960年 代 か ら1970年 代 を通 じて,

地層 処分 に必 要 とされる技術 や安 全性 を

評価 す るた め に必 要 なデ ー タの取 得 のた

め の技術 開発 や デー タ取 得 が徐 々 に行 な

われて きた。

1980年 代 には,そ の ような技術開発 の進

展 を受けて,地 層処分の実現可能性 を評価

す るとともに,地 層処分 の実現 に向 けたそ

の後 の課題 を明 らか にする 目的で,実 現可

能性研究 が行 なわれ る ようになって きた。

その代 表例が,ス ウェーデ ンのKBS-3や ス

イスのPr・jectGewahr1985な どである。

この ような技 術面 で の進展 がみ られ る

中,別 の側 面 か らの検討 が提 起 され,行

なわれ た。

1982年 にOECD/NEAが 公表 した報告書,

「放射性廃 棄物 の処分,含 まれ る原則 の全

体像」では,そ れ まであ ま り明確 に されて

こなかった面 につ いて検 討が行 なわれた。

同報告書 で は,高 レベ ル放射 性廃 棄物 の

表1地 層処分の歴史区分と代表事例

年 代 代表的な事例

1950 地層処分の提唱
IAEA,Gelleva会 議 の論 文(1995)

米国,プ リンストン会議(地 中処分を議論,ig55)

米国,全 米科学アカデ ミー(NAS)の 報 吉書(1957)

1960 研究開発のスター ト
ドイツ.ア ッセ鉱由(1965)他

1970 国際共同研究のスター ト
0εCDINEA発 足(1975)

スウ ェ ー一デ ン,ス トリー一パ地 ド研 究 施 設(1977-1992)

1980 実現可能性研究
スウ ユ∴ デ ン,KBS-3(1983)

ス イス,Pr句ectGew註hrl985(1985)

1990 倫理 ・環境的側面の検討
OECDINEA,地 層処分 に関する環境,倫 理 の側面に閃する

ワー クショップと議論 の結果に基づ くレポー ト(Collective

OPmion)の 作成(1994-1995)

米国NASINRC,地 層処分の戦略的展開,意 思決定 に関する

ワ ー・クシ ョ ップ(1999)

2000+ 処分事業実現化

処分を含 む放射性廃棄物の管理方法の選

択 を行なうための道筋が示 され,最 終的

にHLWを 深い地層 中へ処分することの合

理的な妥当性があらためて示 された。

この ような各 国あるいは国際的枠組み

での研究開発の進展お よび専門家の間で

の地層処分概念の再確認作業などを経て,

1980年 代後半以降,い よい よ処分事業の

実現化 の動 きが,ス ウェーデ ン,米 国,

ドイッなどい くつかの国で見 られるよう

になった。 一方,1980年 代半ばころまで

に達成 されてきた地層処分開発 の進展 を

受けて,国 際原子力機i関(IAEA)で は,

地層処分実現 に向けて必要 とされる安全

規制の考 え方や基準類の整備が行 なわれ

るようになった。1989年 にとりまとめら

れた,安 全シリーズ99は,高 レベル放射

性廃棄物処分のための深地層処分場設計

のために,国 際的に合意された原則 と基
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準 を提 供 す る こ とを目的 に専 門家 の 間で

取 りま とめ られ た文 書 であ った。専 門家

の 間で は,地 層 処分 事業 へ と りか か る基

礎 が,そ れ まで の研 究 開発 に よ りほ ぼ得

られ る段 階 に達 した こ とを意 味 して いる

と理解す るこ とが で きる。

この こ とは,OECD/NEAが1991年 に と

りま とめ た長 期安全 評価 レポ ー トで も明

確 に された。す なわち,同 報告 において,

NEAの 放射性廃 棄物管理委 員会 とIAEAの

国際放射 性廃 棄物 管理 諮問委 員会 は,次

の ように述べ た。

「・注意深く設計された放射性廃棄物処分システ

ムが人間および環境に与える潜在的な長期の放

射線学的影響を適切に評価する安全評価の方法

は今日得られていることを確証し,かつ,

・提案された処分サイトから得られる十分な情

報と合わせ安全評価方法を適切に用いることは,

特定の処分システムが現在と将来の両方の世代

に対する満足すべき安全のレベルを社会に提供

するかいなかを決定する技術的な基礎を用意し

うるものと考察する。」

(2)1990年 代 一20世 紀末の1つ の到達点一

一方
,1970年 代か ら顕著 になってきた環

境問題 は,地 層処分 において も同様で あ り,

一般か らも
,地 層処分の長期 にわたる安全

性 な どについて懸念が示 される ようにもな

って きた。 この ような時期 に,い くつかの

国では,地 層処分 の実現化へ 向けて踏み出

す準備が具体 的に進行 し始めた ものの,主

として技術 以外 の要 因つ ま り社会 の合意 を

得 るこ とが なかなか難 しい とい う点 から足

踏 みせ ざるを得 ない状 況になった。

1995年 にOECD/NEAが 公表 した環境 と

倫 理 に関 す る報 告書 は,こ の ような世界

的 な状 況 の要請 も一 因 とな って議論 され

取 りま とめ られ た とみ る こ と もで きる。

「長寿命放射性 廃棄物 の地層 処分の環境 的

お よび倫 理的基礎 」と題 す る報 告書 で は,

検討の動機 を次 のよ うに述べ ている。

「有害な化学物質の管理を含め,工 業的発展に係

る多くの環境防護の状況に関し,放 射性廃棄物

の安全な処分には,社 会の要求を反映する基本

的倫理原則と同様に,生 物圏への影響の可能性

に関する広範な科学的,技 術的要因の考察が必

要である。

この分野の技術的水準は比較的高 く,ま たよ

く知られてもいるが,時 には提案された取り組

み方や行動についての再評価を求めて,幅 広い

意見が出される。他の多くの分野と同様,広 範

に国際的な意見交換をすることは,含 まれる問

題を明確にしたり,適 切な解決を探る国当局を

援護する合意点の形成に役立つ。」

同報告書において,専 門家で構成 され

る放射性廃棄物管理委員会(RWMC)の

集約意見(一 部)は 以下の通 りである。

「・地層処 分方策 は,基 本 的 な倫理 的及び環境 的

考察 に対 して敏感 で あ り,即 応的 で あるよ うに

計画 され実施 され得 ることを確認 し,

・環境 的 に も倫理 的 に も,数 百年以 上 にわ たっ

て生物 圏 か ら隔離 されるべ き長寿命 放射性 廃棄

物 に対 す る地層処 分場 の開発 を続 けるこ とは正

当化 され ると結論 し,

・地層処 分計 画 を段階 的に実施 する ことによ り,

科学 の進 歩 と社 会 の受 容性 に照 ら し合 わせ て,

数十 年に わた って状況 の変化 に適応 でき る余 地

が残 り,将 来他 の選択 肢 が開発 され得 る可能性

を排除 しない ことを結論 する。」

このような,幅 広 い視点か ら検討 され

て示 された基本理念 を実現 に移すにあた
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っては,米 国 ヤ ッカマ ウ ンテ ンプ ロジェ

ク トにおけ る総 合 シス テム性 能評価 の手

法 な どにあ る ように,技 術 的 に不確 実 な

要素 を段 階 的 に減 ら してい く とと もに,

上述 の検討 にみ られ る世代 間の公平 性へ

の配慮 とい う観 点 か ら も,地 層 処分 は段

階 的 に進 め られ る ことが 関係 者の 問で は

コ ンセ ンサス になっている。

また,従 来技 術 的側面 に重 点 をおい て

活 動 して きたOECD/NEAのRWMCは,

1999年 に公 表 した報告書 におい て,長 寿

命放 射性廃 棄物 の 地層処 分 に関 し専 門家

の 間で到達 した合 意 につ い て次 の ように

述べ てい る。

「NEAの放射性廃棄物管理委員会(RWMC)は,

主に長寿命放射性廃棄物の深地層処分に関する

技術的側面に重点を置いてきた。これらのプロ

グラムの最近の成果のひとつは,処 分サイ トの

適切な特定と特性評価が可能であること,廃 棄

物処分による住民への短期的な害が生じないよ

うに,地 層処分場を設計可能であること,ま た

規制上の対象となる期間を超過した,ず っと遠

い将来まで許容可能な安全性レベルを達成 しう

るということについて,参 加各国の専門家が合

意に至ったことである。そのほか,原 子力の恩

恵をこうむってきた現世代が,廃 棄物を永久に

処分する手段を将来の世代に提供すべきである

という点についても,専 門家らは合意 してい

る。」

こ の よ う な 合 意 と認 識 を 踏 ま え,

RWMCは 今後 強化 してい く領域 につ いて

技術 以外 の幅広 い領域 を示 し,各 国 間の

橋渡 し的 な役 割 を強化 してい くこと を述

べ ている。

「放 射性廃棄物 管理,特 に処 分計 画の さ らなる発

展 に向 けた進歩 が最 も有益 で ある とRWMCが 考

える戦略 的側 面 を定義 し,さ らに詳細 に述 べ る。

RWMCが その 実力 を実証 してきた技術分 野での

実績 に基づ き,RWMCは 技術 の進 歩 と規 制上の

展 開,そ して社会 的 な問題 に関す るデ ータ を政

策決 定 プロセ スへ取 り入れ るため の橋 渡 しとな

る取 り組 み を強化 してい るこ とが容 認 されて い

る。」

3.政 策転換の事例

本節では,地 層処分計画におけるある

種 の 「転換点」 に着 目し,転 換 にいたる

背景 を探 り,ど の ような議論がなされそ

の後 どのような道筋が示 されたかを辿る

ことにす る。具体的な事例の対象国 とし

て フランス,ス ウェーデン,ド イツ,ス

イス,米 国,カ ナダの6力 国について調

査 ・検討 を実施 したが,こ こでは,紙 幅

の関係上,フ ランス,ス ウェーデンお よ

びカナダにおける経験を紹介する。

なお,3力 国の 「転換点」の背景 にあ

る特徴 を把握するため,時 系列に従い3

段 階に区分 して事実情報 を示すこととし

た。それら3段 階の意味するところは次

の通 りである。

第二 段墜:処 分事業の実現 に向けた動

きに対 し,事 業に対する不信感,不 安感

などに基づ くある種 の緊張が生まれ,そ

れが社会的に無視することがで きないよ

うな反対意見の主張や反対運動などの動

きとして具体的に目に見える形で現れる

ようになった段階(転 換点前)。

第三壁:第 一段階の終期 にみ られた

反対の動 きな どの顕在化を経 て,事 業 に

対する再検討等の社会的過程が見 られた
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段階(転 換点)。

第三段踏:第 二段 階を経て,新 たな枠

組みで処分事業の実現 を目指す ようにな

った,あ るいは代替案 も含めた新 しい枠

組みで研究 開発 を進 めることになった,

などの動 きがみ られた現在 につながる段

階(転 換点後)。

(1)フ ラ ンスの場 合

フラ ンス におけ るHLW処 分 政策 の変遷

と主要な転換点について概観 し,1990年 の

モラ トリアムに至るまでの,主 として科学

技術主導により進められた立地活動の時期

を転換点に至る第1段 階とした。第1段 階

における経験に基づいて議論 され1991年放

射性廃棄物研究管理法の制定の時期を転換

点の時期(第2段 階)と 位置付けた。同法

制定後を第3段 階とし,研 究管理法制定後

の研究開発活動について調査 した。調査結

果の概要を表2に 示す。

表2フ ランスの各段階の特徴的な事例

一1979年:ANDRA設 置

一1983年:ANDRAは ,フ ランス国内で処分にとって好 ま

しい可能性のある地域の一覧を作成。

-1984年6月:フ ランス政府は,深 地層処分サイ トを見つ

け出すとの政府決定を正式に発表。

.1987年:PaulGoguel教 授を委員長 とする専門家 グループ

が政府 に提出 したサイ ト選定基準に関する勧告(1987年

5月,通 称Goguelレ ポー ト)に 基づ き,HLW処 分が可能

な4種 類の地層,粘 土層,岩 塩層,花 商岩層及び片岩層

を特定 し,各 地層を持つサ イトでの若干の調査作業を開

始。

-1991年 頃までに,全 サイ トでの特性評価を完了 し,原 位

置サイ ト妥当性研究施設(URL)を 建設する1ヶ 所のサ

イ トを選定することを要請。

-1987年2月 と3月:ANDRAは ,事 前通知お よび事前交

渉又は対話 なく,4ヶ 所のサイ トの地域住民 に対 し地質

学的調査開始を発表。

一各サ イト候補地の地域住民からの激 しい抗議運動。

一当時の ミシェル ・ロカール首相は,フ ランスの廃棄物管

理戦略全体に対する再評価を可能にするため,放 射性廃

棄物に関連した全ての研究 を少な くとも1年 間凍結する

と宣言。

・同首相は,こ の凍結を宣言した後に,議 会科学技術選択評

価室(OPECST)に 検討を要請。

-OPECSTの 報告書(ク リスチャン・バタイユ国民議会議員

により策定)が,1990年12月 に政府に提出され,1991年1

月 に公表。

・1991年12月:放 射性廃棄物管理研究法が成立。

同法は,3種 類の研究オプションに対する検討を求めた。

・放射性廃棄物に含有される長寿命放射性元素の分離と核変換

・地下研究施設の建設を通じた地層への深地層処分

・放射性廃棄物の前処理と長期地上貯蔵

一柔軟な段階的アプローチによる研究開発 の推進。 ・代替

処分方策の検討,第 三者機関による評価,・1ヶ 所以上の

地下研究施設の建設及び処分場建設を実施する前段階で

の新規法律の施行等。

-ANDRAの 当初の研究は,深 地層処分オプションに大 き

く偏重。しか し,1997年6月 成立の社会党主導の連立政

権は,ANDRAで の研究の重点を変更 し,バ ランスのと

れたHLW管 理 オプション研究 を要望。

-1998年6月:国 家評価委員会(CNE)は 回収可能性に関

する報告書を公表。将来世代 による新たな技術 開発成果

の活用の選択等 を可能にする回収可能性は処分場の設計

の中で廃棄物の回収可能性を考慮すべ きと評価。

一地層処分に関しては,ANDRA長 官は,1999年11月 に米

国エネルギー省の主催で開催 された地層処分場に関する

国際会議において,深 地層処分に関 して 「最重要」とさ

れる3つ のルールを指摘。

(D「各国において,懸 案となっている問題に対して直ちに

対処すること」

(2)「将来の世代が選択するのであれば,義 務的なものでは

ないが,回 収できる可能性を将来の世代に提供すること」

(3)「処分場の 『記憶』を長く留められるようにすること」

-1993年 ～:バ タイユ ミッションにより,ビ ュールでの地

下研究所の設置。

-1999年 ～2000年(中 断):花 歯岩 ミッション活動開始 と

中断。
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(2)ス ウェーデンの場合

スウェーデンにおけるHLW処 分政策の

変遷 と主要な転換点 を追跡調査 し,1980

年代半ばに足踏みを経験することになっ

たそれまでの調査研究お よび立地活動の

時期 を第1段 階 とした。調査研究活動の

制約を打開すべ くスウェーデン国内で広

範な議論が行われた1980年 代半ば以降か

ら新 たな方向を示すことになったSKBに

よる"RD&DProgramme92"(研 究 ・開発

お よび実 証計 画)公 表時点 で ある1992年

まで を第2段 階 と位 置付 けた。処 分場 開

発 活動 に関 して変 更が み られ,新 た な 目

標 の達成 を 目指 した動 きが み られ るそれ

以 降 を第3段 階 と位 置付 け,比 較 的最 近

にい たる までの状 況 を ま とめ た。 調査結

果 の概要 を表3に 示す。

表3ス ウェーデンの各段階の特徴的な事例

一1972年:ス ウェーデン核燃料廃棄物管理会社(SKB)

設立。

-1977年:原 子力条件法制定

一1977年:SKBは 放射性廃棄物処分 の実現可能性 に関す

る評価書KBS-1を 公表。

-1978年:SKBはKBS-2を 公表 。

L使用済燃料は,集 中保管施設で40年間保管後,地 上の封入

施設で燃料棒に分解し,銅 キャニスターなどに封入。

2.鋼キャニスターは,深 さ約500mに 建設される最終処分場に

定置。(直 接処分)

3施 設は,監 視が必要と考えられる間は開けたままとする。

その後,ト ンネルと立坑に石英砂とベントナイトの混合物

を充填して密封。

4.燃料集合体の金属部材を固めたコンクリート固化体は地下

300mの 岩盤中に建設される別の処分場に処分する。

-1983年:SKBはKBS-2を さらに詳細 に検討 したKBS-3

を公表。

-1977年 か ら1983年:SKBは,ス ウェーデン国内全域

の11ヶ 所 において研究サイ トの調査 を実施。7ヶ 所で

の詳細調査の実施。その内のい くつかは地元自治体の

反対で調査中止。SKBは,調 査を机上調査 に限定する

ことを決定。1985年 か ら1992年 まで,研 究の大部分 は

実験室や研究所での研究。

一1987-88年:放 射性廃棄物の倫理的側面から処分概念,

プロジェク トの進め方 について議論。段 階的アプローチ

の基礎を提唱。

プログラム92は,立 地と技術研究の両方に対 して包括的

なアプローチを明確に提示。RD&Dプ ログラムでは,地

下研究施設における封入作業や研究と並行して,処 分場

立地を段階的に進めるプロセスを提示。

-R&Dプ ログラム89(研究開発計画)に 関する政府決定。

SKBが 行う最終処分場のサイトに関する選択は,詳細な

特性評価を実施するためのSKBの 申請を別の機関が審査

する!

-RD&Dプ ログラム92で,SKBは 処分場の立地には社会的

受容性が重要であることを認識し,自治体と作業を進め

る戦略を決定、

一1992年の初め:SKBは224の 自治体全てに対 してフ ィージ

ビリティ調査に参加するように募集。 この募集 により,マ

ラ(Mala)とス トルマ ン(Storuman)で のフィv・一一ジビリテ ィ調査

実施。(後 に,両 自治体とも住民投票 を実施 し,調 査継続

を辞退)

一第2ラ ウンドとして,Nyk6ping(ニ ーチェピング),

varberg(バ ルベリ),6sthammar(エ ス トハ ンマル),

Oskarshamn(オ スカー シャム)に 的を絞 って手紙 を出 し,

その結果,ニ ーチェピング,エ ス トハンマル,オ スカーシ

ャムの3ヶ 所が参加 に同意 した。後になって,更 に2ヶ 所

の 自治体(ハ ルスフレッ ドとティエルプ)が フィージビリ

ティ調査 に同意。

-2000年11月:SKBは ,テ ィエルプ,エ ス トハ ンマルお よび

オスカーシャムをサイ ト特性調査段階の場所 として選定。

-2001年 正2月4日:エ ス トハ ンマルの議会はサイ ト特性調査

の受け入れを決定。

-2002年3月:オ スカー シャムは,サ イ ト特性調査の受け入

れを決定。

一1992年:SKBはRD&Dプ ログラム92を 発表 し,地 層処分 一2002年4月:テ ィエル プは,サ イ ト特性調査の受 け入れを

場 プログラムに関 し,従 来 と異なる対策を提案。RD&D拒 否。
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(3)カ ナ ダの場 合

カナ ダでは,1970年 代 後半 か ら本 格化

した核燃料廃棄物管理計画がほぼ順調に

推移 し,そ の成果を環境影響評価書の形

に と りま とめ た1994年 頃 まで を第1段 階

と位 置付 け た。第2段 階 は,そ の後 の カ

ナダにおける核燃料廃棄物管理計画に変

更を促す ことにつながった,環 境影響評

価書の レビューとその後の政策検討の期

間,つ ま り1995年 か ら2000年 頃 ま で と し

た。 第3段 階 は,第2段 階で の議 論 に基

ついて,「 核燃料廃棄物の長期管理に関す

る法案」が議会に提 出された2001年 以降

と した。調査結果の概要 を表4に 示す。

表4カ ナダの各段階の特徴的な事例

一1952年:カ ナダ政府は連邦国有会社,カ ナダ原子力エネ

ルギー公社(AECL)を 設立。

-1975年:AECLは ,カ ナダ地質調査所 に対 しカナダの地

層構造が使用済燃料の処分 に適合 しているか否かを評価

す るための調査を依頼。

-1977年:カ ナ ダ ・エ ネルギー ・鉱 山 ・資源省はカナダに

おける最適 な処分法 を特定するための研究 を開始。地層

処分 を含め代替案 を検討 した結果,使 用済み燃料 の地層

への埋設処分が最 も可能性の高いオプシ ョンであると結

論。 さらに,花 商岩中に深 く埋設することを推奨。

-1978年:連 邦政府 とオンタリオ州政府は,カ ナダ盾状地

の火成岩 中の地層処分概念 をAECLが 研究開発すること

を決定。廃棄物の貯蔵,輸 送,安 定化処理お よび深成岩

中への処分の技術 開発 と実証,処 分サ イ ト選定に必要な

手法や技術の開発 と実証,処 分概念 についての環境,安

全面か らの評価などを目的とした,核 燃料廃棄物管理計

画(NFWMP)を 策定。

-1980年:オ ンタリオ電力計画王立委員会は,オ ンタリオ

州政府に対 し,HLW処 分 に関する研究開発が1990年 時

点で満足すべ き進展み られない場合,同 州 における原子

力発電プラン トの新規建設一時停止命令を出 さざるを得

ない旨表明。

-1981年:(8月)カ ナダ政府 とオンタリオ州政府 は,核

燃料廃棄物処分計画 に関するカナダ/オ ンタリオ共 同声

明を発表。

声明の内容は以下の通 り;

「いかなる処分地選定も,処 分概念が国民に受け入れられる

までは実施 しない」。

政府は 「この評価過程の展望,関 係機関の役割と責任,お よ

び国民が参加しうる方法に関する合意」に達した,他 。

さらに,放 射性廃棄物深地層処分概念を評価するためオンタリ

オの北部地域の2つ の調査箇所を指定。(地 方自治体との事前

相談なしで発表)将 来のサイト選定段階と調査研究段階を分離。

AECLホ ワイトシェル研究所(マ ニトバ州)の 近傍への地下研

究所(URL)建 設を承認。

-1982年:深 地層処分の概念評価 に対する勧告 を行 うため,

概念評価に関する関係省庁間 レビュー委員会(IRC)設

置。ホ ワイ トシェルでURL建 設開始。

一1985年:概 念評価フェーズでの規制要件文書R-71策 定,

公表

一1986年:URL操 業開始。

-1987年:規 制文書R-104「 規制対象,放 射性廃棄物処分

のための要請 とガイドラインー長期展望」策定,公 表。

-1988年:環 境評価およびレビュー過程 ガイ ドライン制度

により,エ ネルギー ・鉱山 ・資源大臣は,環 境評価の レ

ビューのため国民 に廃棄物処分概念を説明。

-1989年(10月):環 境大臣は環境評価お よび レビュー過

程の一環 として,核 燃料廃棄物管理問題 を広汎 に検討 し,

AECLの 核燃料廃棄物地層処分概念の安全性 と受容性 を

検討す る環境評価委員会(CEAA)を 指名。

-1990年:(8月)評 価委員会の下部に,科 学的レビュー

グループ(SRG)を 設置。地層処分概念の科学的お よび

技術的側面か ら検討を実施。

-1992年:(3月)環 境影響声明の準備のための最終的ガ

イ ドラインがAECLに 発布され,公 開。

-1994年:(10月)AECLは ,処 分が安全 に実施できるこ

とを示 した環境影響評価書(EIS)を 環境評価パ ネルに

提出。

一1995年:(10月)SRGは 委員会へ の報告書(公 開)で ,

次の ように述べ た。

『これらの不十分な点i*(および,EISに 示された概念の

詳細記述のレビューおよび,そ れを支持する第1次 参

考文献に基づき,SRGはAECLの 「処分システムの安全

性を安全評価基準,ガ イドラインおよび標準に照らして

評価する方法が,一 般的研究計画において合理的に達成

可能な範囲で開発され,実 証された。」とする結論に合

意できない。』

-1996年3月 一1997年3月:公 開 ヒアリング実施。カナダ

原子力労働者協議会(原 子力産業界の労働組合)は,回

収可能性お よび長期の監視 を可能 にする処分概念 を提唱。

-1998年:(3月)環 境評価パネルは,処 分概念の安全性

と受容可能性およびカナダにおける使用済燃料の長期管

理 に関する報告書 を提 出。
・AECLが提案した概念の技術的側面からの安全性は

,概

念段階において適切に実証されているが,社 会的側面か

らの安全性の実証は,ま だなされていない状況にある。

※これらの不十分な点とは,標 準ケースは処分概念を代表するものとして狭すぎる/標 準ケースモデルのための概念的枠組に欠陥がある/
モデルの入力パラメタの選択,初 期条件,境 界条件,お よびソースタームは十分でない/不 確実性解析に説得性が乏しい,等 である。
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一2001年(4月):カ ナダ天然資源省(NRCan)長 官は法

案C-27「 核燃料廃棄物の長期管理に関する法案」(「核燃

料廃棄物法案」)を 下院に提出。法案は三つの重要要因か

ら成 り立 っている:

・核燃料廃棄物の長期管理方法に関する活動に貴任を有する別

の法的機関一廃棄物管理機関(WMO)一 を設立することを要

求。

・所有者は廃棄物管理のための特別の信託基金を設定する。他

一2002年6月13日:法 案C-27成 立。

[法律条文の抜粋]
一核燃料廃棄物の発生者は,非 営利法人,廃 棄物管理機関

(WasteManagementOrganization;WMO)を 設立。

一WMOは 同法施行か ら3年 以内に,核 燃料廃棄物 を管理す

るためのアプローチ(複 数)を 連邦天然資源大臣に提案 し

なければな らない。

-WMOは この検討を行 うため,原 子力,核 燃料廃棄物管理,

広報,社 会科学 などの分野の専門家や地方自治体が選任 し

た代表か ら構成 される諮問委員会を設置する。

-WMOは アプローチの検討 にあたって,次 の処分方法のい

ずれかを考慮 しなければならない。

カナダ楯状地への深地層処分

・原子炉サイ トでの貯蔵

・地上/地 下施設での集中貯蔵

4.3ヵ 国の事例 か ら得 られるもの

本節では,転 換時点(3節 で示 した第

2段 階)で 行われた議論の主要課題 を抽

出 し,各 国に共通する議論や合意形成に

あたっての重要な要素 と考えられる事項

について考察を試みた。

(1)転 換点に至った背景要因の検討

2節 でも述べ たように,地 層処分に関

する技術開発,調 査は,早 い国では1960

年代から始め られ1970年 代 には本格化 し,

80年 代 に入 ると一部の国で処分概念の成

立性 とその安全性 を評価する手法が示 さ

れ,研 究開発段階か ら実際の処分事業へ

と移行する動 きがフランス,ス ウェーデ

ン,米 国などで見 られた。研究開発段階

は,科 学技術集団が主に活躍する段階で

あ り,特 定の地域を選定 して研究開発 を

しない場合あるいは処分地にはならない

ことを前提 にした場合には特 に事業の是

非に係る社会 との緊張関係 を持つ ことな

く推移 した。 しか し,い ざ処分事業への

展 開が図 られる段階 になる と,社 会特に

関係する地域社会の反応は敏感であった。

地層処分の場合 には,研 究開発段階の次

にくるのは,特 定の場所 を選定 して行 う

当該地の地層処分場 としての科学技術的

適性 を評価するためのサイ トの詳細な調

査 であるのが一般的である。 この ことは

科学技術的には妥当なことであ り,科 学

技術集団にとってこの段階で地域社会か

ら反対 を受けることは,「 意外なこと」 と

受け取 られた可能性がある。科学技術集

団 は極 めて真摯に取 り組んで きてお り,

その延長上でその後 の計画 も進むことは

当然であると考えるのは自然である。 し

か し,不 足 していたのは,当 該地 に地下

研究施設を設置する,あ るいは当該地を

処分場候補地にする際のそれが当該地域

にどのような影響を与えるか,と いうこ

とへの繊細な配慮ではなかっただろうか。

当該地域社会が地層処分のための候補地

の選定段階で事業に対 して懸念 を表明す

るあるいは反対する理由には様 々なこと

が考 えられる。調査 した国の経験の考察
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に基づ くと,そ れ らの要 因 は大 き く次 の

3つ に分類 す ることがで きると思 われ る。

(a)決 定 の過程 や手続 きに関する もの

(b)処 分や管理の概念 に関する もの,お よび

(c)処 分が もた らすか もしれない影響 に関

す るもの,

そ れぞ れ に対 し具体 的 に例示 す る と以

下の ものが考 えられ る。

a.決定 の過程 や手 続 きに関す るもの

① プロセスの公平性に対する懸念(自 分

の地域 に押付 けられて損 をしているので

はないか)

② 選定のプロセスの妥当性(科 学技術 的

に幅広い検討がなされてきたか)

③ 科学技術的視点のみによる選定への不

快感あるいは不信感。

④(候 補サイ ト)決 定結果の公表 という

手続 きへの不快感(DADア プローチ)

⑤ 重要な関係者の特定とコミュニケーション

b.処分や管理の概念 に関するもの

⑥ 処分概念への懸念(人 の手か ら離れて

しまうことへの懸念)

⑦ 硬直的な処分概念への懸念

⑧他 の期待で きそうな技術開発への無関

心に対する懸念

c.処 分が もた らす か も しれ ない影 響 に関

迦

⑨ 処分場が地域社会へ与える影響に対す

る懸念

⑩ 処分の安全性に対する懸念

これ らの うち,例 えば,⑦ につい ては,

スイスにおける将来の世代 による選択の

柔軟性 も含む処分概念の検討にもつ なが

った要因である。

また,⑧ については,フ ランスにおい

て新たな方策を探 る段階で提示 された課

題 と共通 してお り,複 数のオプションを

当面地層処分の研究開発 と平行 して進め

るべ きとの,広 く社会において選択肢 を

議論するきっかけになるものである。

以下,(2)～(5)節 では,上 記の中

か ら,紙 幅の関係上,決 定過程 と手続 き

に関す る課題,お よび柔軟性のある処分

概念 に関 して考察を試みる。

(2)科 学技術主導の立地選定プロセスの

行き詰 まり

フランスの場合 はこの典型例である。

サイ ト選定 にかかわる科学技術的な基準

を設定 し,そ れに合致するサイ トを選定

し,そ の上で地元 に伝 える,と い うのが

転換点以前の選定方法であった。転換点

以前のスウェーデンの立地方法はフラン

スのそれに近い ものであった。一部の自

治体では明確 な反対運動 も起 きてお り,

その ような経緯からサ イ トにおける調査

を行 うことが不可能になり,SKBは 机上

調査 に切 り替 えざるを得 ない段階を経験

している。カナダの場合,カ ナダ楯状地

の結晶質岩中へ の処分が概念 として定め

られ,原 子力発電所の多 くが立地するオ

ンタリオ州でサイ トを選定す ることが決

め られた。処分概念の成立性 を実証す る

ため,マ ニ トバ州の カナダ原子力公社

(AECL)の サイ トの近 くに地下研究施設
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が設置 され,調 査研究が進められた。そ

れ らの成果を総合 して環境影響評価書が

作成 され,カ ナダ全土 において一般公衆

を含めた公聴会が開催 された。その上で,

環境影響評価パ ネルの レビュー を経て,

環境影響評価 に対 し政府の結論が下 され

た。政府の結論の1つ が,「 技術的には評

価す るレベルに達 しているものの,社 会

の合意が十分 に得 られた とは言い難い,

として,再 度処分概念 を検討 し直すべ き

である」 というものであった。カナダの

場合は,厳 密な意味で立地選定 の段階で

はなかった ものの,処 分概念が公衆の支

持 を得ない以上立地 プロセスに入ること

がで きないことになっている。AECLの 社

会合意形成活動 は,技 術開発 に比較する

と十分でなかったことが指摘 された。

ここであげた3力 国の場合,転 換点の

時期はそれぞれ異なるものの転換 に至る

原因の うち間接的なもの,あ るいは遠因

として,科 学技術的検討のみ による立地

選定 プロセスの行 き詰 まりがあった とい

うことがで きよう。

子々孫々までの長期 にわたる安全性が

問題 になるような施設の候補地の選定の

場合,そ の施設が地域にもたらす メリッ

トとデメリッ ト,つ ま り社会的影響 を正

直にすべて伝 え,そ の上で地域社会自ら

の十分な検討 に基づいた決定がなされる

ことが望まれる。

そのためには,技 術情報など地域の人々

が自ら判断するために必要な情報が開示さ

れているとともに,決 定の過程が明確にさ

れオープンにされ,し かも地域の人々が議

論お よび決定 に参加で きる枠組 みが整備 さ

れてい ることが必要である。これ らは,リ

スクコ ミュニケーシ ョンにおける基本原則

とされている もので もある。

(3)課 題 を共有 する一 コ ミュニ ケーシ

ョンー

この要 素 に関 して は,次 節 で述べ る可

逆性 に関す る要素 ほ どに は明 らか な形 で

報告 な どが な されて い る わけ で は ない 。

しか し,例 えば,フ ラ ンス の場 合 に転換

点後 の調査 サ イ ト立 地 にあ た り地域 情報

委員 会 を設置 す る ことは転換 点以前 には

み られ なか った こ とで あ る。 また,ス ウ

ェー デ ンの場 合 には さ らに一歩 進 ん で,

地元 自治体 が 中心 に なって調査 サ イ ト受

け入 れの是 非 を議論 した上 で決定 を下す,

い わば市民 中心 の決 定方 法が取 られて き

てい る例 があ る(オ ス カー シャム)。 カナ

ダの場合 には,転 換 点以 前か ら社会 合意

形成の ための研究 と実践 はAECLに おいて

積極的 に進め られていたが,EIAの レビュ

ー段 階 で は
,よ り多 くの カナ ダ市民 が 参

加す るプ ロセスが確 立 して いた(環 境影

響評価 プロセス)。 しか し,重 要 な関係者

を含 め さらに広 範 な人 々の理 解が 十分 と

は言 えない との評価結果 になった。

市 民 と対 話 を しつつ進 め る姿勢 は,ほ

ぼ どの 国 におい て も共通 認識 にな ってい

る とい って よいで あ ろ う。 しか し,そ の

前提 にた った上で必 要 な こ とは,具 体 的

な計 画 の 中でそ の こ とが明確 に示 されて

い る とい う ことであ ろ う。 この こ とは と

もすれ ば理念 だ け を述べ るの に とど まる
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場合 もある。その上で必要なのは,理 念

に基づ く具体的な計画 と実践であ り,し

か も身の入った計画,そ れを実践 しうる

人材 と有効かつ柔軟 に実践できる体制が

必要になるであろうことを外国の例 は示

しているといえよう。

(4)柔 軟性のある処分概念

地層処分の初期の概念は,安 全の見地

から廃棄物 を定置 した後は早期に処分場

を埋め戻 し,人 間の生活環境か ら隔離す

る,と いうものであった。

専 門家 による研究 開発 が主であ った

1980年 代 までは,こ の ような早期 の隔離

が処分概念 として専門家の間では定着 し

ていた。この概念 による地層処分の実現

を目指 して具体的な研究開発 あるいは候

補 となる場所の選定作業に入 り,そ の段

階でい くつかの国で市民等の反対 に遭い

計画の見直 しに着手 したわけである。

地層処分のように時間的にも空間的にも

不確実性を含むプロジェク トに対 し,社 会

はどのような判断を下 してい くのが望まし

いか,と の観点からの検討が,具 体的な立

地問題を目前にした段階に至ってようや く

始められたとみることができる。

数万年以上にわた り潜在的な危険が存

続する高 レベル放射性廃棄物の安全性 を

どの ように示すか というのが大 きな議論

の1つ である。厳密な意味で安全性 を実

証で きないものに対 し,人 間社会はどの

ような選択をするのが最 も良いかという,

意思決定の問題であ り,科 学技術サイ ド

はそれを適切 な性質 を持つ地中深 くに適

切な処分場 を設計 して廃棄物 を定置 し,

早期 に隔離することに求め,そ れが適切

に実現できる可能性のある地域 をも特定

した。それに対 し,一 般の人々は,科 学

技術サイ ドの決定 を聞かされ,多 くの場

合で防御反応 を示 した。何 の確認 もしな

い まま人間の手か ら廃棄物を早期 に離 し

て しまい,万 一放射性物質が人間の生活

環境へ もれ出て きて影響が及ぶ ことにな

った らどうす るのか。処分システムが根

本的に内包する不確実性への対処 を放棄

して しまうのではないか,し か も自分の

家の近 くで,と の懸念 を抱いたと理解 し

てよかろう。

1つ の案として,厳 密な意味ではないが

ある程度の実証を可能とするような段階を

処分プロセスの中に入れる案が浮上 してき

た。処分をは じめの段階ですべて決めてし

まうのではな く初期のある期間を限定 して

処分の実現性や安全性を確認 し,そ の上で

再度決定を行ってはどうかという,よ り柔

軟な方法である。これは,世 代間にわたる

廃棄物管理の責任 と将来の選択権,お よび

そのバランスへの配慮について議論 された

結果浮上 してきたものである。具体的な方

策 として,社 会の合意のための意思決定を

関係者の間で対話を重ねながら何回かに分

けて行ってい く段階的なアプローチが提唱

された。段階的なアプローチでは,プ ロセ

スが逆に戻ることもあり得るし,場 合によ

っては廃棄物の回収 も行いうることがプロ

ジェク トの計画の中に含まれていることが

重要になる(図1-一 スウェーデンの例を参

照)。
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i現往の世代の黄任 将 来 の 世 代 の 選 択

、,...・・ 再 双 り出 し

実 証処 分

深層処分場の疏
地,建 設および

実誠操業i

埋め戻しと

処分場閉鎖

図1転 換点で提案 された段階的な処分(ス ウェーデンの例)

(5)柔 軟性のある進め方

世紀が変わって現在では,い くつかの

国における過去の経験 を踏み台に,段 階

的アプローチが一般的な方法 として定着

してお り,後 戻 り可能性あるいは廃棄物

の回収可能性 を含む地層処分 を提唱 して

いる国 もみられる。

フランスの場合には,1年 間のモラ ト

リアムの間に高 レベル放射性廃棄物処分

を含む管理の進め方 に関 し,議 会で議論

が行われた。その際,人 々の懸念 として

あった後戻 りがで きないようなプロセス

に対する見直 しが重要なテーマのひとつ

であった。この点を踏まえて,管 理研究

法では,不 可逆あるいは可逆性 を含む地

層処分の研究を推進することを含めた。

スウェーデンの場合には,資 料調査の範

囲からは,そ れほど後戻 りのないことに対

する人々の懸念 を読み取ることはできな

い。しかし,1980年 代後半から行われた処

分の進め方に関するKASAMな どの議論に

おいて,処 分を計画する現世代の責任 と将

来世代の選択権に配慮すると将来世代が後

戻 りを含め別の選択も可能になるような方

法がより良い方法として選択 された。

カナダの場合には,環 境影響評価の レ

ビューの段階で行 われた公 開ヒアリング

の場 において,カ ナダ原子力労働者協議

会(原 子力産業界 の労働組合)が 提出 し

た意見を尊重す る形で今後新たに設置 さ

れる主体 を中心 に改めて処分概念が議論

されることとなった。

「処分場 の閉鎖 の決断 は、社会 が その廃棄物 を使

わ ない、 そ して 、そ うする ことが安全 で ある と

断定 した ときにの み行 うべ きもの である。閉 鎖

をす る ときは将来 の回収 の可能性 を排 除す るべ

きでは ない。 閉鎖 以 前 は、(そ もそ も保 管 は)、

社 会 が簡単 に近づ くこと を望 み、制度 と して監

視 するこ とを望 む限 り、中間貯蔵施設で ある。」

また,転 換後 に成立 した法案に関 し段

階的アプローチの有効性 を次の ように述

べている。

「本法案 は、フェーズ を区切 った段階的 アプロー

チ を採用 してい る。 そ うす ることで、計画 され、
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実行 され て きた今 までの廃棄 物管 理活動 が レビ

ュ ーで きる し、 国民 が各 段階 に有 効 に関 与 で き

る ことにな るQ」

「法案 は現世代 の責任 を中心に考 えているが、次

世代以 降 に その よ うな事態 が発生 す れば、 次世

代以 降の 人間 が改め て意思 決定 をす る ことが で

きるよ うに柔軟 な もの と して いる。 カナ ダはい

まや、技術 的安全 性 の問題 の みな らず、 カナ ダ

人の社 会観 、倫理 観 な どすべ て を取 り込 んだ統

合 問題 を解 決 する形 で核燃 料廃 棄物長 期管 理の

ための適切 な回答 に向 かって実 質的 に前進 で き

る体制 が整 ったの である。」

これら3力 国では政策あるいは方策の転

換にあた り,明 らかに市民にとってきわめ

て気になる処分の可逆性が議論され,そ の

後の政策あるいは進め方の重要な要素にな

ってきていることが理解できる。

高レベル放射性廃棄物処分のように不確

実性が大 きいため長期の安全性について説

得力を持って断言することがなかなか難し

く,「何かあったらどうするのか?」 との

懸念がつきまとう問題 に対 し,市 民はどの

ように対応 したらよいのであろうか。自ら

信頼 を置 く専門家などの判断に頼った り,

そのような専門家 との対話を通 じて理解を

含めてい くことも考えられるであろう。一

方で,処 分事業への基本的な取 り組み方針

の面からは,諸 外国での経験から提示され

た段階的アプローチと事業の可逆性は,不

確実性を含む課題の解決方法としてほとん

ど唯一適切なものと考えられる。つまり,

分かったことについて,対 話に基づき段階

的に合意を形成 していくとともに,方 針転

換が必要な場合には後戻 りや別の選択 も可

能であるということ(可 逆性)が 担保 され

ているアプローチが,市 民がこの問題への

取 り組みに参加することを促すことになる

と期待 される(図2一 フランスが経験 した

後戻 り参照)。

5.お わ りに

わが国では,2000年6月 に成立 した 「特

定放射性廃棄物の最終処分 に関する法律」

により,高 レベル放射性廃棄物 は,地 下

着相指承の
モラトリアム

(9◎年から91年 の間にサイ ト選

定段階から管理概念まで後戻り)

簸 叢
イ イ

欝 蓬

・廃棄物に含まれる長碁命放射性死素の分離 ・変換を可能

とする解決法の研甕
・地下研究所の建設を中心とした深地層における回牧可能

あるいは働収不可能な処分の実現可能性鯛登
・続棄物の処理および長期中間貯藏プロセスの調査

図2後 戻 りの経験(フ ランスの例)
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300mよ り深い地層中に処分 されることが

決め られた。また,同 年10月 には,処 分

の実施主体 として原子力発電環境整備機

構(NUMO)が 設立 された。NUMOは,

2002年12月 に概要調査地区を全国か ら選

定す るため公募 を開始 している。今後,

応募す る自治体が出てきた場合に,こ こ

で紹介 したサイ ト問題で諸外 国が経てき

たことのい くつかを経験するか もしれな

い。諸外国の事例(転 換 とその後の展開)

は,わ が国に とって も参考になることが

少なからずあると思われる。

高 レベル放射性廃棄物の地層処分事業

は,不 確実性の中で社会がどのようなアプ

ローチと広い意味での規準 を持って判断を

下すか,と いう社会的影響の極めて大 きい

問題である。しかも,相 手にする時間の長

さから今まで経験 したことのない問題に取

り組 もうとしていることを考えると,決 め

られた目標 に向かって時を刻むような従来

の枠組みだけにとらわれるのではなく,後

戻 りの余地や選択肢に対する準備などを含

むより柔軟な決定のあり方を構築 してい く

ことも必要ではないだろうか。また,原 子

力領域の 「ごみ」 をどうす るのか,と い

う視点でなく,広 く社会の意思決定の問題

であると積極的に捉えて1つ の方法論を提

示するような心構えで取 り組むことも大事

ではないかと考えている。
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〔調査研究報告〕

エネルギーに関す る公衆の意識調査

下 岡 浩(蜀 ㌫ 織 璽 主管研究員)
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1.は じ め に

どの よ うな産業,技 術 であ ろ う と,社

会 の構 成員 で ある公衆 か ら認 め られず に

存 続 で きる もの は ない。エ ネル ギ ーにお

いて も例 外 で はな く,こ の テー マ は今 日

最 も重要 な ものの1つ となって きている。

従 って,公 衆 のエ ネルギーに対す る意識

を常 に把握 してお くことは,従 来 に増 して

重要 になって きてい る。そのため,い くつ

かの組織 においてアンケー ト調査 など行 わ

れてお り,そ の分析結果 は,公 衆 とのエネ

ルギー情報共有のあ り方 につ いて多 くの知

見 を与 えるな ど,有 効 に活用 されて きてい

たと思 われる。 ただ し,調 査 の性格上,情

報はあ まり公開 されてお らず,必 要 とす る

分析 を行 うための調査 データは不 十分 な状

態 にある。そ こで,当 研究所 は,エ ネルギ

ーに関す る公衆の意識 を分析 し
,こ れを社

会 に広 く提供 する ことが有意義 な もの と考

え,公 開を目的 として,ア ンケー ト調査 を

実施 した。

今 回行 った調査 の概 要 は表1の 通 りで

ある。調 査結 果 は,あ くまで も首 都 圏内

表1調 査の概要

(1)調 査対象地域:首 都圏(東 京都30km圏 内)

(2)調 査対象:満20歳 以上の男女個人

(3)抽 出法:割 当法(首 都 圏の性 ×年代別人

口構城 に合わせ,あ らか じめ割 り当てた

目標数に達するまで回答者 を選 んで調査

をする)

(4)調 査 方法:留 置法(調 査員が対象者宅 を

訪ね,調 査票を留め置 き,後 日記入され

た調査票 を回収 に訪問する)

(5)調 査期 間:平 成15年10月20日 ～11月17日

(6)質 問構成:

①公衆の一般的な社会や生活に関する意識

②公衆のエネルギー問題に対する意識

③公衆の原子力発電に関する意識

④平成15年の首都圏における電力不足の懸念に

関する意識

の公衆の意見 を調査 した結果であ り,全

国の公衆の意見 を表す ものではないこと

に留意する必要がある。

2.ア ンケー ト結果の概要

ア ンケー ト調査 の結 果 をま とめ る と表

2の ように なる。以 下で は,そ れぞ れ の

項 目について具体 的 に述べ る。
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表2ア ンケー ト調査の主な結果

(1)安 全と経済的安定を求める気持ちが強い

(2)エ ネルギー問題や原子力発電への関心は低い

(3)今 後の日本のエネルギー使用量は多 くなると予想 し,供給

不安を感じている

(4)新 エネルギーへの期待は非常に大きい

(5)原 子力発電に関して,過 半数の人が有用,不 安と回答

(6)原 子力発電の安心感 ・安全感に関する評価はあまり良くない

(7)原 子力発電の具体的な有用性の認識は低い

(8)有 用感は原子力発電の利用一廃止の大きな態度決定要因である

が、それは具体的な有用認識に基づいたものではない

(9)原 子力発電を有用&不 安と思う人が約3割 いる

(10)女 性は原子力発電に特に否定的とはいえない

(1)強 く求める安全と経済的安定

図1を みると,日 本が 目指すべ き社会

として,安 全 と経済的安定に関する項 目

が上位 にあ り,「自由」「平等」「知る権利」

といった民主主義の基本理念 となる項 目

が下位 にある。また,図2で も関心のあ

る問題 として安全 と経済的安定に関する

項目が上位にある。

つま り,首 都圏の公衆 は,安 全 と経済

的安定 を求める気持ちが強い といえる。

エ ネルギー問題 を考える際に も,こ の公

衆の心情 を常 に考慮す る必要があるとい

えるのではないだろうか。

(2)低 いエネルギー問題 、原子 力発 電へ

の関心

図2を み る と,関 心の ある問題 と して,

科学技術や エネルギ ー問題 は下位 にあ り,

図3で は,不 安 に感 じる もの と して,エ

ネルギ ー危 機 や原子 力発 電所 の事故 が下

位 にあ る。従 っ て,首 都 圏 の公 衆 のエ ネ

(11)2004年 夏の首都圏における電力不足問題に対する意識

●実際に電力不足が発生しなかった原因は多くが 「冷夏だった

から不足や停電がなかった」との認識であり,「電力会社の

電力不足解消の努力」 「消費者の節電の努力」とみる人は少

ない。

●多くの人が電気に頼りすぎる社会に不安を感じたが,同 時に

電気の重要性の再認識もしている。

●原子力発電に頼りすぎると思った人もある程度いたが,原子

力発電以外の電力でなんとかなるとの回答は非常に少ない。

■立地地域への感謝の気持ちが強くなったとの回答は20%程度

である。

災害や事故や
獲罪が少ない

安窺した
篠痢がある

裁策に葭民
の声を反映

老人噂害者
等にやさしい

籔の安全(国防)
の確保

道惣や難
が守られる

嬉肉の法と
秩胸 繍

心やさしく,

人情があつい

農然糊醗をお
金よ9糊

灘かな募らし
ができる

憐報公隠・短る
権利を保障

撒 や燈律が
騨ばれている

人びとが十分
箪等である

装現の舳
がある

個人の鹸
が禦熱 る

精にないQ4
,あなたは.日本は今後どのような社会をB揃掌のがよいと考えて

鯛 答 次の勅 ら特にあで{;m6S¢eし、く・でも選んでくだe・.

◎204◎608010◎

園答割合(%)

図1日 本が目指すべき社会

ルギー問題や原子力発電への関心は他 の

事項に比べて低いといえる。

他のアンケー ト調査結果で も,原 子力

に対する関心が低下 しているとの結果 も
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経済や棄気勤向

治安問題

健康や医療

環境問題

教育問題

雇用や労働環境

少子高齢化問短

国内の政治問題

娯楽・趣味等

国際情勢

エネルギー問題

外交 ・防衛

文化や流行

美容やおしゃれ

科挙技徳

特にない

無園答

図2

0
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,::""
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,

]

三

コ
… 驚

Q5,あ なたは、どのような隅題や事柄に艇心がありますか.

次の中から袴に灘心があるものをいくつでも選んでください。

20406080100

園 答割 合(%)

最 も関心がある問題や事柄

強資や殺入などの犯罪

自然災害

老後 ・高齢化 ・介護問頚

責少茸犯罪

地球規模の環境破壊

水や空気の汚染

交通導故

不景気

道徳憲議の滅退

テq

がん

税金

食品添籏物や食晶汚染

教育の荒麗

央業

戦争

経済や金融の崩壊

火災

療子力発電蘇の事故

物価高

遺伝子組替 ・バイオ技術

エネルギー危機

特にない

無回答
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あなたが、ふだんの生活の中で不安を感じることはどのような

次の中から袴に不安に感じるものをいくつでも選んでくだざい。

=
「;
llI

Q6、
"こ とで すか

.

20 4060
回答割舎(駕)

80 100

図3日 常生活の中で特に強く感 じる不安

1}1!

Q11。 あなたは、麹本では今後、蒙全体のエネルギー使用量はどうなると患いますか。

次の中から1つ だけ選んでください.

少なくなっていく(7.4>

多 くな って いく

(61.8)甲甲r

現撒 わふらなし、
(24.4)(6,4)

1

笏

Q12.あ なたは、今後の日本が、必饗なエネルギーを十分に確保できるかどうかというエネルギー供給

の問題について、不安を感じますか、感じませんか.次 の中からiつ だけ選んでください.

どちらかといえば不安を感じない(5。8)

不安を感じる

(36.4)

どちらかといえば

不安を感じる

(42.0)

どちらとも ヒZ
}いえない

G3.6)

'

・〃 二
/

,

QI3.あ なたは、20年 後の臼本では、必要な右油を十分に確保できるかどうかという石油供給

の問題はどうなると患いますか.次 の中から1つ だけ選んでください。

対策を講じなくても確保できる(2.6)

対策を講じても確保は函難

(28.4)

わからない

(10.8) 〃i多 遜饗簸吻 多多多z影
Q等4,あ なたは、今後の臼本では、生活の使利さを制限してでも(例 えば、都会への乗用車の乗り入れ

規潮など)、 エネルギーや環境の間題に取り組むべきだと思いますか、思いませんか。

次の中から叢っだけ選んでください, 制
限してまで必要ない(3.8)

撫溜朧 幣%笏 鰹 締鰹鰯多多勿纐
笏聖 「ll

0204◎608010

不安を

感じない

(2.2)

園答割合(%)

図4 今後の 日本のエネルギー問題についての意識
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あ り,エ ネルギー問題や原子力発電に関

して公衆 に対する活動 を行 う際には,公

衆の低関心 とい うことを前提 に行 う必要

があると思われる。

(3)今 後のエネルギー使用量増加 を予想

今後の 日本のエ ネルギー問題について

聞いてみた結果,国 全体 のエネルギー使

用量 は過半数の人が多 くなる と回答 して

いる。そ して,日 本のエネルギー供給の

問題 について,大 部分の人が不安 を感 じ

てお り,20年 後の石油供給の問題 につい

て,約3割 の人が 「対策を講 じて も確保

は困難」との危機感を持っている(図4)。

これ らの危機感や意識,さ らにいえば後

述の原子力発電に対する意識などは 「今後

の国全体のエネルギー使用量は多 くなる」

との認識下 において形成 されたものであ

新エネルギー

原子力

石油

天然ガス

石炭

わからない

ζ蒸 ぎ ご領'ご漁;`声漁 パ μ ㌧ぜ転～甲

さ三

9

無回答 、

耽イ辱"ノ 辱}、 、
・播 軌

Q15.あ なたは、日本では今後、どのエネルギーに最もカを入れていくべきだと思いますか.

次の中から1っ だけ選んで くだ さい。

020406080100

回答割合(%)

図5日 本 が 最 も 力 を 入 れ て い く べ き だ と思 う エ ネ ル ギ ー

0

Q16.現 在の日本は、 「新エネルギー(太 陽光、風力、地熱など)」 の利用に対して、熱心に

取り組んでいると思いますか、熱心に取り組んでいないと思いますか。

次の中から1つ だけ選んでください。

多 多螺

Q17.20年 後の日本では、 「新エネルギー(太 陽光、風力、地熱など)」 の利用について、熱心に

取り組めば、主要なヱネルギー源にすることが可能だと思いますか、不可能だと思いますか。

次の中から1つ だけ選んでください。

どちらかといえば可能

{40.4}

20406080 回答割合(%)

図6新 エネルギーの利用についての意識

多多

100
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り,今 後国全体のエネルギー使用量がそれ

ほど多 くならないとなった時,公 衆のエネ

ルギーや原子力発電に対する意識がどのよ

うに変化するのかを今から考慮 してお くべ

きであろう。

(4)非 常に大 きい新 エネルギーへの期待

図5に 見 られる とお り,日 本 が最 も力 を

入 れてい くべ きだ と思 うエ ネルギーは圧倒

的に 「新エ ネルギー」が多い。その 「新エ

ネルギー」 について,現 在の 日本 は,そ の

利用 に熱心 に取 り組 んでいると思 う人は少

ないが,熱 心 に取 り組 めば20年 後の 日本 で

は主要なエ ネルギー源 にす ることが可 能だ

と思 う人が大部分であ り,不 可能 と思 う人

はほ とん どい ない(図6)。 この ように,

首都圏の公衆 の 「新エネルギー」への期待

は非常 に大 きいものがある。

(5)過 半数が原子力発電は有用,不 安と

回答

原子力発電の利用一廃止の意見 をみる

0

Q20.あ なたは、H本 は今後も原子力発電の利用を続けるべきだと思いますか、

やめるべきだと思いますか。次の中から1つ だけ選んでください。

現状程度の

まま続ける

(25.8) 藝20406080

回答割合(%)

図7原 子 力 発 電 の 利 用 一 廃 止 の 意 見

100

i}}

Q21.あ なたは、原子 力発電 は、今 臼の社会や 人々の生活にとって有用だと思 いますか、

無用だ と思いますか。次の中か ら1つ だけ選んで ください。 どちらかといえば無用(7.0)
、

圃r

一一一一一一一一一一一
Ili闘隔 翻i

___.■i
一一 一糖 舗 一 矯雛

Q22.あ なたは、原子力発電の安全性については、安心していますか、不安ですか。

次の中から1つ だけ選んでください。

安心

(2.4

、

)ご4. 騨「禰 彰笏纏慧 懇
Q23.あ なたは、原子力発電について、技術や管理を十分にして人間や環境に悪い影響を与えない

ように糊御をすることが可能だと思いますか、不可能だと思いますか。

次の中から1つ だけ選んでください。
逼箇 一_一..__國 騒

獲.,礁、lliど ち・潔 峨
醐隔翻贈闘 羅

騰 齢彰響 雛
F"}111乙

0 20406080 回答割合(%)

図8原 子力発電の有用感 ・安心感 ・制御可能感

100
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と,「 新設や増設 を しなが ら続 ける,現 状

程 度 の ま ま続 ける」 と回答 す る グルー プ

(以下利用派 とい う),「 どち らともい えな

い(無 回答 を含 む)」 と回答す る グル ープ

(以下 中間派 とい う)と,「 す ぐにやめ る,

徐 々にや めて い く」 と回答 す る グルー プ

(以下廃止派 とい う)の 数が ほぼ3分 の1

ずつ となってい る(図7)。

また,原 子 力発 電 の有用 感 は過半 数の

人が有 用,安 心感 は過 半数 の人 が不安 と

回答 してい る。 また,原 子 力発 電 の制御

可能感 は,「 可 能」 「不可能」 「どち らと も

いえ ない」が 同程度 となっている(図8)。

切 に運営 されていない」 との回答 と 「どち

らともい えない」が約40%と なっている。

次 に,情 報公 開感 につい ては,「 原 子力

発 電 に関係す る情報 が公開 されてい ない」

との回答 が大 部分 である。

また,廃 棄 物処 理 可 能感 につ い て は,

「今 後,日 本 は原子 力発 電 に よって生み出

され る放射性 廃棄 物 の処理 ・処分 を適 切

に行 うこ とがで きない」 との 回答 が約 半

数 となっている(図9)。

いず れ に して も,首 都 圏の公衆 が持 つ

原 子力発 電 の安心 感 ・安全 感 に関す る評

価 はあ ま り良 くない とい える。

(6)あ まり良 くない原子力発電の安心

感 ・安全感に関する評価

原子力発電の有用感や安心感 ・安全感に

関 して,さ らに詳しく検討するために,具

体的な質問をしてみた。まず,日 本の原子

力発電所の運営の適切感については,「適

(7)低 い原子力発電の具体的な有用性の

認識

次に,原 子力発電の有用感に関する具体

的な項目について意見を聞いた。まず,日

本の原子力発電は発電コス トの安定化や低

価格化に貢献 しているかどうかというコス

　

Q24.あ なたは、日本の原子力発電所は適切に運営されていると思いますか、

されていないと思いますか。次の中から1つ だけ選んでください。
適切に運営されている(2.2)

どちらかといえば

遁切に運営されている

(IB.6}

ノ ノ ノ ノ ピ ノ ノノ

∵鐘 ・鱗葡勿聯
Q25.あ なたは、原子力発電に関係する情報は、公開されていると思いますか、

公開されていないと思いますか。次の中から1つ だけ選んでください。

開

6

公

1
, 騨 騰 騨欝勿多勢鏑1融笏 笏 　鴛彫

Q26.あ なたは、今後日本は原子力発電によって生み出される放射性廃棄物の処理 ・処分を適切に

行うことができると思いますか、できないと思いますか。次の中から1つ だけ選んでください。

灘
どちらかと

いえばできる

(14A》

どちらともいえない

(31.2) 鷲iグ1鐙まz
ノ

できない

(18.0)

0 20406080
園答割合(%)

図9原 子力発電の安心感 ・安全感に関する意見

100
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Q27.あ なたは、臼本の原亭力発電は発電コス トの安定化や低価格化に貢献していると思いますか、

貴献していないと思いますか。次の中から1つ だけ選んでください。 貴献し
ていない(5。4>

園 鱗 判 舗一 驚欝 ←
Q28.あ なたは、日本の原子力発電はエネルギーの安定供給に貴献していると思いますか、

貢献していないと思いますか。次の中から1つ だけ選んでください、 貢献していない(3,4)覧
どちらかといえば貫献していない(6.8)＼

IIl幽 罎一 一一一一

麗憾禰-..一 一_一 菌

どちらかといえば

貢献している

(40.6)

1/あ欝 勧 彫i形

Q29,あ なたは、日本の原子力発電は、温窒効果ガスである二酸化炭素の排出削減など、環境問題の

解決に貢献していると患いますか、貢献していないと思いますか。

次の中から1つ だけ選んでください。 貢献していない(4・2)

どちらとも。えな、、 顯 答11脇 脳 篇

・・…(・ ・霊 賞献縮 彫

閣縢 昌一一一 どちらかといえば
賞献 てい器 貢献している

(10)(2α4)

車II

o 20

図10

406080
回答割合(%)

原子力発電の有用感 に関 する意見

トへ の貢献感 については,「 貢献 している」

「どち ら ともい え ない」 が約40%で あ る。

次に,エ ネルギーの安定供給 に貢献 してい

るか どうか とい う供給安定への貢献感 につ

いては,貢 献 している との回答が過半数 で

あ り,貢 献 していない との回答 は非常 に小

さい。最後 に,温 室効果 ガスである二酸化

炭素 の排出削減 などの環境問題 の解決 に貢

献 しているか どうか という環境 問題へ の貢

100

献感 につ いて は,「 どち らと もい えない」

との回答が半数である(図10)。

供給安定へ の貢献 を除 き,「 どちら とも

い えない」 との回答 が多 い な ど,首 都 圏

の公衆 の原 子力発 電 の有用 性 に関す る認

識は低 い とい える。

(8)有 用感具体的な有用認識に基づいて

いない

表3相 関係数
古Avり

"、 鍵.麺 麺

苧

慶
"

鍵 遺鍵
甲

廃棄物処iコ ス トへ

璽 鑛 の責噸

γ

雛 糊…
歪、

聖軍

く

…
…}

…

…

i薩一鰍 」匝 〔iユ ー 「=i口 ⊃!_.1 i曲l!_、

糊 感..遜i・ ・5け …IL.. 1「二 「=[=;[二1.. ,「「L__、

1安心感 、 、.i紘 § 泌 幾1.9… 「 二1..[=… し.. i口i「二1
…
、

…纏 璽能盛._讃04_癒 〔 没,5i瞳.「 二L-⊥ 、 1 iil __.、

1塵 の鯛 黎
..{⑬=,{0.蔓iiO.5… 薩[1.0.[=「=}Ll

1[=「=

…髄 公懸 .1・.2.」t・,a鹸 鑛 睡i=砺 匝 ⊃1iLIE=L、..
:懸 物墾程璽熊感i薩i{0.3

.liO.4ilo.4瞳_惣}t1.o[=i!「 ㌘

}コス トへ顛 纒li9.1/0,3.iiO.2 i巖2..lo.エ10.11g慮_1¶.oii_簸.1

1供給難 の鰍 感 糎1薩]0.2i腱.、10,110.1」 痩.21』6」.00,i__

1囎 開 鱒 嚇iO2jiO.40ilO.3.腰!0.～!0.～.19.3講0.510.56」,00、

注)相 関係数 二2つの変量の相関の大きさを表す係数。常に0か ら1の範囲で、値0は行変数と列変数の閻に全く関遵がないこ

とを示し、値が1に 近いときは変数感の関連の度合いが高いことを示す。
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利用一廃止

◎.57

◎,16 O.20 O.25

0.43

O.52

コス トへの

貢醜 惑
0.65

供給安定の

貢献懇
0.56

o.51

環境問題の

貢麟感

0.51

運欝の適切感

(信頼慈)

α52

調御可能惑

(基本安全惑)

0,47

蟻報公開感

046

廃楽物処理

可能感

図11原 子力発電の各質問間の相関の強さ(相 関係数)

上記の原子力発電に関 した各質問間の

相関係数(2つ の変量の相関の大 きさを

表す係 数)を 表3に 示 し,こ の表か ら,

相関の強い ものや興味深い関係 を示す も

のを抽出して,各 質問問の関係を図11の

ように作成 した。

これによると,「原子力発電の利用 一廃

止」の態度決定には 「有用感」と「安心感」,

そ してこれらに続いて 「制御可能感」が関

係 していることが分かる。ただし,「安心

感」 より 「有用感」 との方が相関は強い。

「有用感」と 「コス トへの貢献感」「供

給安定の貢献感」「環境問題の貢献感」の

相関はあまり強 くなく,首 都圏の公衆は

漠然 とした 「有用感」はあって も,そ れ

は具体的な有用認識 に基づいたもの とは

いえないように思われる。

一方
,「安心感」には 「制御可能感」 と

「運営の適切感」が明確 に関係 している。

原子力発電は適切 に運営 されれば基本的

に安全な ものであるとい う認識 と,実 際

に適切 に運営 されているとの信頼感が安

心感 を生み出す大 きな要因の1つ となっ

ていることがわかる。

さらに,「運営の適切感」には 「情報公

開感」 と強い相関関係がある。情報公開

されているとの認識が運営への信頼感 に

繋が り,さ らにそれが原子力発電への安

心感に繋がる1要 因になる,と いえる。

また,「 制御可能感」 には 「廃棄物処理

可能感」 と強い相関関係がある。 日本の

放射性廃棄物の処理 ・処分が可能である

との認識が,原 子力発電への制御可能感

(=基 本的な安全感)に 繋が り,さ らにそ

れが原子力発電への安心感に繋がる1要

因になる,と いえる。

(9)「 原子力発電は有用&不 安」が約3割

前節のように,有 用感 と安心感 は原子

力発電の利用 一廃止の意見 と大 きな関係

がある。無用感 をもつ人はそのほ とんど

が 「廃止派」 とな り,安 心感 をもつ人は

その多 くが 「利用派」 となるが,そ れ ら

のグループの人数は少数である。 また,

半数以上の人々は原子力発電に有用感 ま

たは不安感 を持っているが,有 用感 を持

第27巻 第1号(2004)
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有用(271人)

中閣(176人)

無用(53人 〉

liil

Q20.あ なたは、ヨ本は今後も原子力発電の利用を続けるべきだと思いますか、

やめるべきだと思いますか。次の中から1つ だけ選んでください。

新設や増設を

しながら続ける

(12.2)

現璽 欝 続ける 欝 彰甥
9.7

竃

一1膨 雛 勿
1

3.8 11・笏 多笏1纏i雛 垂1
}lIi

020406080100
回答割合(%)

図12原 子 力発 電の有用感別 にみ た原子 力発電の利用 一廃止 の意見

安心(73人 〉

中間(109人)

不安(318人)

iil

Q20.あ なたは、B本 は今後も原子力発電の利用を続けるべきだと思いますか、

やめるべきだと思いますか。次の中から1つ だけ選んでください。

1罐 圏 ・■ ■一 一一

…墜襯 團 幣 騨
'剛■■

一一一一 一一 一一
轡彫1圏

囲 謝i一 影

翼 17.9

麟 ・

一 影雛雛 雛
!}1

020406080100
回答割合儒)

図13原 子力発電の安心感別 にみた原子 力発電 の利用 一廃 止の意見

表4有 用感と安心感の関係

腰 数(50◎ 人)
i中 聞(176人)

_________i籔 甑 ゑ_.ヱ.鮎}_一 『熱照 、9,9.魅 ～__狸.燈18慮__1

用(271人)i13.2% _i__ごL盆 諏g2≦..一"_+..-t_盆 豊.O%

i扁^τ 『ず℃　 1
。L強 難______撚_始__婁.歪 ∴ 。鰹._i

◎%藩 ___0・4溢_濃___1_9鮎22藍__
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つことがただちに原子力発電の利用派 と

なるわけではな く,不 安感 を持つ ことが

ただちに原子力発電の廃止派 となるわけ

ではない(図12,13)。

このように,原 子力発電の有用感 と安

心感は推進度評価 に大 きな影響があるの

で,こ こで,こ の2つ の関係 を表4の よ

うに示 した。この表か ら公衆 を便宜的に

①有用&非 不安 グループ,② 有用&不 安

グループ,③ 非有用&不 安 グループ,④

その他 グループに分類 してみた。①②③

は,そ れ ぞれ3割 前 後 を占め てい る。④

は少 な く,公 衆 はほぼ①②③ の3グ ル ー

プで分類で きる。

これ ら4グ ルー プ別 に原 子力発 電 の利

用 一廃 止の意 見 を図14に 示す 。 この図 を

み る と,有 用&非 不 安 グル ー プ は当然,

ほ とん どが 推進 派 であ り,非 有 用&不 安

グルー プは ほ とん どが廃止 派 となってお

り,有 用&不 安 グルー プで は利 用派 と廃

止 派 は若干利用 派の方が多 くなってい る。

この グル ー プが 「不安 だが有用 だ か ら利

有用&非 不安

(126人)

有用&不 安

(145人)

非有用&不 安

(璽73人)

その他

(56人)

1

本ま.後も原子痴 襯 続けるべきだと患い漁IQ20'奪鰍

きだと思いま嬬 の中から1つだけ選んでくださ、㌔

團

i徽細
　鷲舳i欝 穆

,33.1 1-1雛%i. ア

5.2 一 藪 繋 饗
17.9 肘・ 彫 笏

Il

0 20 40

回答割合 儒)
60 80 100

図14有 用感×安心感別にみた原子力発電の利用一廃止の意見

Q20.あ なたは、臼本は今後も原予力発電の利用を続けるべきだと患いますか、

やめるべきだと思いますか。次の中から1つ だけ選んでください。

新設や増設を

男性 しながら続ける

(10.0)

現状程度の
まま纏ける

(30。4)

どちらとも

いえない

(27.2)

女性3.2 21.2 37.2

嘱多携 髪脅
2.8

0 20406◎80
回答割合(累)

図15性 別 でみた原子 力発 電の利用一廃止の意見

1◎o

第27巻 第1号(2004)
一103一



用」 となるか,「 有用 だが不安 だか ら廃止」

となるかが重 要な問題 といえ る。

(10)女 性は原子力発電に特に否定的とは

いえない

原子力発電の利用一廃止の意見を性別

でみる と,女 性 は男性 に比べ廃止派が若

干多い程度であ り,中 間派が多 く,そ の

分利用派が少ない とい う結果 を示 してい

る(図15)。

有用感 に関 しても,性 差の傾向は原子

力発電の利用一廃止の意見 とほぼ同様で

あ り,女 性 の方が男性に比べ否定的意見

(無用)は 同 じ程度であ り,中 間意見が多

く,そ の分,肯 定的意見(有 用)が 少な

い,と いう結果を示 している。特 に,有

用感に関 して,(ど ちらともいえない,無

回答)と の中間意見が半数近 くもあるの

は注 目すべ きことといえる。

さ らに,原 子力 発電 の安心 感 ・安全感

に関す る意見 で も,女 性 の方が男 性 に比

べ 若干 否定 的で あ る。 た だ し,他 の 質問

の結果 か らも,一 般 的 に女性 は男性 に比

べ,安 全面 におい て関心が 高 い とい う傾

向が 出 てい るので,特 に原 子力 に対 して

の み安 心感 ・安全 感 に否 定的 なわ けで は

ない とい える(図16)。

(11)2004年 夏 の首都 圏電 力不 足問 題 に

関す る意識

この 問題 に関 して,以 下 の結 果 が得 ら

れ てい る(図17)。

●実際に電力不足が発生 しなかった原因

は多 くが 「冷夏だったから不足や停電

がなかった」 との認識であり,「電力会

男性

女性

男性

女性

男性

女性

Ill

Q21.あ なたは、原子力発電は、今 臼の社会や人々の生活 にとって有用だ と思いますか、

無用だと思いますか。次の 中か ら葉つだけ選んで ください。 どちらかといえぱ無用(6紛
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Q22.あ なたは、原『F力発電の安全性につ いては、安心 していますか、不安ですか。

次の中から1つ だけ選んで ください。

趨臨 どちらかといえぱ蜜心

(3.2)
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Q23.あ なたは、原子力発驚につ いて、技術や管理を十分 にして人間や環境に悪 い影響 を与えない

ように制御 をする ことが可能だと思いますか、不可能だと患いますか。

次¢申から 葉っだけ選んで ください.
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図16性 別でみた原子力発電の有用感 ・安心感 ・制御可能性感
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冷夏だったから不足や停電がなかった

電気に頼りすぎる社会に不安を感じた

電気の璽要性を再認識した

原子力発電に頼りすぎると思った

原因となった電力会社に怒 りを感じた

立地地域への感謝の気持ちが強くなった'

原子力発電は必要であると感 じた

消費者は節電の努力をよくやった

電力会社は不足解消の努力をよくやった

原子力発電以外の鴛力でなんとかなる

その他

特にない

無圓答

Q33.あ なたは、今回の闘題に関して、どのように

感じられましたか。次の中から讐に感じたこ

とをいくつでも選んでください.

02040608◎100

圃答割含(%)

図172004年 首 都 圏 電 力 不 足 問 題 へ の 意 識

社の電力不足解消の努力」「消費者の節

電の努力」 とみる人は少ない。

●多 くの人が電気 に頼 りすぎる社会に不

安を感 じたが,同 時に電気の重要性の

再認識 もしている。

●原子力発電 に頼 りすぎると思った人 も

ある程度いたが,原 子力発電以外の電

力でなんとかなるとの回答は非常に少

ない。

●立地地域への感謝の気持ちが強 くなっ

たとの回答は20%程 度である。

4.お わ りに

今 回 の調査 で最 も特徴 的 な こ との ユつ

は首 都 圏の公 衆 は 「安全 と経 済 的安 定 を

求 め る気 持 ち が強 い」,つ ま り安 全 ・安

心 ・安定 とい った もの を求 め る気持 ちが

強 い,と い うこ とであ る。エ ネルギー 問

題 を考 え る際 に もこの こ とを常 に考 慮 す

る必要があ る といえる。

また,今 後の 日本 におけるエ ネルギー ・

環境問題へ の意見 ・意識は 「今後の国全体

のエネルギー使用量は多 くなる」 との認識

下 において形成 された ものであ り,今 後 国
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全体のエネルギー使用量があまり多 くなら

ないとなったとき,公 衆のエネルギーや原

子力発電に対する意識がどのように変化す

るのかということを考慮すべ きである。

ただ し,全 体的にみると,首 都圏の公

衆のエ ネルギー問題や原子力発電への関

心 は相対的に低い。それに対 し,環 境問

題 に対する関心は高 く,そ の解決策 とし

て新エネルギーへの期待は非常 に大 きい

ものがある。

原子力発電に対 しては,過 半数の人が

「有用」,「不安」 と回答 している。原子力

発電の利用一廃止の態度決定にこの有用感

と不安感が要因となってお り,特 に 「有用

感」は原子力発電の利用一廃止の態度決定

の大 きな要因となっている。 しかし,有 用

感 と原子力発電の 「発電コス トの安定化や

低価格化への貢献,エ ネルギーの安定供給

への貢献,環 境問題の解決への貢献」 とい

った具体的な有用性に対する意識 との相関

は低 く,具 体的有用性の認識自体 もまだ明

確になっていないと推測される。

また,も う一方の大 きな態度決定要因で

ある 「安心感」 には,「 制御可能感」 と

「運営の適切感」が大 きく関係 している。

原子力発電は適切に運営されれば基本的に

安全なものであるという認識と,実 際に適

切に運営されているとの信頼感が安心感を

生み出す要因の1つ となっている。 この

「運営の適切感」には 「情報公開感」 と強

い相関関係があ り,情 報公開されていると

の認識が運営への信頼感に繋がり,さ らに

それが原子力発電への安心感に繋がる,と

いえる。さらに,「制御可能感」には 「廃

棄物処理 可能感」 と強い相 関関係が ある。

日本の放射性廃棄物の処理 ・処分が可能で

ある との認識が,原 子力発 電へ の制御可能

感(=安 全感)に 繋が り,さ らにそれが原

子力発 電への安心感 に繋が る,と いえ る。

他 に も要因がある とは思われるが,こ れ ら

の要 因 も大 きな影響 を持つ1つ であるこ と

は考慮 されて良い と思われる。

どち らにせ よ,多 くの公 衆 は原 子力 発

電 を有用 または不安 と思 ってお り,「不 安

だが有用 だか ら利用」 となるか,「 有 用 だ

が不安 だ か ら廃止 」 な るかが重 要 な問題

といえる。

また,回 答 結 果 をみ る と,お そ ら くは

長 引 く不況 や比較 的安 定 した エ ネルギ ー

状 況 の中 で,公 衆 の意 識 の中 でのエ ネ ル

ギー 問題 は希 薄 な もの とな ってい る と思

われ る。 その ため,現 状 の公衆 は,エ ネ

ルギ ー問題 につ いて厳 しく見つ め直 す と

い った状 況 で はな く,一 言 で いえ ば 「な

ん とな く」 とい った感 覚 的 な対応 にな っ

ている状況 と推察 される。

なお,今 回の ア ンケー ト結果 は後 日当

研 究所 の ウェ ブサ イ ト(http:〃www.iae,

or.jp/index.html)に おいて公 開の予定です。

本 報で は紙面 制約 に よ り報告 で きなか っ

た部分 も含 めて公 開 いた します ので,詳

細 にご関心 のある方 は ご利用 下 さい。

最後 に,ア ンケー ト調 査 に ご協 力 いた

だい た回答者 の皆様 に対 し心 よ り御 礼 申

しあげます。

また,こ の報告 は(財庵 力 中央研究所の助

成金 を用 いて行 った調査 の結果 をま とめた

ものです。 ここに感謝 の意 を表 します。
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〔事 業計画 〕

平成16年 度 事業計画の概要

(財)エ ネルギー総合工学研究所

本研究所は,エ ネルギーに関連す る情報の

収集,加 工,提 供,及 びプロジェク ト調査研

究を推進 し,併 せてエネルギー技術の普及啓

発活動 を進めることを基本方針 とし,そ の事

業活動の効率化を一層推進 しつつ,平 成16年

度においては,次 の各号の事業 を行 う。

1.エ ネルギーに係る科学技術に関する調査

について

エネルギーに関連する各種情報 を,国 内,

及び海外の諸機関 との情報交流等 を通 じて広

く収集 し,技 術的見地から区分,整 理する。

(1)エ ネルギー ・環境技術データベース基

礎資料の情報収集,分 析,検 索,処 理

(2)エ ネルギー ・環境技術の実用化状況に

関する情報の収集分析

(3)原 子力開発国際情報の収集分析

2.エ ネルギーの開発,供 給,利 用に係る科

学技術資料 ・情報の分析法,評 価法,体 系

化法の開発,及 び応用に関する研究につい

て

エネルギーの開発,供 給,利 用に係る科学

技術資料 ・情報に関 して,そ れ らの分析,評

価,体 系化 を行 うための手法の開発研究を実

施 し,ま た,こ れ ら資料 ・情報の分析 ・評価,

動的な変動予測,相 関性の評価,目 的に応 じ

た体系化 などを行い,そ の利用価値の向上 を

図ることとする。

(1)各 種エネルギー ・システムの総合的評

価手法の開発研究

(2)エ ネルギーモデルに関する調査研究

(3)イ ンターネッ トを用いたエネルギー情

報収集 ・提供手法の開発研究

(4)エ ネルギーに関する公衆の意識調査研

究

3.エ ネルギーの開発,供 給,利 用 に係 る技

術上の基礎的事項に関する部門的,総 合的

な研究について

エネルギー新技術の萌芽の発見 と将来展望,

エネルギー技術要素の特性向上,安 全性 ・信

頼性の評価,エ ネルギー開発 ・供給 ・利用の

ための各種 システムの評価研究など,部 門的,

総合的な技術的見地からの研究を行う。

(1)エ ネルギー関係技術開発動向およびそ

の将来性評価に関する調査研究

・太陽光発電技術

・省エネルギー技術

(2)原 子力エネルギーシステムの技術開発

戦略に係る調査研究

(3)革 新的実用原子力技術開発

・提案公募事業

・技術開発プロジェク トに係 る技術 開発

成果の評価

(4)原 子力 システム研究開発 シーズ調査研

究
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(5)原 子力システムのライフサイクルアセ

スメントに係る調査研究

(6)原 子力 システムの多用途化(原 子力水

素など)に 係る調査研究

(7)電 力技術開発の戦略的展開に関する調

査研究

(8)電 力 ・ガス総合技術開発戦略調査研究

(9)電 気保安に関する調査研究

(10)バ イオマスエネルギーテクノロジー ・

ロー ドマ ップ策定 に関する調査研究

(11)革 新的温暖化対策技術に関するフォロ
ーアップ調査研究

(12)エ ネルギー変換技術開発の動向に関す

る調査研究

(13)エ ネルギー技術開発についての総合的

な戦略に関する調査研究

(14)「 エネルギー学」の展開に関する調査

研究

研 究

古 レ ベ ル ・'1・廃 の 几 ・ 几瓜 に る

諦 石弛

(1)高 レベル放射性廃棄物処分の安全規制

に係る背景情報の調査研究

(2)放 射性廃棄物処分における安全確保の

合理的体系化に関する調査研究

(3)高 レベル放射性廃棄物処分 に係る規制

動向調査研究

(4)高 レベル放射性廃棄物処分の社会的合

意形成における関係者の役割に係 わる調

査研究

(5)迷 惑施設等立地に係 るPA等 事例調査

研究

核燃料サイクルに関する調査研究

(1)核 燃料サイクル関連技術調査研究

原子力安全に関する調杳研究

4.エ ネルギーの開発,供 給,利 用 に係 る技

術上の応用的事項に関する部門的,総 合的

な研究について

刻々と変化する社会的,経 済的,技 術的な

多種多様な制約のもとで,エ ネルギーの開発,

供給,利 用 に関 して,安 全性の確保 を前提 と

して,地 球環境問題への対応 を考慮 しつつ,

現実性のある最適なシステムを設計する。

さらに,こ れらの最適システムの設計研究

の成果 を具体的なプロジェク トに応用する研

究を行い,プ ラン ト設備や機器の開発に資す

る等部門的,総 合的見地からの研究を行う。

(1)国 内外の原子力安全確保 における自主

規制体制 と運用実態に係る調査研究

(2)原 子力施設の廃止措置基準 に係る調査

研究

(3)原 子力システムの リスクインフォーム

ド規制に係 る調査研究

〔化石燃料関係〕

石油系エネルギーに関する調査研究

(1)将 来の環境対策からみた燃料品質適正

化調査研究

〔原子力関係〕

次世代原子炉等 に関する調査研究

(1)高 温ガス炉 プラン トの位置づけ,可 能

性に関する調査研究

(2)第4世 代原子力システム開発に関する

調査研究

(3)原 子力発電技術の高度化 に関する調査

石炭の利用技術 に関する調査研究

(1)石 炭・天然ガス活用型二酸化炭素回収・

利用技術の開発研究

(2)製 鉄プロセスガス利用水素製造技術開

発研究

(3)石 炭灰等焼却灰からのゼオライ ト製造

装置のスケールアップ研究
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〔新 ・省エネルギー ・電力システム関係〕

新エネルギーに関する調査研究

(1)水 素安全利用等基盤技術開発調査研究
・水素シナリオの研究

・水素基礎物性の研究

・革新的技術の研究

・水素技術国際協力研究

(2)加 圧形固体酸化物形燃料電池の開発動

向,評 価に関する調査研究

(3)木 質系バ イオマスによる小規模分散型

高効率 ガス化発電 システムの調査研究

(4)下 水汚泥の高効率ガス変換発電技術の

開発調査研究

省エネルギーに関する調査研究

(1)コ ンビナー ト構成企業間にわたる省エ

ネルギー調査 と対策案の調査研究

(2)コ ンビナー トにおける産業間連携のあ

り方に関する調査研究

電力システムに関する調査研究

(1)風 力発電電力系統安定化等技術開発 の

整合性調査研究

(2)新 電力ネットワーク技術に係る総合調

査研究

〔地球環境関係〕

地球温暖化対策技術等に関する調査研究

(1)二 酸化炭素回収 ・隔離技術の政策的

位置付けに関する調査研究

(2)地 球温暖化問題に対する国際的な対応

策 ・政策に関する調査研究

5.前 三号の研究に係る試験について

石炭・天然ガス活用型二酸化炭素回収・利用

技術の開発試験 を行 うとともに,前 三号の研

究に伴 う材料,要 素,機 器等 の試験を随時行

う。

6.前 各号の調査,研 究,試 験の成果に係る

資料の作成,整 備,提 供について

前各号の事業で得 られた成果の うちか ら,

技術情報 として有用度の高いものを目的に応

じて速やかに編集 し,利 用者 に提供する。さ

らに,こ れらの研究成,果は出版,寄 稿 ・投稿,

講演会,学 会発表等により公表 し,広 く利用

に供することとする。

また,そ れぞれの目的に応 じたエネルギー

の開発,供 給,利 用に係 る技術指導 を行い,

人材 を養成するなどエネルギー技術 に関する

指導,普 及,啓 発 に努めることとする。

(1)技 術情報の編集,整 備,提 供(新 エネ

ルギーの展望 シリーズ等)

(2)定 期刊行物(季 報エネルギー総合工学)

の出版

(3)エ ネルギー技術普及講演会(第20回 エ

ネルギー総合工学 シンポジウム,月 例研

究会等)の 開催

(4)研 究活動などのホームページによる紹

介

7.そ の 他

エネルギーの開発,供 給,利 用の円滑 な展

開を図るためには産 ・学 ・官一体 となった協

力体制 を整え,効 率的に機能 させることが重

要である。本研究所は,こ のような観点 に立

って,エ ネルギー技術上の諸問題 について,

各所の専門家による討論 と情報交流を行 う場

を提供 し,責 任ある,し か も時宜に適 した新

しいエネルギー技術政策について提言 を行 う

こととする。

また,海 外 の研究機関 との交流 ・連携 を深

めるとともに,国 際プロジェク トへの参画等

により,国 際協力事業の一端 を担う。
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研究所の うごき

(平 成16年1月1日 ～3月31日)

◇ 第17回 評議 員会

日 時:3月5日(金)11:00～12:00

場 所:経 団連 会館(9階)901号 室

議 題:

第一号議案 理事 お よび監事 の選任 につ いて

第二号議案 評議員 の一部交替 につい て

第三号議 案 平成16年 度事業計 画お よび

収支予算(案)に ついて

第四号議案 その他

◇ 第61回 理 事会

日 時:3月12日(金)11:00～12:05

場 所=経 団連会館(9階)901号 室

議 題:

第一号議 案 平成16年 度事業計 画お よび 収 支予

算(案)に つ いて

第二号議 案 理事4役 の互選 につい て

第三号議 案 評議員 の一部交 替 につ いて

第四号議 案 顧問 の委嘱 につ いて

第五号議 案 事務局 長の委嘱 につい て

第六号議 案 そ の他

◇ 月例研究会

第220回 月例 研 究 会

日 時:1月30日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会 館7階702・703会 議 室

ア ー マ.

1.自 動車 新燃料 について 一バ イオマス燃料

と合 成燃料 一

(新 日本石油㈱ 開発部 燃 料技術室

室長 斎藤 健 一郎 氏)

2.自 動車 用代 替燃料 動向

(ト ヨタ自動車㈱ 第1材 料技 術部

燃料 ・油剤室 シニアスタッフエ ンジニア

星 博 彦 氏)

第221回 月例 研 究 会

日 時:2月27日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会 館7階702・703会 議 室

ア ー マ.

1.家 庭用燃 料電池 の開発動 向

(東京 ガス㈱R&D本 部 技術 開発 部

PEFCプ ロジェ ク トグループマ ネージ ャー

里見 知英 氏)

2.エ コキュー トの開発 動向

((財電力 中央研究所 横須賀研 究所 エネル

ギ ー機械 部 上席研 究員 斎 川 路之 氏)

第222回 月例 研 究 会

日 時:3月26日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会館7階702・703会 議 室

ア ー マ.

1,我 が国 の温 暖化政策 と排出量取 引模擬実験

の結果 について

(㈱三菱総 合研 究所 地球環境研 究本部

サス テナ ビリテ ィ研 究部 環 境政策 ・経 営

研 究 チーム リーダー 主任研 究員

伊藤 一 道 氏)

2.こ れか らのエ ネルギー文明学一 人 間 と社 会

か らの発想

(一橋大学 大学 院 商学研究科 教授

栗原 史郎 氏)

◇ 主 な できご と

1月9日(金)

20日(火)

22日(木)

23日(金)

28日(火)

29日(木)

30日(金)

2月2日(月)

9日(月)

10日(火)

12日(木)

17日(火)

19日(木)

23日(月)

・第1回 電力流通勉 強会

・第2回 核燃 料 サ イ クル関連 技術

調査 委員会
・第1回 革 新的 温暖 化対 策技術 に

関す る フ ォロー ア ップ調査 作業

部 会
・第3回 電力系統制 御 システム技

術検 討会
・第3回 高性 能 畜熱 材料 に よる熱

搬 送 ・利用 シス テム検 討委員会
・第2回 高効 率 発電 お よび 地球環

境 保 全 技 術 に関 わ る 動 向 調 査

WG
・第2回 電力流通勉 強会

・第3回 新電 力 供給 システ ム技術

に関わ る動 向調査WG
・第3回 品 質別 電力 供給 シス テム

技術 検討会
・第1回 バ イオマ スエ ネル ギ ーテ

ク ノロ ジー ・ロー ドマ ップ作業

部 会WG
・第1回 国 内外 の原 子力 関連 施設

に係 る認証 ・認定制度 の比較分析

調査 委員会
・第1回 電気 設 備技術 基 準 に関 す

る調査 委員 会
・第2回 電 力産 業技術 戦 略 に関 わ

る動 向調査委 員会
・原子力水 素研究 会

・第1回 これか らの革新 的 な原子

炉技術 開発 に関す る検 討委員会
・第48回 企画委員 会

・第1回 バ イ オマ ス技 術 戦略 調査

委 員会
・第3回 電力流通勉 強会

・第2回 国 内外 の原子 力 関連 施設

に係 る認証 ・認 定制度 の比較分析

調査 委員会
・バ イオマ スエ ネ ルギ ーテ ク ノロ

ジ ー ・ロ ー ドマ ップ作 業 部 会

幹事 会
・第2回 「下水 汚泥 の高 効率 ガス

変 換発 電 シス テ ムの 開発」 技術

開発推 進委員 会
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2月24日(火)

25日(水)

26日(木)

27日(金)

3月1日(月)

3日(水)

4日(木)

5日(金)

6日(土)

8日(月)

9日(火)

10日(水)

11日(木)

12日(金)

13日(土)

第4回 電力流通 勉強会
・第3回 エ ネルギ ー経 済環境予測 検

討委員会
・第2回 高 速増 殖炉 利用 シス テム

開発調査検 討委員会
・第2回 これ か らの革新 的な原 子

炉技 術 開発 に関す る検 討委員 会
・第3回 「水 素 安全 利用 等基 盤技

術 開発」 「革 新的技術 に関す る調

査 ・研 究委 員会」
・第3回 水 素基礎 物 性 に関 す る委

員 会
・第4回 電 力系 統制 御 シス テ ム技

術検 討会
・第2回 風 力発 電電 力系 統安 定 化

技術 開発実行 委員会
・第3回 高 効率廃 棄 物 ガス 変換発

電技 術評価委 員会
・第3回 天然 ガスハ イ ドレー ト技

術 の産 業 シス テ ム適用 の ため の

研究 開発委員 会
・第1回 電力技術企 画委員 会

・第5回 電力流通勉 強会

・第4回 新 電力供 給 システ ム技術

に関わ る動 向調 査WG
・第3回 高効 率発 電 お よび地 球環

境 保 全 技 術 に関 わ る 動 向 調 査

WG
・第9回 革新 的 実用 原子 力技 術 開

発提 案公募事業 審査委 員会
・第2回 バ イオマ スエ ネルギーテ

クノロ ジー ・ロー ドマ ップ作業

部会 幹事会
・第2回 小 出力発 電 設備 の 自主保

安 を促 す方策 に関す る検 討会
・第2回 電気 設備 技術 基 準 に関 す

る調 査委員会
・第4回 品 質別 電力 供給 システ ム

技術 検討会
・第2回 水素 シナ リオ の研 究 委員

会
・第2回 革新 的温 暖化 対 策技術 に

関す る フ ォロー ア ップ調 査 作業

部 会
・第4回 木 質系 バ イオ マス に よる

小 規模 分散 型 高効 率 ガス化 発電

システ ムの 開発 推進委 員会
・第3回 多様 なニ ーズ に対応 す る

フ レキ シブ ル ター ビ ンシステ ム

の研 究開発委 員会
・第3回 高効 率廃 棄 物 ガス変 換発

電技術 開発導 入調査委員 会
・第3回 電 力産 業技術 戦 略 に関 わ

る動 向調査委 員会
・第4回 マ イク ロコー ジ ェネ レー

ション検討 委員会
・第9回 革 新 的実用 原子 力技 術 開

発提 案公募事 業 審査 委員会

15日(月)

16日(火)

17日(水)

18日(木)

19日(金)

22日(月)

23日(火)

・原子 力水素研究 会

・第2回 オ フロー ドエ ンジ ン用燃

料 品質 の適正 化 に関 す る調 査 委

員会

第3回 これ か らの革新 的 な原 子

炉 技術 開発 に関す る検 討委員会
・第4回 「水素 安全 利用 等基 盤技

術 開発」 「革新 的技術 に関す る調

査 ・研 究委 員会」
・第2回 ソー ラー フユ ーエ ル研 究

推 進委員会
・第3回 革新 的 温暖 化対 策技 術 に

関す る フ ォロー ア ップ調査 作業

部 会
・第3回 核燃 料 サ イ クル関連 技術

調査 委員会
・第5回 品 質別 電力 供給 システ ム

技術 検討会

24日(水)・ 第3回 バ イ オマス エ ネル ギー テ

ク ノロ ジー ・ロー ドマ ップ作業

部 会 幹事会

30日(火)

◇ 人事異動

01月 ユ日付

(出向採 用)

志 水巨宜

01月18日 付

(出向解 除)

羽 鳥喜紀

Ol月19日 付

(出向採 用)

武 井摂夫

03月31日 付

(出向解 除)

吉 田一雄

山田政男

中村雅英

04月1日 付

(出向採 用)

山田輝明

井上 隆

・第2回 バ イ オマ ス技 術 戦略 調査

委員 会

プロジェクト試験研究部 部長

副主席研究員

プロジェクト試験研究部 主任

研究員

プロジェクト試験研究部 主任

研究員

プロジェクト試験研究部 主管

研究員
プロジェクト試験研究部 主管
研究員
プロジェクト試験研究部 主任
研究員

プロジェクト試験研究部 主管
研究員
プロジェクト試験研究部 主管
研究員
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【座談会】 バ イ オマ ス エ ネ ル ギ ー を語 る

経済 産業省 資源 エネルギー庁 新 エネルギー対策課長
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プロジェクト試験研究部 主任研究員 羽 鳥 喜 紀…61
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【巻頭言】 説明責任としての規格 ・基準

東京大学大学院工学系研究科教授 班 目 春 樹 …1

〔日本工学アカデミー/エ ネルギー総合工学研究所合同シンポジウム〕

【開会挨拶】 (社)日 本工学 アカデ ミー副会長 山 路 敬 三 …2

【特別講演】

【特別講演1

【報告】

エネルギーから見た環境 ・食糧問題

富山国際大学教授 東京大学名誉教授

地球温暖化問題の戦略的取組みについて

東京大学大学院 新領域創成科学研究科 環境学専攻助教授

地球温暖化とその防止 ・抑制そして技術の役割

(財)エ ネルギー総合工学研究所

研究理事兼主席研究員

【パネルディスカッション】

地球温暖化と技術の役割を考える

富山国際大学教授 東京大学名誉教授

東京大学大学院 新領域創成科学研究科 環境学専攻助教授

独立行政法人 産業技術総合研究所 主任研究員

プロジェクト試験研究部 主管研究員

司会(財)エ ネルギー総合工学研究所理事長

石 井 吉 徳 …4

松 橋 隆 治…14

松 井 秋 …24
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30
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【調査研究報告】

【調査研究報告1

【調査研究報告】

【訪問記】

【研究所の動 き】

実用発電用原子炉廃炉技術調査

プロジェクト試験研究部 主任研究員 中 村 雅 英 …40

MGT排 熱 を利用 したデシカン ト空調システムの開発

三菱化学エンジニアリング㈱ 理事 床 井 一 郎

プロジェクト試験研究部 主任研究員 中 西 健 ニ …51

太陽集光システムの開発
一センサー制御式ヘリオスタットの試験運転一

プロジェクト試験研究部 嘱託研究員

日本原燃㈱ 六ケ所原子燃料サイクル施設

愛 内 孝 介 …64

IAE女 性 研 究 員 …72

【編 集 手麦言己】

80

82
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【開会挨拶】

【来賓挨拶】

【基調講演】

【講演】

【講演】

【講演】

理事長 秋

経済産業省 資源エネルギー庁 電力 ・ガス事業部長 寺

21世 紀のエネルギー問題と技術開発のあり方

東京大学大学院 工学系研究科 教授 近

国際情勢 とエネルギーセキュリティについて

㈱三井物産戦略研究所 所長 寺

21世 紀の原子力技術開発戦略

㈲エネルギー総合工学研究所 研究理事 松

エネルギー ・地球環境問題 と新エネルギーへの期待

東京農工大学大学院 教授 柏

山 守…1

坂 信 昭…4

藤 駿 介 …7

島 実 郎 …19

井 一 秋 …28

木 孝 夫 …39

【パネルディスカッション1

テーマ:21世 紀のエネルギー ・地球環境と技術 を考 える47

司 会 鳥 井 弘 之 東京工業大学 原子炉工学研究所 教授

パネリスト 宅 間 正 夫 ㈹日本原子力産業会議 専務理事

(五十音順)十 市 勉 働日本エネルギー経済研究所 常務理事

中 上 英 俊 ㈱住環境計画研究所 所長

松 本 三和夫 東京大学大学院 人文社会系研究科 社会学専攻 教授

【総括 と閉会挨拶】 専務理事 稲 葉 裕 俊 …73

【研究所のうごき】

【編 集 そ麦言己】
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編集後記

2年 前 に先 輩 か ら分 け て も らっ たエ ビネ

蘭 が,こ の春 よ うや く花 を開 き ま した 。枯

ら した と思 っ て見 て い た古 い 数枚 の葉 の 中

心 か ら立 ち上が った1本 の茎 に,黄 白色 の

小 さな蕾 ま じ りの 花 が列 を な して咲 い て お

り,そ の 姿 に まさ し く春 が 希 望 と新 生 の 季

節 で あ る こ とを改 めて思 わ され ま した。

さて,本 号 は その 希 望 の時 に相 応 し くエ

ネル ギ ー と温暖 化 問 題 に とって の期 待 の 話

題 を満 載 しま した。 そ の 中か ら特 に話 題性

の あ る もの を こ こで紹 介 します。

最初 の話 題 テ ーマ は,座 談 会 の 「産 業 間

連 携 に よ る省 資 源 ・省 エ ネル ギ ー の 方 策 」

で す。

これ は1つ の地 域 に混在 す る業種 あ るい

は企 業 の枠 を越 えて,エ ネ ルギ ー や物 質 を

有効 に利 用 しあ い,そ れ に よ って地 域 全体

と して省 エ ネル ギー を図 り,同 時 に コス ト

低 減効 果 に よ り国際 競 争力 の向 上 も狙 った

取 り組 みで す。 その 実現 の ため には産 官 学

の結 集 が 必 要 であ り,今 回 も東京 工 大 教授

秋鹿 氏,資 源 エ ネル ギ ー庁 省 エ ネ ルギ ー対

策 課長 佐 藤氏 を は じめ 各分 野 の リー ダー役

の 方 々 に出 席 い た だ き ま した。 中 に は,日

本 の産 業 の 国際 競 争 力喪 失 を懸念 しての 説

明 や生 々 しい現 場 の 苦労 も紹 介 されて お り

ます。

次 の 話 題 テ ー マ は,「 バ イ オ マ ス エ ネ ル

ギ ー」 であ り ます 。 同 エ ネル ギ ー は,古 来

よ り利 用 され て きた エ ネ ルギ ー と して 馴 染

みのテーマですが,再 生可能エネルギー

としての特質から新 しい視点での利用拡

大が期待 されているものです。エネルギ
ー政策上の位置づけと政策的取 り組みを

資源エネルギー庁新エネルギー対策課長

荒木氏 より,導 入事例紹介と展望を三菱

総合研究所の井上氏 よりそれぞれの思い

を込めてご紹介いただきました。

また本号では,新 エネルギー全般の電

力への利用拡大を狙って2003年4月 に施行

されたRPS法(電 気事業者による新エネル

ギー等の利用に関する特別措置法)の 状

況についても資源エネルギー庁新エネル

ギー等電気利用推進室室長補佐の中島氏

に寄稿いただきました。1年 程度の実績

ではあ りますが,同 テーマに対する読者

の関心の高さを想定 し紹介 して頂いたも

のです。

地球温暖化に関する京都議定書の発効

がロシアの批准待ちとなって久 しい感が

ありますが,も し発効が期限直前に行わ

れる場合の混乱 と出費を勘案 します と,

いつ発効となっても支障ないよう早 目の

準備 をすることが有利であるとする意見

があります。

春季号である本号の内容が,そ のため

の理解を深める一助 となれば幸いであり

ます。

編集責任者 小川紀一郎
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